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はじめに

労働基準行政情報システムの概要

労働基準行政情報システム（以下「基準システムJという。）は、本省、都道府県労働
局及び労働基準監督署を通信回線で結ぶネットワークシステムであり、以下に示すサブシ

ステムなどから構成されている。

また、平成16年3月以降、労働基準行政関係（労働保険適用徴収関係を除く。）の申請・

届出等手続の電子申請についても対応を図っている。

［サブシステム一覧］

①個別事業場情報管理システム

② 司法事件情報管理システム

③ 申告情報管理システム

④未払賃金立替払情報管理システム

⑤相談情報管理システム

⑥就業規則情報管理システム

⑦ 寄宿舎規則情報管理システム

③ 監督指導計画作成支援システム

⑨ 労働災害情報管理システム

⑩特定機械等管理システム

⑪ じん肺管理区分情報管理システム

⑫ 地方最低賃金審議会情報管理システム

⑬ 最低賃金減額特例許可情報管理システム

⑬ 計画の届出審査結果情報管理システム

⑬検査業者登録状況情報管理システム

⑮免許管理システム

⑪安全衛生業務計画作成支援システム

⑬ 労災認定支援システム

⑬ 障害等級認定支援システム

⑫審査業務支援システム

⑫ 労災保険判決例検索システム

⑫ 申請・届出等処理支援システム

⑫通達・事務連絡情報管理システム

⑫ 報告例規（定期報告）システム

③情報分析ソリューション

第1 個別事業場情報管理システム（共通部分）
1 事業場基本情報

①から⑧のサブシステムのうち、①個別事業場情報管理システム、②司法事件情報

管理システム、③申告情報管理システム、④未払賃金立替払情報管理システム、⑥就

業規則情報管理システム、⑦寄宿舎規則情報管理システム、⑨労働災害情報管理シス

テム、⑮特定機械等管理システム、⑪じん肺管理区分情報管理システム及び⑬最低賃

金減額特例許可情報システムは、個別事業場に関する各種情報を管理する。

また、個別事業場を特定する基本的な情報を「事業場基本情報Jとして構築し、こ
れを基に上記サブシステム相互間の関連を持たせるとととしている。

(1) 事業場基本情報の登録契機及び入力項目

事業場基本情報の登録契機は、上記①個別事業場情報管理システム、②司法事件
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情報管理システム、③申告情報管理システム、④未払賃金立替払情報管理システム、

⑥就業規則情報管理システム、⑦寄宿舎規則情報管理システム、⑨労働災害情報管
理システム、⑮特定機械等管理システム、⑪じん肺管理区分情報管理システム及び

⑬最低賃金減額特例許可情報システムに係る情報を入力する場合において、当該事
業場基本情報が未登録であること文は登録されている事業場基本情報の修正・追加
を要することを確認した場合である。

入力項目、入力契機等は別表1に示すとおりである。登録時に入力が必須となる
項目（入力がない場合には、登録自体が不可となる項目。以下「必須入力項目」と

いう。）は「入力契機」欄にO印が付されたものであり、ム印が付されたものにつ
いては、該当がある場合には必ず入力することを要する項目である（以下同じ。）。
なお、「代表者職氏名」欄は、監督結果等情報、安全衛生指導結果等情報の登録

により、「電話番号（総務）J欄は、監督結果等情報の登録により、「電話番号（安
全衛生）」欄は、安全衛生指導結果等情報、安全衛生管理体制情報の登録により、
「労働者数J欄は、監督結果等情報、安全衛生指導結果等情報、定期健康診断結果
報告情報及びアンケート帳票入力情報（帳票種別番号80001）の登録により、それ

ぞれ自動的に上書き更新されるので留意すること。

(2) 事業場基本情報の作成単位

事業場基本情報の作成単位は、次の①から③の場合を除き原則として事業場を単

位とする。
①建設業の現場については、元請事業場を単位とする。
② 労働基準法（以下「労基法」という。）上の事業主でもある委託者については、

当該事業主の事業場を単位とし、同法上の事業主ではない委託者については、当
該委託渚を単位とする。
③事業附属寄宿舎及び建設業附属寄宿舎（以下「寄宿舎Jという。）については、
当該寄宿舎を管理する事業場が同一署管内に存在する場合は当該事業場を単位
とし、当該寄宿舎を管理する事業場が同一署管内に存在しない場合は当該寄宿舎

を単位とする。

(3) 事業場基本情報の二重登録の処理

同一事業場に係る事業場基本情報が複数登録されていることを確認した場合の

処理は、「5 システム設定について」中「（3）事業場基本情報の二重登録の処理（統
合処理）Jを参照のこと。

(4) 事業場基本情報の登録に当たっての留意事項
ア 「労働保険番号J及び「登録区分」欄
(7) 労働保険番号の取扱いについては、府県・所掌・管轄・基幹番号・枝番号・

被一括事業場番号までを使用する。
なお、次の事項に留意すること。
a 有期事業

(a) 一括有期事業については、当該事業に係る労働保険番号を用いる。

(b) 単独有期事業については、当該事業ごとに付与されている労働保険番号

を用いる。
b 継続一括事業

継続一括事業は、基幹番号（下記cに示す事業場にあっては枝番号）まで
を用いる。

なお、被一括事業場番号の使用は任意とする。
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c 委託事業場
労働保険事務組合へ事務処理を委託している事業場については、枝番号ま
でを用いる。

（イ） 労働保険番号が付与されていない場合には、「登録区分」欄において「労働

保険番号仮登録」（労働保険番号が振り出されているが適用情報がまだ存在し
ていないもの）、「労働保険未手続」、「労働保険任意、非適」（独自番号付与の

対象となるもの）のいずれかを選択し、入力する。
なお、「労働保険番号仮笠録」を選択し、登録する場合には、「労働保険番号」

欄の入力を必須とする。
また、仮番号又は独自番号を使用することも可能であり、その場合には次の
事項に留意すること。

a 仮番号
労災保険の適用事業場で、あって来手続事業場については、仮番号（「所掌J
欄を「7」と入力する。）を付与する。仮番号の振出しは、別紙1「仮番号
振出簿jによる。

b 独自番号
(a) 次に掲げるものについては、独自番号を付与する。
① 家内労働法（以下「家労法」という。）上の委託者で労基法上の事業

主に該当しない者。

② 労災保険の非適用事業場及び任意適用事業場であって労災保険関係、
が成立していないもの。

③ 労災保険関係が成立していない建設業の下請等であって、健康診断結
果等の情報について個別の管理を要するもの。

④管内の複数の事業場に対しーの労働保険番号が付与され、かっ、その
うちのーの事業場について当該番号を用いているため当該番号では管
理できない他の事業場で、あって、個別の管理を要するもの。

⑤ 寄宿舎であって、これを管理する事業場が同一署管内に存在しないも

の。
⑤ その他労働保険番号又は仮番号を用いることができない場合であっ
て、個別の管理を要するもの。
(b) 独自番号は、原則として次の方法により振り出すこととする。

① 上記（a）の④の場合には、労働保険番号の所掌欄を5とした上、枝
番号（委託事業場の場合にあっては被一括事業場番号）を振り出す。

② ①以外の場合には、所掌欄を5とした 80万台の基幹番号を振り出す

こととし、当該番号の振出しは、別紙2 「独自番号振出簿」による。
c 仮番号等の変更

仮番号又は独自；番号を振り出した事業場において、労働保険番号が付与さ
れたことが確認された場合には、「仮番号振出簿J又は「独自番号振出簿」
にその経過を記録するとともに、主従関係の登録をする。

イ 「管轄局署J、「事業場キーJ欄
「管轄局署」欄は、自動入力される。「事業場キーJ欄には、情報登録後にシ
ステム内で自動付与される事業場を特定する番号が表示される。
ウ 「事業場区分」欄

事業場基本情報の作成単位に留意の上、該当する区分を選択する。

委託者が労基法上の事業主にも該当する場合には、「事業場区分j欄の「事業

場J及び「委託者Jの両方を選択し、入力する。一方、委託者が労基法上の事業
主に該当しない場合には、「委託者」を選択し、入力する。
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また、寄宿舎を管理する事業場が同一署管内にある場合には、「事業場区分」

欄の「事業場」及び「寄宿舎」の両方を選択し、入力する。それ以外の寄宿舎の

場合には、「寄宿舎Jを選択し、入力する。
エ 「事業場名」欄

事業の名称及び事業場の名称を入力する。

事業の名称と事業場の名称との間は2マス空ける（例えば、「00会中土一一0
0工場J）。
なお、基本的な入力は漢字欄で行い、漢字入力に伴い自動入力される事業場名

のカナ欄は必要に応じて修正する。

また、事業場名が変更された場合には、必要に応じて名称変更の処理を行うこ
と。

なお、適用情報上で事業場の名称が変更された場合には、自動的に「名称、等変

更有J欄に表示されるので留意すること。
オ 「所在地J欄
所在地コードの範囲内から選択し、入力するとともに「所在地（続き）」欄に

地番を入力すること。

カ 「代表者職氏名」欄

例えば、代表取締役 0000などと入力する。
キ 「労働者数」欄
事業場全体の労働者数を入力する。労働者数が不明な場合には「OJと入力す
る。

ク 「電話番号」、「FAX」欄

それぞれ総務、安全衛生担当部署の電話番号を入力し、「FAXJ欄には、 F
AX番号を入力する。

ケ 「廃止年月日」欄

事業場等が廃止された場合に廃止年月日を入力する。

2 事業場情報

事業場基本情報を新規に登録する場合又は新たな情報を把握した場合には、必要に

応じて入力する。

入力項目、入力契機等は別表2に示すとおりである。
なお、監督結果等情報からは店社、業種、労働組合、労働者数及び適所定労働時間

が、労働条件関係情報からは週所定労働時聞が、自動的に上書き更新されるので留

意すること。

(1) 「事業場情報1」タブ画面
ア 「業種」欄

労働基準局報告例規基準業種分類表の小分類までを選択し、入力する。

イ 「労働者数」欄

「男」、「女」、「事業場全体」（男女合計は自動入力）及び「派遣」欄は当該事

業場の労働者数を入力し、「パートJ、「有期契約」、「年少者J、「外国人」及び「障
害者J欄はその内数を入力することとし、「企業全体」欄は、企業全体の労働者
の概数を入力する。

なお、パートとは「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律J第2条に
該当する者をいう。

労働者数が不明な場合には、「事業場全体J欄に「O」と入力する。
また、「特別1」「特別2J欄は、本省から特別の指示があった場合に入力する
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こと。

ウ 「週所定労働時間」欄

当該事業場の平均の所定労働時間数を入力する。ただし、いわゆる正社員（建

設業にあっては元請事業場の現場の正社員）と正社員でない者が混在している場

合は、正社員のうちで最も適用者の多い平均の所定労働時間数を時間・分まで入
力する。

なお、所定労働時間数が不明な場合には、「O」時間「0」分と入力する。
また、週所定労働時間については、情報入力の年月日が管理される。
エ 「店社」欄
本省指定の建設業の店社（コード表は別表 11のとおり。）に該当する場合には
選択し、入力する。

なお、局暑において建設業の店社を定め、あらかじめシステム上店社が設定さ
れている場合には、必要に応じて本省指定店社と同様に選択し、入力すること。
オ 「労働組合」欄

「労働組合有り」、「過半数組合有り」及び「労働組合無しJのいずれか一つを
選択し、入力する。

カ 「関係団体J欄
必要に応じて、事業場に加入している関係団体の該当欄を選択し、入力する。
キ 「事業主団体J欄

必要に応じて、事業場が加入している関係団体以外の事業主団体を入力する。

(2) 「事業場情報2」タブ画面
必要に応じて、本社所在地、主要業務・製品名、参考事項を入力する。

3 委託者情報（「委託者情報」タブ画面）

委託者に係る事業場基本情報を新規に登録する場合又は新たな情報を把握した場
合には、必要に応じて入力する。

入力項目、入力契機等は別表3に示すとおりである。
なお、監督結果等情報からは業種、委託業務、家内労働者数が自動的に上書き更新
されることに留意すること。

(1) 「業種」欄

委託者については、委託者情報の業種欄に委託業務に係る物品製造業と擬制して

労働基準局報告例規基準業種分類表の小分類までを選択し、入力する。

例えば、印刷業の委託者が紙袋貼りを委託している場合には「紙加工品製造業
(010602）」とする。ただし、包装業務は包装する物品の製造業と擬制して分類す

る。また、水産食料品の包装は「水産食料品製造業（010102）」とする。
なお、小分類が不明な場合には、小分類中のその他で入力する。以上の入力方法

をとると事業場の業種と委託者の業種が異なるとともあるので留意すること。

(2) 「委託業務J欄
委託業務の内容を具体的に入力する。

(3) 『家内労働者数」欄

「男J、「女」及び「営業所全体」欄には、家内労働者数を入力し、「年少者」欄
には、その内数を入力する。

なお、家内労働者数が不明な場合には、「営業所全体」欄に「O」と入力する。
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4 「適用情報」、「管理状況1』及び「管理状況2」タブ画面
新規登録の場合には、「適用情報jタブ画面において適用情報が表示されるが、こ

れを参照して事業場基本情報を簡易に作成できるので必要に応じて活用すること。

「管理状況1」及び「管理状況2Jタブ画面は、各システムで管理されている情報
の一部が表示される。
なお、これらの画面においては、情報の修正、更新はできない。

5 システム設定について
各種自由設定等コードの登録、事業場基本情報の統合処理、監督重点対象区分の登
録、店社コード、の登録及び局署固有情報の登録については、業務メニューの「シス

テム設定」を選択して必要に応じて処理する。
なお、対象となる情報は以下のとおりである。

(1) 各種自由設定等コード

以下のものについては、必要に応じて設定できる。
ア事業場情報
・事業場自由設定 ・事業場自由分類
．事業場自由設定数量

イ 危険機械・有害業務
・プレス機械等自由分類 ・木材加工用機械自由分類

・荷役運搬機械等自由分類 ・車両系建設機械自由分類
・産業用ロボット自由分類 ・有機溶剤業務自由分類
・特定化学物質等業務自由分類 ・石綿業務自由分類

－鉛業務自由分類 ・四アノレキル鉛業務自由分類
・粉じん作業自由分類 ・電離放射線業務自由分類

－酸素欠乏危険作業自由分類 ・高気圧業務自由分類

・指導勧奨による特殊健康診断自由分類
ウ 労働災害情報
．死傷病自由分類コード

エ じん肺管理区分情報

・じん肺健康診断実施機関名

(2) 店社コード

店社コードを必要に応じて設定できる（本省設定分を除く。）。

(3) 事業場基本情報の二重登録の処理（統合処理）

事業場基本情報を検索した際に、同一事業場に係る事業場基本情報が複数登録さ
れていることを確認した場合には、業務メニューの「システム設定」を選択して統
合処理を行う。

なお、当該統合処理を行うと被統合事業場に登録されている情報が別表 10のと

おり統合されるので留意すること。
また、ーの事業場が複数の労働保険番号を有していることを確認した場合には、

当該事業場の主たる事業に係る労働保険番号を主労働保険番号とし、他の労働保険

番号を従労働保険番号とすることとし、事業場基本情報画面の業務選択メニューに
より「労働保険番号主従関係Jを選択し、登録する。
なお、事業場基本情報の二重登録を防止するため、事業場基本情報を新規登録し
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ようとする場合において、事業場名及び所在地が既に登録されている事業場と同ー

と恩われるものについては、確認のメッセージが表示されるので留意すること。

(4) 監督重点対象区分コード

局において次年度の監督重点対象区分を定めた場合には、業務メニューの「シス

テム設定Jを選択し、監督重点対象区分コードを毎年3月の最終開庁日までに登録
すること。 3月の最終開庁日までに次年度の監督重点対象区分を登録しない場合は、
当該年度の登録内容が自動的に設定され、行政目標に係る条文・告示違反事項の追

加を除き、監督重点対象区分の変更・削除はできなくなるので留意すること（年度

の途中であっても、既に設定済みの監督重点対象区分については、行政目標に係る

条文・告示違反事項を追加することはできる。）。

なお、監督重点対象区分のコードを登録できるのは局のみであること。

第2 個別事業場情報管理システム（監督関係）
個別事業場情報管理システムは、個別事業場に関する監督結果等情報、安全衛生指

導結果等情報、預金管理状況報告情報、安全衛生管理体制情報、総合対策情報などを

管理することにより、情報の的確な分析とこれに基づく効率的な行政運営に資するも

のである。

1 監督結果等情報
(1) 情報の登録契機

監督結果等情報は、監督指導（定期監督、災害時監督、災害調査、申告監督及び

再監督（再々監督を含む。以下「再（再々）監督Jという。）をいう。以下問じ。）
を実施した場合に、法違反の有無にかかわらず速やかに登録する。

なお、災害調査及び申告監督については、調査等が終わり次第、法違反等の有無

が確定していなくても登録し、違反状況等は確定後必要に応じて修正・追加する。

(2) 堂録の方法

基準システムの画面上において事業場基本情報を検索して該当する情報を呼び

出し（該当情報がない時は事業場基本情報を作成する場合を含む。以下同じ。）、新

たに得られた情報を必要に応じて事業場基本情報に入力した上で、「監督結果等情

報ー登録」画面を表示させ、必要項目を入力した上で登録する。

(3) 入力項目

入力項目、入力契機等は別表4に示すとおりである。
なお、「ーJ印が付されたものは、入力が自動的に行われる項目である。

(4) 決裁

登録した監督結果等情報は、当該情報に係る監督復命書を印刷し、決裁を受ける。

(5) 監督結果等情報の登録に当たって留意すべき事項

ア 建設業の現場に係る監督結果等情報の登録
建設業の現場の監督指導時に下請事業場について法違反等があった場合には、

元請事業場の監督結果の入力に続いて「下請情報」を選択し、下請事業場の店社

を特定した上で、元官青事業場と同様に監督結果等情報を登録する。

なお、事業場基本情報画面の業務選択メニューから「監督結果等情報」、「新規
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登録j、「下請事業」と順次選択することによっても同様の処理ができる。

入力項目、入力契機等は別表5に示すとおりである。
イ 委託者に係る監督結果等情報の登録

労基法上の事業主が家労法上の委託者にも該当する場合の監督結果等情報の

登録は、別表6のとおり取扱う。
なお、委託者に係る監督結果等情報を登録する場合には、あらかじめ委託者情

報の登録が必要となる。

ウ 監督結果の移送

派遣労働者や出張作業に係る監督結果等の移送については、移送先で登録され

ている事業場基本情報を検索した上で、当該事業場基本情報画面の業務選択メニ

ューから「監督結果等情報J、「新規登録」、「移送関係」と順次選択して監督結果
等情報を登録し、印刷した監督復命書の決裁を受けた後、監督結果等情報メニュ

ー画面の「移送関係監督検索及び送付」を選択し、監督復命書を特定した上で「デ

ータ」メニューの「送付」を選択し、移送処理を行う。ただし、移送先で事業場

基本情報が作成されていない場合には、監督結果等の登録ができないので、移送

先に対して事務連絡等により把握した事業場基本情報の作成に必要な情報を提

供した上で、事業場基本情報の作成を依頼することとし、移送先では、依頼に基

づき事業場基本情報を作成するとともに、作成処理後速やかに移送元に作成した

旨の連絡をすること。

エ所轄署所属職員以外の者による情報の登録

原則として監督結果等情報は、所轄署に本来所属している職員以外は登録がで

きないので、局職員又は所轄署に併任された職員が監督指導を実施し、監督復命

書を作成する必要がある場合には、当該職員が監督結果等情報を登録することが
可能となるようユーザ情報の追加登録を行う必要があるので「労働基準行政情報

システム運用管理要領J（平成16年3月策定）に基づき本省に報告することロ
オ監督結果等情報の修正及び取消方法

(7) 監督結果等情報の修正方法

監督結果等情報を修正する場合には、個別事業場情報管理メニューの「監督

結果等情報Jから「監督復命書及び整理簿検索」を選択し、修正する情報を検
索し、修正入力をした上で、「更新」処理を行う。

なお、事業場基本情報画面から「監督結果等4情報Jの「監督・安全衛生指導
等履歴」を選択し、同様の処理を行うこともできる。
（イ） 監督結果等情報の取消方法

監督結果等情報を取り消す場合には、修正処理と同様の手順で取り消すべき

情報を検索し、「監督結果等情報ー登録」画面において「データ」メニューの

「削除」を選択し、削除の処理を行う。

(6) 監督結果等情報の入力に当たって留意すべき事項

ア 「監督結果等情報Jタブ画面
(7) 「事業場名」欄

事業場基本情報に登録されている事業場名が表示される。

また、建設業の下請事業場については、下請情報から事業の名称が、元誇事

業場の事業場基本情報から事業場の名称が表示される。ただし、寄宿舎を選択

して入力する場合で、当該寄宿舎を管理する事業場が同一署管内にある場合に

は、「事業場名J及び「所在地」欄に表示される内容が当該寄宿舎のものと異
なる（空欄の場合も含む。）ことがあるので、その場合には修正・追加する。

（イ） 「業種」欄
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事業場情報（委託者の場合は委託者情報）に登録されている業種が初期表示

されるので、必要に応じ修正・追加する。

イ 「監督結果情報1」タブ画面
(7) 「監督年月日」欄

監督指導が2日以上にわたる場合には、最終日を入力する。
（イ） 「監督官氏名」欄

氏名（20字）が入力できるようになっている。。なお、印刷した監督復命書

に氏名を記入することでも足りる。

（ウ） 「監督等種別」欄

実施した監督指導種別を選択し、入力する。
（エ） 「面接者職氏名」欄

面接者の職氏名が入力できるようになっているが、システム上は職氏名を入

力しでも登録されない。また、必ずしも同欄は入力する必要はなく、印刷した

監督復命書に職氏名を記入することで足りる。

（オ） 「監督重点対象J欄
局であらかじめ登録されている監督重点対象を選択し、入力する。

なお、「監督等種別」欄において「定期監督Jを選択した場合は、「監督重点
対象」欄も入力する。

（カ） 「特別監督対象1」及び「特別監督対象2J欄
本省であらかじめ登録されている特別監督対象を選択し、入力する。

（キ） 「是正状態」欄

再（再々）監督の結果について違反状況の是正状態を選択し、入力する。

なお、「監督等種別」欄において「再（再々）監督Jを選択した場合は、「是
正状態」欄も入力する。

再（再々）監督の結果、再（再々）監督事項に関する違反状況のすべてが完

全に是正された場合は「完全是正」、その一部が是正された場合は「一部是正」、

全く是正されていない場合は「未是正jを入力する。

（ク） 「署長判決」欄

労働基準監督署長（以下「署長Jという。）の決裁を受けた後、必要に応じ
当該署長の判決を選択し、入力する。なお、監督復命書作成時に「判決伺」と

して判決を選択し、決裁における署長判決が異なった場合には、修正すること

でも足りる。

ワ 「監督結果情報2」タブ画面
事業場基本情報、事業場情報、委託者情報から初期表示されるので必要に応

じて修正・追加する。

エ 「監督結果情報3Jタブ画面

(7) 「外国人労働者雇用区分J、「最も賃金の低い者の額」欄以外は、事業場基
本情報、事業場情報、委託者情報から初期表示されるので必要に応じて修正・

追加する。
（イ） 「最も賃金の低い者の額」欄

当該事業場の労働者のうち最も賃金の低い者について、賃金の形態（時間

額、日額、月額）を選択するとともにその金額を入力する。

（ウ） 「外国人労働者雇用区分J
外国人労働者を雇用している場合、その区分に応じて選択し、入力する。

オ 「違反条項」タブ画面

(7) 違反を指摘した法律、政令及び省令について、その名称（法令名の略語につ

いては、別表7のとおり。）及び条項を選択し、入力する。また、労働者派遣
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事業の適正な運営の確保及ひ、派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（以

下「派遣法」という。）に係る事案については、派遣法第44条から第47条ま

での条文において読み替えられた労基法、労働安全衛生法（以下「安衛法Jと
いう。）、じん肺法及び作業環境測定法の法条項を入力するとともに、派遣法の

欄に派遣法の適用条項も入力する。ただし、次の事項に留意して政令又は省令

のいずれかーの条項を入力すれば、違反法条項全体が自動的に入力される。

a 事業附属寄宿舎規程及び建設業附属寄宿舎規程違反については、当該省令

名及び条項を選択し、入力する。

ただし、事業附属寄宿舎規程第7条、第38条、第39条、建設業附属寄宿

舎規程第6条については、号まで入力する。
b 安衛法に係る違反については、次のとおりである。

(a）適用省令によって根拠法条項が特定されるものは、当該省令の名称及び
条項を選択し、入力する。

(b) 安衛法第59条第3項（労働安全衛生規則（以下「安衛則」という。）第

36条）に係る違反については、別規則があるものも含め、安衛則第36条

の各号を選択し、入力する。

(c) 安衛則第 27条に係る違反については、安衛法別表第2に掲げる機械等

文は労働安全衛生法施行令（以下「安衛令Jという。）第13条第3項に掲
げる機械等のうち該当するものを選択し、入力する。

(d) 安衛令第 20条が適用される場合には、当該安衛令の各号を選択し、入

カする。

（イ） 「措置内容」欄

c 措置の内容が緊急措置命令又は警告書交付の場合には、根拠となる法条項
は入力しないこと。

d 

（ウ） 「外国人労働者に係る違反J欄
違反法条項が外国人労働者に係るものである場合に、これを明らかにするた
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めに当該欄から「外国人」、「技能実習生J、「不法就労者」のいずれかの項目を
選択し、入力する。

なお、「外国人労働者に係る違反」欄を入力し、登録した監督結果等情報を
監督復命書として印刷した場合においては、当該監督復命書の「備考2」欄に
選択した項目が表示される。
（エ） 「是正期日J、「確認までの間J欄
「是正期日」欄の「年月日」欄には、是正勧告又は使用停止等命令で指示し
た是正期日の年月日を入力する。是正期日を即時としたものは、「即時」欄を、

臨検中に是正済の確認をしたものは、「是正済」欄を、是正期日を今後とした
ものは「今後j欄を選択し、入力する。命令期間を法違反が是正されたことを

確認するまでの問としたものは、「確認までの問J欄に入力する。

なお、「是正期日J及び「確認するまでの間」欄の入力は、任意である。
（オ） 「是E確認年月日」欄
「是正確認年月日J欄には、是正が確認された場合に、必要に応じ年月日を
入力する。
カ 「指導事項」、「参考事項・意見」タブ画面

(7) 監督指導の結果、指導票等で指導した事項及び自動車運転者の労働時間等の
改善のための基準（以下「改善基準」という。）に違反のあった事項について
は、「指導事項J及び「告示違反事項」欄に該当する項目すべてを選択し、入
力する。
（イ） 「参考事項・意見」欄は、面接者職氏名のほかに、各局署で情報の整理を行
うため任意に設定した「自由分類」、「自由設定」及び「自由設定数量jや当該

事業場の経営状況、財務状況、生産状況、災害発生状況、安全衛生管理組織の
活動状況、労務管理の状況、法違反の原因、今後の遵法状況の見通し、監督官
の総括意見、今後の措置・署長判決についての要望等について必要に応じ記入

する。
なお、「参考事項・意見」欄は、犯行（最大 1400字）の入力が可能である

が、復命書の印刷時には、「参考事項・意見」欄の最初から 5行目（最大 200
字）までに該当する部分が監督復命書の「参考事項・意見」欄に印字され、 6
行目（最大 1200字）からは、監督復命書の「続紙」に印字される。

2 措置簿

措置簿は、措置を講じた事業場に係る情報をシステムで管理することにより、措置

事案の管理の効率化を図ることを目的として、必要に応じて各局署で活用できるも

のである。措置簿を活用する場合には、次の事項に留意すること。

(1) 監督結果等情報の登録により、「措置簿」画面の「監督年月日」、「事業場名J、「下
誇区分J、「違反法条項J、「確認までの閑J、「是正期日」及び「再監督年月日jの各
欄は自動入力される。

(2) 「措置状況」欄の「完結年月日J、「区分」、「確認対象事業場」及び「備考（20
字以内）」の各欄には、必要事項を入力する。

(3）措置簿を印刷した場合においては、当該措置簿の
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｜表記される。また、

「備考2J欄には、「措置状況J欄の「備考」に入力した内容が表示される。

3 要監理事業場台帳
要監理事業場台帳は、システムにより是E状況等を中期的に監理することを目的と
して、必要に応じて各署で活用できるものである。要監理事業場台帳を活用する場合

には、次の事項に留意するとと。

(1) 登録の方法

要監理事業場台帳への登録に先立つて、要監理事業場移行伺を登録する必要があ

る。要監理事業場移行伺に登録後、所要の操作を行うことで、当該要監理事業場移

行伺の情報が要監理事業場台帳に移行される。

ア 要監理事業場移行伺の登録
要監理事業場台帳において監理する事業場に係る法違反について、基準システ

ムの画面上において当該事業場の「監督結果等情報J又は「監督復命書」画面よ
り、「要監理事業場移行伺j画面を表示させ、必要項目を入力した上で登録する。

イ 要監理事業場移行伺の決裁

登録した要監理事業場移行伺は、ファイル出力の上、印刷して署長の決裁を受

ける。

ウ 要監理事業場台帳の登録
(7) 要監理事業場台帳に移行する「要監理事業場移行伺」画面を表示し、「署長

決裁」欄を選択し、入力した上で登録するにれにより、当該情報が要監理事

業場台帳に移行される。）。

（イ） 要監理事業場台帳に移行後、是正督促を行った場合などにおいては、「要理

事業場台帳」画面を表示し、是正状況等の必要項目を入力した上で登録する。

エ要監理事業場台帳の決裁

要監理事業場台帳に係る米是正条文について、すべて是正が確認された場合は、

要監理事業場台帳をファイノレ出力の上、印刷して署長の決裁を受ける。

(2) 入力項目

入力項目、入力契機等については、（参考）に示すとおりである。

4 監督復命書整理簿情報

「監督復命書整理簿」は、監督復命書の監督年月日順、整理番号順に整理簿を自動

的に作成するシステムであり、必要に応じて活用すること。

なお、「監督官氏名J欄には、 1(6）イ（イ）で入力した監督官氏名が印字される。

5 一般労働条件関係情報

(1) 預金管理状況報告情報

ア 「預金管理状況報告」（帳票種別番号 80201、80202) （以下「預金管理状況報
告Jという。）が提出されたときは、所定の帳票であること、必要記載事項の記
入がなされていること、判読できない項目がないこと等を確認した上で受理する。

特に、「区分」欄について「1Jは対象事業場が本社の場合に限って記載されて
いること、「預金の種類J欄については預金の名目にかかわらずその実態に応じ
て分類されていること及び「預金額J欄については千円単位で記載されているこ
とを確認すること。

なお、預金管理状況報告を受理した場合には、受付印欄に暑の受付印を欄から
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はみ出さないよう押印する。

イ 労働保険番号が付与されていない事業場の場合には、仮番号又は独自番号を付

与し、預金管理状況報告に当該番号を記入した上、入力すること（仮番号及び独

自番号の付与方法は、第1の1の（4）のアの（イ）参照のこと）。
ウ 「職員記入J欄
(7) 「事業場の業種」欄

労働基準局報告例規基準業種分類表の中分類までを記入する。

例えば、食料品製造業であれば「0101J と記入する。

（イ） 「企業の業種」欄

「区分」欄が「1」の場合に、労働基準局報告例規基準業種分類表の中分類
までを「事業場の業種」欄と同様の方法で記入するが、本社事業場の業種を記

載するのではなく、企業全体の業務内容から判断して記載するため、必ずしも

事業場の業種と一致しないこともあるので留意すること。

エ 預金管理状況報告の入力は、対象年度の翌年度5月 25日（同日が閉庁日に当
たるときは産前の開庁日まで。以下同じ。）までに行うこととし、その入力結果

は、 6月の第1開庁日に速報として集計結果の内容の確認が各局署ごとにシステ
ム上で可能となるので、その速報結果の内容を確認して誤りがあれば6月 25日

までに修正等を行うこと。

なお、提出された預金管理状況報告のうち、当該年度当初の預金額が「0」で
あり、年度中の預金の受入れがない場合については、報告の義務がないことから、

基準システムへの登録は行わないこと。

オーの事業場から提出された「預金管理状況報告Jにおいて、総ページ数が9枚
を超える場合については、総ページ数を「9」と修正した上で9枚固までの情報

を一度登録し、その後 10枚目以降の情報を登録する。

なお、 10枚目以降の情報は、当該事業場における預金管理状況報告情報を検

索し、 1事業場ごとに「続紙情報jとしてキーボードから更新して登録すること。
カ 預金管理状況報告の管理項目は、別表8に示すとおりである。

(2) 労働条件関係情報

監督指導等の業務において労働条件関係情報により管理される項目について新

たな情報を把握した場合には、必要に応じて事業場基本情報画面の業務選択メニュ

ーの「労働条件関係情報Jを選択して当該情報を入力する。

6 企業全体情報

企業全体情報は、同一企業内の最上位の事業場から最下位の事業場までを一括して

管理し、企業全体として把握することによって効率的な行政指導を行うこと等に資

するものである。基準システムでは、事業場基本情報の作成単位を第1の1の（2)

に示すように原則として事業場単位としているが、同一企業内における個々の事業

場基本情報を相対的に上位又は下位と関連付けることにより企業全体情報の把握を

可能とするものである。

企業全体情報の関連付け登録等に当たっては、次の事項に留意すること。

(1) 関連付け登録

監督指導等により当該監督指導等を行った事業場（遷移元事業場）の上位文は下

位の事業場を把握した場合に、これらの事業場の事業場基本情報を当該監督指導等

を行った事業場の事業場基本情報に関連付けて登録する。

なお、全国的に展開している企業の支店、工場、営業所等に監督指導を行った場
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合は、必ず該当するものであり、もれなく登録すること。
登録にあたっては、次の順によること。

ア 原則として、「企業の組織系統に従い、直近上位の事業場に関連付け登録を行

う方法」によること。

イ 直近上位の事業場が本社等事業場ではなく、かっ、当該上位事業揚が本社等事
業場まで関連付けられていない場合は、「本社等事業場と関連付けられた、より
上位の事業場に関連付け登録を行う方法jによること。

ウ さらに、本社等事業場と関連付けられた、より上位の事業場がない場合又は不
明の場合は、「直接本社等事業場に関連付け登録を行う方法Jによること。

(2) 検索

「企業全体情報一検索」画面において、「管轄局署J欄を空欄にするととにより、
当該企業の配下に関連付けられた事業場の企業全体情報を表示させ、ファイル出力

することにより当該情報を活用することができる。また、「管轄局署」欄を絞るこ
とにより特定の範囲内での企業全体情報を表示させ、ファイル出力し、当該情報を
活用することができる。

(3) 関連付けの修正

企業内における本社機能の移転等により、登録された同一企業内の最上位の事業
場（以下「旧最上位事業場」という。）を他の事業場に修正する必要が生じた場合
は、新たに把握した最上位とすべき事業場を旧最上位事業場の上位として関連付け
て登録する。

第3 監督指導計画作成支援システム
監督指導計画作成支援システムは、「監督指導計画」と「月別監督指導計画及び実
績表Jをシステムで管理することにより、業務の効率化に資するものである。

1 情報入力の契機等

(1) 年間計画の件数・業務量については、監督計画（案）の作成時及び同計画の局と

の調整後に、監督指導計画作成支援メニュー画面から「来年度計画登録」を選択し、
毎年2月の第1開庁日から3月の最終開庁日までの聞に「監督指導計画表」に登録
する。

登録は、「監督指導計画表」画面を表示させ、定期監督に係る入力にあっては「定
監入力」、定期監督以外の庁外活動業務に係る入力にあっては「定監外入力Jを選
択し、必要項目を入力した上で行う。入力項目、入力契機等は別表 25に示すとお
りである。

なお、「監督重点対象」については、局でシステム設定を行うことによって、「監
督指導計画表Jに自動入力される。
また、当初計画を変更する場合には、局との調整後に、監督指導計画作成支援メ
ニュー画面から「今年度計画登録」を選択し、変更処理をする。

なお、「今年度計画登録jの処理ができるのは、毎年4月の第1開庁日から翌年
2月の最終関庁日までの聞であるので留意すること。

(2）「月別監督指導計画及び実績表Jのうちの計画部分である月別の監督指導計画は、
これを策定した上で登録する。

なお、「監督指導計画表」を登録すると「月別監督指導計画及び実績表Jの「年
間計画」欄は各月の合計数が自動的に入力される。また、局で「監督重点対象Jを
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システム設定すれば、自動的に「月別監督指導計画及び実績表jにも監督重点対象

が入力される。
登録は、（1）において「監督指導計画表jを登録した後に表示される次のアない

しエついて、庁外活動業務の種類に応じて画面を選択し、必要項目を入力した上で
行う。入力項目、入力契機等は別表2'6に示すとおりである。
ア 「月別監督指導（その2）登録j画面

定期監督に係る月別の計画登録を行う場合に、「計画入力Jを選択し、入力する。
イ 「月別監督指導（その1）登録J画面
災害時監督、災害調査、申告監督、司法警察事務、調査、及び検査に係る月別の
計画主主録を行う場合に、「計画入力Jを選択し、入力する。
ウ 「月別監督指導（その5）登録J商面
集団指導に係る月別の計画登録を行う場合に、「計画入力」を選択し、入力する。
エ 「月別監督指導（その6）登録」画面

その他の庁外活動業務に係る月別の計画登録を行う場合に、「計画入力」を選択
し、入力する。

(3）「月別監督指導計画及び実績表」のうちの実績部分である月別の監督指導実績は、
毎月の集計時に登録する。

登録は、「監替指導計画作成支援」メニューから「監督実績登録」を選択した後

に表示される次のアないしエついて、庁外活動業務の種類に応じて画面を選択し、
必要項目を入力した上で行う。必要項目を入力した上で行う。入力項目、入力契機
等は別表27に示すとおりである。

なお、監督、司法の件数の実績は、監督結果等情報、司法事件情報が登録された
ときに自動的に「月別監督指導計画及び実績表Jに入力される。
ア 「月別監督指導（その2）登録J画面
定期監督に係る該当月の実績登録を行う場合に、「実績入力Jを選択し、入力
する。
イ 「月別監督指導（その1）登録J画面
災害時監督、災害調査、申告監督、司法警察事務、調査、及び検査の該当月の
実績登録を行う場合に、「実績入力Jを選択し、入力する。
ウ 「月別監督指導（その5)J画面

集団指導に係る該当月の実績登録を行う場合に、「実績入力Jを選択し、入力
する。

エ 「月別監督指導（その6）」画面

その他の庁外活動業務に係る該当月の実績登録を行う場合に、「実績入力Jを
選択し、入力する。

2 定期報告（監402「監督指導業務及び措置状況等報告」（その1) ) 

監督指導計画作成支援メニュー画面から「定期報告Jを選択し、次の事項を入力す
れば、定期報告（監402「監督指導業務及び措置状況等報告J（その 1））の作成及び
送付をシステムで行うことができる。

(1) 上記1の処理を行うことにより、定期報告（監402「監督指導業務及び措置状況
等報告」（その 1））が報告可能となる。
(2）本省又は局に報告済みの定期報告を修正する場合には、当該報告を修正したい旨

のりん伺を、局にあっては本省、暑にあっては局に対して行い、承認を受け、定期
報告の取消処理をしてもらった上で修Eする。
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3 定期報告（監402「監督指導業務及び措置状況等報告」（その1) ）報告期限
本システムを利用した局から本省への報告期限は、労働基準局報告例規に示すとお

り毎年1月のシステム最終開庁日とし、内容について決裁を受けた後に送付するこ
ととする。

第4 その他
1 入力の確認及び帳票の取扱い
(1) 入力の確認

各種の情報の入カに当たっては、登録をすることによって情報が確定するもので

あることから、登録時には、正確な入力がなされていることを確認すること。
特に、監督指導結果については、監督復命書として署長の決裁を受けることとな
るので、監督復命書を印刷した際に正確な情報が入力されていることを確認するこ

と。

(2) 帳票の取扱い

報告書等の帳票の保存については、各局において定める文書管理規程による。

2 情報の活用

監督・安全衛生業務の実施、業務計画の策定等に当たり、登録した情報を有効に活
用すること。

第5 司法事件情報管理システム
1 司法事件情報管理システムの概要
本システムは、各署で司法事件を送致（付）した場合及び当該事件に係る処分結果

を把握した場合に、当該司法事件に係る一定の情報（以下「司法事件情報jという。）

を登録・管理するとともに、集積された司法事件情報の中から送検法条項、キーワ
ード（「労災かくし」等のあらかじめ定められた事件の特徴を示す特定の用語）、フ
リーワード（事件の概要等に記載された「労働時間j、「プレス機械J等の特定の用
語）等で事案を検索し、それを業務の参考とすることにより、司法処理業務の効率
化に資するものである。

2 司法事件情報の登録に係る事務処理の要領
(1) 登録の種類

登録の種類は、「司法事件情報新規登録J、「処分結果登録J及び「仮登録情報検
索・登録」の3種類とし、それぞれ次の場合に登録を行う。
ア 「司法事件情報新規登録Jについては、司法事件を送致（付）した場合に行う。
入力を中断する場合には、当該中断時までに入力した内容を仮登録しておくこと
が可能である。

イ 「処分結果登録jは、送致（付）した被疑者ごとに、検察庁からの通知等によ
り、検察官処分結果、確定判決の内容及び当該判決が行われた裁判所の種類を把

握した場合に行う。

ウ 「仮登録情報検索・登録jについては、中断時までの仮登録の内容を検索し、
未入力の項目のうち、必要な項目について追加入力をした上で、登録を行う。
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(2) 登録の方法及び入力事項

「司法事件情報メニュー」画面から、登録の種類を選択し、「司法事件情報」画

面を表示させ、必要項目を入力しだ上で、登録を行う。

入カ項目、入力契機は別表9に示すとおりである。同別表中「入力契機」欄にO
印が付されたものについては、登録時に入力が必須となる項目（入カがない場合に

は、登録自体が不可となる項目）、ム印が付されたものについては、登録する司法
事件の内容により、該当がある場合は必ず入力することを要する項目、ー印が付さ

れたものについては、入力が自動的に行われる項目、×印が付されたものについて
は、登録の種類により、入力が不可となる項目である。

入力作業を中断する場合は「事件発生年月日J及び「送検年月日」欄に入力すれ
ば、それまでに入力した内容の仮登録が可能となる。

なお、司法事件情報の詳細な登録処理方法については、「労働基準行政情報シス
テム機械処理手引J（監督関連編）の「PART7 司法事件情報の管理」による。

(3) 登録した情報の修正・追加

追送致（付）を行った場合、登録内容に誤りを認めた場合等については、当該司
法事件情報を検索した上で、適宜修正・追加を行う。

(4) 登録及び決裁

司法事件情報は、送致（付）後、速やかに新規の登録を行うとともに、司法事件
詳細情報として印刷し、決裁を受ける。

また、処分結果登録は検察庁からの通知等により、処分結果等を把握した都度、
処分結果登録を行うとともに、司法事件詳細情報として印刷し、決裁を受ける。

3 司法事件情報の登録及び登録に当たっての事業場区分の決定等

司法事件情報は、送致（付）の都度、実行行為者が所属する事業場ごとに登録する。
したがって、事件の端緒が同じで、あっても、事業場が異なる場合（元請事業者と下

誇事業者を送致（付）した場合等）には、それぞれ別件として登録する。ただし、共
犯等として事業場外の第三者を併せて送致（付）する場合には、事業場の事業場区分
を決定した上で、各項目の入力を開始すること。

(1) 労基法上の事業場（下請事業者を除く。）又は委託者を送致（付）した場合には、

当該事業場又は委託者の事業場基本情報を検索した上で、「司法事件登録対象確認」

画面に表示される事業場区分のうち、主眼とする送検法条項が家労法以外の場合に

は「当該事業」を、主眼とする送検法条項が家労法の場合には「委託者Jをそれぞ
れ選択し、入力を開始する（送致（付）する事業場又は委託者の事業場基本情報が
笠録されていない場合には、当該事業場について新たに事業場基本情報を登録した

上で、事業場区分を選択し、入力を開始する）。

(2) 下誇事業者を送致（付）した場合には、元請事業者の事業場基本情報を検索した
上で、「司法事件登録対象確認J画面に表示される事業場区分のうちの「下請事業」
を選択することによって、当該下請事業者の下請情報を検索し、入力を開始する（送

致（付）する下請事業者の下請情報が登録されていない場合には、当該下請事業者
について新たに下請情報を登録した上で、入力を開始する。）。
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(3) 自署管内に所在地を有しない事業場に係る事件（出張作業等を契機とした災害等

に係る事件）を送致（付）した場合には、災害発生地の住所を所在地とした事業場
基本情報を新たに作成し、これに司法事件情報を登録した後、当該事業場の廃止処

理を行うこと。
なお、この場合の事業場基本情報の「労働者数J欄には、当該出張作業等に従事
していた労働者数ではなく、当該事業場の労働者数を登録すること。

4 各項目の入力に当たっての留意事項
(1) 「事件発生年月日」欄

送致（付）の対象となった被疑事実があった年月日（複数日にわたる場合はその
最終日）を入力する。

(2) 「送検年月日』欄

送致（付）した年月日を入力する。

なお、追送致（付）した場合には、当初の送致（付）年月日を変更する必要はな
し、。

(3) 「実行行為者所属事業場Jタブ画面（「実行行為者が所属する事業場J欄）
「事業場名（カナ）」、「事業場名（漢字）J、「労働者J、「所在地」、「業種」及び「労
働保険番号」の各欄には、事業場基本情報及び事業場情報の内容が、それぞれあら
かじめ表示される。

また、事業場区分が「下請事業」の場合には、「事業場種別」欄の「下請j項目
にあらかじめ表示がなされるほか、「事業場名（カナ）J、「事業場名（漢字）J、「労
働者数」、「所在地J及び「業種jの各欄には下請情報の内容が、「元請事業場名（カ
ナ）」、「元誇事業場名（漢字）」及び「労働保険番号」の各欄には元請事業場名、元

請事業場の労働保険番号がそれぞれあらかじめ表示される。
事業場区分が「委託者」の場合には、「事業場種別J欄の「委託」項目にあらか
じめ表示がされるほか、「事業場名（カナ）」、「事業場名（漢字）J、「労働者数j、「所

在地」、「業種」及び「労働保険番号Jの各欄には、事業場基本情報及び委託者情報
の内容があらかじめ表示される。

(4) 「送検法条項等』タブ画面

ア 「送検法条項Jタブ画面
「法J、「令」及び「則」の各欄には、被疑事実ごとに送検法条項を、画面に表
示される法条項の中から選択し、入力する（この場合、最初に入力した法条項が

自動的に主眼とする送検法条項として設定される。）。罰条及び両罰規定の法条項
については、入力しない。

なお、派遣法が適用になる場合には、労働基準関係法令条項の他に「派遣法J
欄に適用となる派遣法条項を選択し、入力する。

イ 「送検事由Jタブ画面
(T) 「送検事由」欄
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を選択し、入力を行う。

（イ） 「起因物」、「事故の型J欄
司法事件の端緒が労働災害である場合、函面に表示される起因物及び事故の
型の中から該当するものを選択し、入力する。
（ウ） 「捜査種類」欄

「令状逮捕J、「現行犯逮捕」、「差押J、「捜索j及び「検証Jのうちで該当す
るものの欄に、その件数を入力する。

ウ 「キーワード」タブ画面
画面に表示されたキーワードの中から該当するものすべてを選択し、入力する。

また、キーワードの内容のいずれにも当てはならない事案については、「該当
なし」を選択し、入力する。

(5) 「処分対象等」タブ画面

ア 「法人等両罰」欄
両罰規定の対象となる法人等について、「法人名等（カナ）J、「法人名等（漢字）J、
「本社所在地」欄にそれぞれ入力する。
また、「店社コードJ欄には、両罰規定の対象となる法人等が、別表 11の「店
社コード表」の建設店社に該当する場合には、当該建設店社のコードを選択し、
入力する。
イ 「実行行為者」欄

「実行行為者の職名J欄には、当該司法事件に係るすべての実行行為者につき、
その職名を入力する。

また、共犯等として事業場外の第三者を併せて送致（付）した場合には、「事
業場外第三者j等、事業場外の第三者である旨入力する。

(6) 「あらまし・事件概要」タブ画面

「あらましJ欄には、 40字以内で事件を題目的に表現して入力する。
例えば、「倒産により 35人の労働者に対して合計500万円の退職金が未払いとな

った事件J、「両手操作式安全装置の不作動により発生したポジティブクラッチ式プ
レス機械災害事件」等として入力すること。また、事案を公表した場合は、末尾等
に「公表」と入力すること。

「事件の概要」欄には、犯罪事実の概要を入力し、さらに、次の事項等を適宜入
力する。

①事件の端緒、被害の程度、発生原因等
②建設業にあっては工事の名称、等

③刑法総則を適用した場合にあっては、その内容なお、あらまし及び事件の概

要を入力する場合において、既に登録あるいは仮登録済みの他の司法事件情報
のあらまし及び事件の概要を複写することが可能である。

(7) 「処分結果等」タブ画面

ア 「法人等両罰J欄
「法人等名」欄及び「処分対象等」タブ画面の「法人等」欄に登録した内容が
あらかじめ表示される。

「処分結果J欄には、「最終裁判所の種類J欄については、画面に表示される
もののうちから、いずれかを選択し、入力するとともに、「確定した罰金J欄に、i

罰金額を入力する（処分結果欄には、あらかじめ「検察官処分未済」との表示が
なされている。）。
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イ 「実行行為者」欄

「実行行為者職名」欄には、「処分対象等」タブ画面の「実行行為者の職名」

欄に登録した内容があらかじめ表示される。

実行行為者が複数の場合には、各実行行為者ごとに、上記の初期表示されたも
ののうちから職名を選択した上、「処分結果」、「最終裁判所の種類」及び「確定

した罰金」欄に、法人等と同様に入力するとともに、「確定した刑期」欄に刑期
を入力する（処分結果欄には、あらかじめ「検察官処分未済Jとの表示がなされ
ている。）。

第6 申告情報管理システム
申告情報管理システムは、受理した申告を申告情報として管理することにより、申
告処理の的確な進行管理や、問題業種等の的確な分析を行うことができるなど、効果
的な業務運営に資するものである。

また、定期報告（監401「申告処理状況報告」、監406「賃金不払事件、貯蓄金返還

不能事件及び工賃不払事件処理状況報告」）に係る情報を申告情報の登録時に併せて
入力することにより、報告内容を自動で集計できる等業務の効率化に資するものであ

る。

1 受理時の申告情報
(1) 申告情報の堂録

申告を受理した場合には、申告情報を申告処理台帳に入力し、事業場基本情報と
の関連付け（下記（4）参照）を行った上で登録する。
入力項目、入力契機等は別表 13に示すとおりである。

(2) 申告情報の登録に当たって留意すべき事項

ア 申告処理台帳の台帳番号
台帳番号は、申告処理台帳を登録した順に、年度別の一連番号として自動的に
採番され入力される。

なお、申告処理台帳の削除処理を行った場合には、当該台帳の台帳番号は欠番
となる（下記エ参照）。

イ 相談情報（下記第8相談情報管理システム参照）を基にした申告情報の登録
相談情報を基に申告情報を登録する場合には、「相談情報」画面から「申告」

を選択することにより、相談情報の項目のうち、別表 14に掲げるものが申告情

報として申告処理台帳の該当項目に自動的に入力されるので、その内容を確認し、
必要に応じて修正・追加した上で行う。
ウ 申告者が複数の場合の申告情報の登録

申告者が複数の場合で、同一事案として処理するときは、「申告者情報Jタブ
画面の「複数名による申告」欄を選択し、申告者数を入力した上で、申告処理台

帳を登録する。その後、「別紙入力」を選択し、「申告処理台帳別紙Jに申告者の
必要な情報を入力し、登録する。
エ 申告情報の修正及び削除

申告情報を修正する場合には、「更新Jを選択し、修正入力した上で登録する。
また、一事案における申告情報全体を取り消す場合には、「データ」メニュー

の「削除Jを選択し、申告処理台帳の削除処理を行う。

(3) 申告情報の入力に当たって留意すべき事項

-20 -



ア 「申告処理台帳ー登録J画面
(/) 「申告者氏名（カナ）」及び「申告者氏名（漢字）」欄

申告者の氏名を入力する。

なお、入力は「申告者氏名（漢字）J欄で行い、当該欄の入力に伴い自動的
に入力される「申告者氏名（カナ）」欄に誤りがないかを確認し、必要に応じ

て修正する。
おって、申告者が複数の場合は、上記（2）ウにより入力する。

（イ） 「申告者電話番号j欄

申告者の電話番号を入力する。連絡先として使用する電話番号が複数の場合
には、「申告の内容J欄にその旨が分かるよう入力する。
（ウ） 「申告者住所J欄
「所在地ダイアログ」画面より、申告者の住所を入力する。

（エ） 「事業場の名称（カナ）J及び「事業場の名称（漢字）J欄
事業及び事業場の名称を入力する。

事業と事業場の名称との聞は2＂ス空ける（例えば、「 00会社一一 00工
場」）。
なお、入力は「事業場の名称（漢字）J欄で行い、当該欄の入力に伴い自動
的に入力される「事業場の名称（カナ）」欄に誤りがないかを確認し、必要に

応じて修正する。
（オ） 「事業場所在地」欄

「所在地ダイアログJ画面より、事業場の所在地を入力する。
（カ） 「事業場電話番号J欄
事業場の電話番号を入力する。複数の電話番号を把握した場合には、「申告
の内容J欄にその旨が分かるよう入力する。
イ 「台帳情報Jタブ画面
(7) 「受理年月日J欄
「日付入力ダイアログJ画面より、申告を受理した年月日を入力する。

（イ） 「受付者氏名j及び「担当者氏名J欄
それぞれ2名分の氏名が入力できる。なお、印刷した申告処理台帳に氏名を
記入することでも足りる。

ウ 「申告者情報」タブ画面
(7) 「申告者の氏名を明らかにすること」欄

「諾」又は「否」のいずれかの項目を選択し、入力する。ただし、申告者が

複数の場合で、申告者により諾否が異なる場合には「否」を選択し入力した上
で、「申告処理台帳別紙」に申告者ごとの諾否が明らかとなるよう入力する。

（イ） 「労働者の種別J欄
申告者に係る労働者の種別を選択し、入力する。なお、複数の種別に該当す

る場合には、「自動車運転者」、「技能実習生」、「不法就労者J、「外国人労働者
（技能実習生を除く）」、「障がい者である労働者」、「介護労働者」、「年少者J、
及び「出稼労働者」の優先順位で選択し、入力する。

（ウ） 「申告の経緯」欄

「口頭」又は「文書Jのいずれかの項目を選択し、入力する。なお、申告情
報の移送を受けた署における処理については、下記4 (2）アによる。
（エ） 「倒産による賃金未払j及び「認定申請期限年月日」欄

賃金未払の申告事案として受理したもののうち、未払賃金立替払制度の対象

となることが予想される場合には、「倒産による賃金未払」欄を選択し、「認定

申請期限年月日」欄に認定申請の期限となる年月日を「日付入力ダイアログJ
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画面より入力する。
エ 「被申告者情報」タブ画面
(7) 「事業の種類」欄

労働基準局報告例規基準業種分類表の小分類までを選択し、入力する。
（イ） 「申告事項」欄

主要な申告事項について、例えば、「賃金不払い」など、その内容が明らか
になるよう入力する。

オ 「違反条文Jタブ画面
(7) 「違反有J欄、「違反無」欄
申告監督を実施した結果、申告事項に関し違反が認められた場合は、「違
反有」欄に入力、認められなかった場合は、「違反無J欄に入力する。
（イ） 「監督実施年月日」欄
被申告事業場に対する初回の監督実施年月日を入力する。

カ 「申告の内容」タブ画面
(7) 「申告の内容」欄

申告の内容を入力する。
個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第4条に基づく個別労働関係
紛争（労働条件に係るものに限る。）について、都道府県労働局長による助言・

指導を申し出ている場合には、その個別労働関係紛争の概要を「申告の内容j
欄内に簡潔に入力する。
なお、 16行（800字）までしか入カできないため、 16行を超えて入力を行う

場合は、一度申告処理台帳を登録した後、「別紙入力Jを選択し、申告内容の
続きを入力する。

（イ） 「出稼労働者賃金不払事案J及び「派遣労働者賃金不払事案」欄
申告が出稼労働者及び派遣労働者に係る賃金不払事案の場合には、いずれか
の欄を選択し、入力する。

なお、「出稼労働者賃金不払事案」を選択した場合には、定期報告（監 406
「賃金不払事件、貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状況報告J）の第

2表、第3表及び第4表の3号建設業「（出稼労働者関係）」欄に計上される。
（ウ） 「家内労働事案J欄
申告が家内労働事案の場合には、選択し、入力する。

（エ） 「公益通報J欄
申告が公益通報事案の場合には、選択し、入力する。

(4) 事業場基本情報との関連付け

申告処理台帳を登録する前に、「申告処理台帳ー登録」画面上の「被申告者情報J
タブ画面にある「事業場情報関連付けjを選択し、表示された「事業場基本情報一
検索／一覧」画面から該当する事業場基本情報を選択（該当情報がない場合は新た

に事業場基本情報を作成すること。）することにより、関連付けを行う。

ただし、申告を受理した暑の管内に被申告事業場が存在しない場合に、これを申
告として受理し、移送するときは、移送を受けた署において事業場基本情報との関

連付けを行う。

2 処理中の申告情報
(1) 申告処理の着手

申告処理に着手した場合には、「台帳情報Jタブ画面にある「処理着手年月日」欄
に着手した年月日を入力する。また、受理時に印刷した申告処理台帳の「処理着手J
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欄に年月日を記入する。

(2) 申告処理経過の入力

「申告処理台帳ー登録J画面上の「続紙入力」を選択し、「申告処理台帳続紙一登
録」画面を表示させた上で、「処理経過j欄に処理経過を入力し、これを印刷し適時

復命する。
復命を行った後は、改頁を行った上で処理経過の入力を行うなどして、復命を行

った処理経過の範囲が明らかとなるようにする。

なお、申告監督を実施した場合には、監督結果等情報を登録する。

(3) 違反条文の入力に当たって留意すべき事項

申告事項に関し違反があった場合には、「申告処理台帳ー登録J画面上の「違反条
文」タブ画面を表示させ、違反条文の入力を行う。また、受理時に印刷した申告処
理台帳の「違反条文J欄に違反条文を記入するとともに、「違反有」欄にレ印を記入
する。申告事項に関し違反が無かった場合は、「違反無J欄にレ印を記入する。

3 完結時の申告情報

申告処理が完結した場合には、「申告処理台帳ー登録j画面上の「台帳情報Jタブ
画面を表示させ、「完結年月日」欄に完結年月日を入力する。
また、「台帳情報」タブ画面の「完結区分」欄から「解決」、「司法J、「立替払」、「移
送」又は「その他」のいずれかの項目を選択し、入力する。なお、複数の完結区分に

該当する場合には、「解決」、「司法J、「立替払J、「その他J及び「移送Jの優先順位
で選択し、入力する。また、受理時に印刷した申告処理台帳の「完結」欄及び「完結
区分」欄に、その旨を記入する。

4 移送時の申告情報
(1) 申告情報の移送処理に当たって留意すべき事項

ア移送処理

事案を移送する場合には、申告処理台帳の「移送情報Jタブ画面の「移送Jを
選択し、必要な項目を入力し、登録の上、「データjメニューの「移送」を選択
することにより、移送する。なお、当該移送処理を行うことで、自動的に「通達・

事務連絡システム」により移送先暑に別紙3による通知がなされる。
おって、実施した監督復命書の写等申告処理に必要な資料であって本システム

により移送できないものについては、移送先署へ郵送等により送付する。
また、移送時には、移送先署に対して電話等により確実に伝達する。

移送処理を行うことにより、自動的に事業場基本情報との関連付けが解除され

る。
イ 申告処理台帳付表の入iカ
建設業関係及び派遣労働者に係る賃金不払事案を移送する場合には、「申告処
理台帳付表」を作成する必要があるため、申告処理台帳登録後、上記アによる処

理の前までの間に、申告処理台帳の「付表入力」を選択し、申告処理台帳付表の

必要項目を入力し、登録する。入力項目、入力契機等は別表 15に示すとおりで
ある。

なお、申告処理台帳付表を登録した後は、「移送情報Jタブ画面にある「付表
の有無」欄には「有」と表示される。

(2) 申告情報の移送を受けた場合に留意すべき事項
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ア移送を受けた申告情報の登録
申告情報の移送の通知を受けた後、「移送情報検索／一覧J画面を表示させ、
移送を受けた申告情報を検索し、事業場基本情報との関連付け（上記1 (4）参

照）を行った上で、申告処理台帳を登録する。なお、登録の際、「申告者情報」
タブ画面の「申告の経緯」欄は「移送jを選択し、入力する。

イ 移送事案の申告処理台帳続紙の入力

移送元署と移送先署での処理経過が明らかとなるよう、申告処理台帳続紙につ
いては、改頁を行った上で処理経過の入力を行う。

5 申告処理状況報告（監401）の集計処理、報告

定期報告（監 401 「申告処理状況報告」様式第1号、様式第2号、様式第3号）
については、「申告処理台帳ー登録」画面の「申告処理状況Jタブ画面を表示させた
上、各項目を入力し登録することにより、定期報告作成時に自動で集計される。
「申告処理状況Jタブ画面の「主要事項別申告事項」欄は、申告を受理した際に
速やかに選択し、入力する。

また、「主要事項別違反事項」欄は、入力した主要事項別申告事項に違反が認めら
れた場合に、速やかに選択し、入力する。
なお、暑から局、局から本省への報告については、報告例規（定期報告）システ

ムにより別途報告を行う。

6 賃金不払事件、貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状況報告（監406）の集
計処理、報告

定期報告（監 406「賃金不払事件、貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状
況報告J第l表、第2表、第3表、第4表、第5表）については、「申告処理台帳一
登録J画面の「不払等情報Jタブ画面を表示させた上、各項目を入力し登録するこ
とにより、定期報告作成日寺に自動で集計される。

なお、移送事案については、移送先署で登録し、移送元署では登録しない。
署から局、局から本省への報告については、報告例規（定期報告）システムによ
り別途報告を行う。

7 その他
(1) 申告情報の検索

申告処理台帳に登録した以下の項目（複数選択可）を検索条件として、申告情報

を検索することが可能であるので、必要に応じて活用する。
－管轄局署（本省・局のみ）

－完結区分
・対象年度

・申告処理台帳番号
．申告受理年月日

・申告者氏名

－認定申請期限年月日
．就労形態

・労働者の種別

・申告事案別（出稼・派遣・家内労働・公益通報）
．関連事業場キー

・事業場名（カナ）
・事業場名（漢字）
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－事業場所在地

・代表者職氏名
．業種

・申告事項（検索条件は3項目まで入力可能）
．違反条文

・申告処理状況

．不払等情報

・受付者氏名

．担当者氏名

(2) 申告処理台帳索引簿の出力

当該年度を検索条件として検索し、「索引簿出力Jを選択することにより、申告処
理台帳索引簿（様式第 13号）の項目を満たしている「申告処理台帳索引簿」が出カ

されるので、活用する。

(3) 申告処理台帳の出力

申告処理台帳（様式第 10号）の下欄外の記述については、本システムにおいては

表示・印字されない。

第7 未払賃金立替払情報管理システム
未払賃金立替払情報管理システムは、認定申請情報、確認申請情報、移送・調査依

頼情報を管理することにより、的確な進行管理や認定復命書等の作成、調査依頼を行

うことができるなど、業務の効率化に資するものである。

1 受付時の認定申請情報
(1) 認定申請情報の登録

認定申請書を受付した場合には、認定申請情報を入力し、申告情報又は事業場基

本情報との関連付け（下記（4）参照）を行った上で登録する。

入力項目、入力契機等は、別表 16に示すとおりである。

(2) 認定申請情報の登録に当たって留意すべき事項

ア認定及び確認、台帳の台帳番号

台帳番号は、認定申請情報を登録した順に、年度別の一連番号として自動的に

採番され入力される。

なお、認定申請情報の削除処理を行った場合には、当該情報に係る台帳番号は

欠番となる（下記ウ参照）。

イ 申告情報（上記第6申告情報管理システム参照）を基にした認定申請情報の登
録

申告情報を基に認定申請情報を登録する場合には、「申告処理台帳ー登録J画
面から「業務選択Jメニューの「認定申請」を選択することにより、申告情報の
項目のうち、別表 17に掲げるものが認定申請情報の「事業場情報jタブ画面の

該当項目に自動的に入力されるので、その内容を確認し、必要に応じて修正・追

加した上で行う。

ウ認定申請情報の修E及び削除
認定申請情報を修正する場合には、「更新」を選択し、修正入力した上で登録

する。
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また、一事案における認定申請情報全体を取り消す場合には、「データJメニ
ューの「削除jを選択し、認定申請情報の削除処理を行う。

(3) 認定申請情報の入力に当たって留意すべき事項

ア 「認定申請情報ー登録」画面
(7) 「申請書受付目」欄

「日付入力ダイアログJ画面より、認定申請書を受付した年月日を入力する。
（イ） 「申請者氏名（カナ）」及び「申請者氏名（漢字）」欄
申請者の氏名を入力する。

なお、入力は「申請者氏名（漢字）」欄で行い、当該欄の入力に伴い自動的
に入力される「申請者氏名（カナ）」欄に誤りがないかを確認し、必要に応じ

て修正する。

（ウ） 「申告番号」欄
申告情報と関連付けを行った場合に、申告番号が自動的に入力される（下記
(4）ア参照）。

（エ） 「申請者住所」欄
「所在地ダイアログ」画面より、申請者の住所を入力する。

（オ） 「申請者郵便番号J欄
申請者住所の郵便番号を入力する。

（カ） 「申請者電話番号J欄
申請者の電話番号を入力する。

（キ） 「本社名称（カナ）J及び「本社名称（漢字）」欄
事業場の本社の名称を入力する。
なお、入力は「本社名称（漢字）」欄で行い、当該欄の入力に伴い自動的に

入力される「本社名称（カナ）」欄に誤りがないかを確認し、必要に応じて修
正する。
（ク） 「本社住所J欄
「所在地ダイアログ」画面より、本社の所在地を入力する。

（ケ） 「本社郵便番号J欄
本社所在地の郵便番号を入力する。
（コ） 「本社電話番号J欄
本社の電話番号を入力する。

イ 「代表者情報」タブ画面

(7) 「代表者職氏名（カナ）J及び「代表者職氏名（漢字）J欄
代表者職氏名を入力する。
なお、入力は「代表者職氏名（漢字）J欄で行い、当該欄の入力に伴い自動

的に入力される「代表者職氏名（カナ）J欄に誤りがないかを確認し、必要に
応じて修正する。

（イ） 「代表者住所」欄

「所在地ダイアログJ画面より、代表者の住所を入力する。
（ウ） 「代表者郵便番号」欄

代表者住所の郵便番号を入力する。
（エ） 「代表者電話番号」欄

代表者の電話番号を入力する。
ウ 「事業場情報」タブ画面

(7) 「事業場名（カナ）J及び「事業場名（漢字）J欄
事業及び事業場の名称を入力する。
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事業と事業場の名称との聞は2＂＂ス空ける（例えば、 roo会社ー＿oo工場」）。
なお、入力は「事業場名（漢字）J欄で行い、当該欄の入力に伴い自動的に

入力される「事業場名（カナ）」欄に誤りがないかを確認し、必要に応じて修

正する。
おって、「事業場名（カナ）J及び「事業場名（漢字）」欄が本社情報と同じ

場合は、「本社情報と岡山を選択することにより自動的に入力される（以下
（イ）～（エ）も同じ。）。
（イ） 「事業場所在地」欄

「所在地ダイアログ」画面より、事業場の所在地を入力する。
（り） 「事業場郵便番号」欄

事業場所在地の郵便番号を入力する。
（エ） 「事業場電話番号」欄

事業場の電話番号を入力する。
エ 「詳細情報」タブ画面
(7) 「退職年月日」欄

「日付入力ダイアログ」画面より、申請者の退職年月日を入力する。
（イ） 「企業規模J欄
「日付入力ダイアログ」画面より、申請書を受付した日の1年前の年月日を
入力する。また、同日における資本金額、労働者数を入力する。
（ウ） 「事業活動の開始日」欄

「日付入力ダイアログ」画面より、事業活動の開始日を入力する。
（エ） 「事業活動の停止日』欄

「日付入力ダイアログ」画面より、事業活動の停止日を入力する。
（オ） 「未払賃金J欄
未払となっている賃金の種類に応じて、「退職手当」、「定期給与」を選択し、
定期給与を選択した場合は、未払となっている期間を入力する。
（カ） 「手形交換所取引停止処分日」欄

「日付入力ダイアログ」画面より、手形交換所取引停止処分日を入力する。
（キ） 「手形の不渡日J欄
「日付入力ダイアログ」画面より、手形の不渡日を入力する。

（ク） 「債権者会議等の開催J欄
債権者会議等が開催された又は開催予定の場合には、「開催された」又は「開
催予定」のいずれかを選択し、「日付入力ダイアログ、画面Jより、開催（予定）
日を入力する。

（ケ） 「事業主の行方不明日J欄
事業主が家族を残して行方不明となった場合には「家族を残してjを、家族

とともに行方不明となった場合には「家族を伴いJを選択した上で、「日付入
力ダイアログ画面」より、行方不明日を入力する。

オ 「支払能力Jタブ画面
(7) 「不動産及び不動産抵当権の状況J欄
事業主が所有している不動産及び不動産抵当権の状況を入力する。

9行（最大189文字）まで、入力することができる。
（イ） 「動産の状況」欄

事業主が所有している動産の状況を入力する。

9行（最大189文字）まで、入力することができる。

（ウ） 「売掛債権・預金・有価証券の状況J欄
事業主が所有している売掛債権・預金・有価証券の状況を入力する。
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9行（最大189文字）まで、入力することができる。

（エ） 「借り入れて賃金を支払える可能性の有無」欄

事業主が借り入れを行って賃金を支払える可能性の有無を入力する。

9行（最大 189文字）まで、入力することができる。

カ 「その他」タブ画面

(7) 「その他特記事項J欄
事業主の事業活動の停止の状況、再開の見込み及び賃金支払能力の有無に関

すること等について特記事項があれば入力する。

8行（最大296文字）まで、入力することができる。

（イ） 「裁判所の手続き」欄

破産手続開始の申立て等の状況に応じて、「申立て無し」又は「申立て有りJ
のいずれかの項目を選択し、入力する。

「申立て有り」を選択した場合には、手続が行われている裁判所名を入力し、

「申立種類」は、「破産手続開始」、「特別清算開始」、「再生手続開始J又は「更
生手続開始」のいずれかの項目を選択し、入力する。また、「日付入力ダイア

ログJ画面より、申立日を入力する。
キ 「添付資料・移送情報」タブ画面

「添付資料j欄は、認定申請とともに、添付資料が提出された場合には、該当

する添付資料を選択し（複数選択可）、入力する。「その他Jを選択した場合には、
添付資料名を入力する。

(4) 関係情報との関連付け
ア 申告情報との関連付け

認定申詩情報を登録する前に、「認定申請情報ー登録」画面上の「申告情報関

連付けJを選択し、表示された「申告情報ー検索／一覧J画面から該当する申告
情報を検索して選択した上で、関連付けを行う。

イ 事業場基本情報との関連付け

認定申請情報を登録する前に、「認定申請情報ー登録J画面上の「事業場情報」
タブ画面にある「事業場4情報関連付けJを選択し、表示された「事業場基本情報
ー検索／一覧J画面から該当する事業場基本情報を検索して選択（該当情報がな
い場合は新たに事業場基本情報を作成すること。）した上で、関連付けを行う。

ただし、認定申請書を受付した署lこおいて認定を行わない場合に、これを受付
し、移送するときは、移送を受けた署において事業場基本情報との関連付けを行

つ。
なお、 1 (2）イにより認定申請情報を登録する場合は、既に事業場基本情報

との関連付けがされている。

2 処理中の認定情報
(1) 処理経過の入力

認定に関する調査を行ったなどの場合には、「認定申請情報ー登録J画面から「処
理経過Jを選択し、「申告処理台帳続紙一登録」画面を表示させた上で、「処理経過J
欄に処理経過を入力し、これを印刷して適時復命する。

復命を行った後は、改頁を行った上で処理経過の入力を行うなどして、復命を行

った処理経過の範囲が明らかとなるようにする。

(2) 調査中に明らかになった認定事項の登録

認定に関する調査中に明らかになった事項については、随時認定復命書情報に登
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録する（下記3 (2）イ参照）。

(3) その他

ア照会文書について

「認定復命書登録J画面において、「印刷」メニューから「取引状況等」を
選択すると、金融機関への照会書例、金融機関からの回答書例を表示することが

できる。

イ 証明願について

「認定復命書一登録」画面において、「印刷」メニューから「証明願」を選択

すると、手形交換所に対する証明願の様式を表示することができる。

3 復命時の認定情報
(1) 認定復命書情報の登録

認定に関する調査が終了した場合には、「認定復命書登録j画面に、同調査で明

らかになった事項を、認定復命書情報として入力し、登録する。登録後、これを印

刷し、決裁を受ける。

入力項目、入力契機等は、別表 18に示すとおりである。

(2) 認定復命書情報の登録に当たって留意すべき事項

ア認定復命書情報の修正

認定復命書情報を修正する場合には、「更新」を選択し、修正入力した上で登

録する。

また、不認定とした処分を審査請求等の結果により認定する場合も、この方法

により修正する。この場合、その処理経過の入力を行うなどして、その経緯を明

らかにしておく。

イ 調査中における認定復命書情報の登録

認定に関する調査中に明らかになった事項については、随時入力し、登録する

ことができる。

また、「認定結果」タブ画面の「処分区分」欄に「認定Jと入力されている状
態で登録しようとする際に、必須入力項目に未入力がある等、その内容に確認す

べき事項がある場合には、「未払賃金立替払ー確認」画面に留意点が表示される

ので修正し、入力する。

ワ 認定調査中に認定申請の取下げがあった場合
認定調査途中に取下げがなされた場合には、その処理経過を入力し、「認定結

果タブ」画面の「処分区分J欄から「取下げ」を選択し、入力した上で、復命す
る。

エ認定決定を行わない場合の処理

破産手続開始の決定等がなされ、署において認定決定を行わないこととなった

場合には、「認定復命書一登録J画面の「処分結果Jタブ画面の「処分区分」を
「その他」に変更し、「通知書印刷」を選択すると、「認定申請に係る決定につい

て」が表示されるので、内容を確認し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。

(3) 認定復命書情報の入力に当たって留意すべき事項

下記に記載する以外の情報については、認定申請情報から自動的に入力される。

必要に応じて修正し、入力する。

ア 「復命書情報」タブ画面
(7) 「業種j欄
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事業の業種について、「一般産業」、「卸売業」、「サービス業j又は「小売業」
のいずれかの項目を選択し、入力する。

（イ） 「事業の内容」欄

事業の内容を具体的に入力する。
（ウ） 「規模」欄

「1～29人」、「30～299人」又は「300人以上」の中から選択し、入力する。
（エ） 「号別」欄
労働基準局報告例規基準業種分類表の大分類の番号を入力する。
（オ） 「基本情報Jタブ画面
a 「労働組合J欄
「有」又は「無jの項目を選択し、入力する。

b 「代表者の所在J欄
「明」又は「不明Jの項目を選択し、入力する。

（カ） 「本社状況Jタブ画面
a f未払労働者数」欄

賃金が未払となっている労働者数を入力する。
b 「未払賃金額J欄
未払となっている賃金額を概算し、「定期賃金j、「退職手当J、「その他」
ごとの金額を入力する。
c 「法律上の手続」欄

破産手続開始の申立て等の状況に応じて、「無」又は「有」の項目を選択
し、入力する。

「有」を選択した場合には、法的整理手続が行われている裁判所名及び支
部名を入力する。
また、破産手続の開始決定等がされた場合には、「決定日j欄に「日付入

力ダイアログ」画面より、決定日を入力する。
d 「解雇の係争」欄

裁判所又は労働委員会における解雇の係争について、「無J又は「有」の
項目を選択し、入力する。
「有Jを選択した場合には、係争されている裁判所名又は労働委員会名を
入力する。また、「日付入力ダイアログJ画面より、係争している事案の提
起日を入力し、関係労働者数を入力する。
e 「生産管理J欄
生産管理について、「有」又は「無」の項目を選択し、入力する。

f 「債権者委員会J欄
債権者委員会の開催について、「有（継続中）」、「有（終了）J又は「無」
の項目を選択し、入力する。

「有（継続中）J又は「有（終了）Jを選択した場合には、当該委員会の委
員長に係る「委員長氏名J、「電話番号」及び「住所Jを入力する。

イ 「支払能力Jタブ画面
(7) 「賃金支払能力がないことJ欄
賃金支払能力がないことについて、「当J又は「否」のいずれかの項目を選
択し、入力する。

（イ） 「不動産，動産」タブ画面
a 「不動産の有無」欄

事業主が所有している不動産について、「有J又は「無jのいずれかの項
目を選択し、入力する。
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「有」を選択した場合には、不動産ごとに、不動産一覧に、「種類」、「評l

価額（千円）」、「抵当設定」、「債権額計（千円）J、「2ヶ月以内の処分見込」
及び「備考」欄を入力し、「入力Jを選択する。「2ヶ月以内に賃金の支払に
充てうる見込額計」欄は、自動的に入力される。

なお、不動産一覧には、 10行（10種類）まで入力することができるが、
認定復命書の印刷時には、 6行目以降は、別紙に印字される。
b 「動産の有無」欄

事業主が所有している動産について、「有」又は「無Jのいずれかの項目
を選択し、入力する。

「有Jを選択した場合には、動産ごとに、動産一覧に、「品目、「評価額
（千円）」、「差押・仮差押の有無j、「2ヶ月以内の処分見込」及び「備考」
欄を入力し、「入力jを選択する。「2ヶ月以内に賃金の支払に充てうる見込
額計」欄は、自動的に入力される。

なお、動産一覧には、 10行（10品目）まで入力することができるが、認
定復命書の印刷時には、 6行目以降は、別紙に印字される。

（ウ） 「債権，措置状況」タブ画面
a 「債権（売掛金、預金、有価証券、受取手形）の有無」欄

事業主が所有している債権（売掛金、預金、有価証券、受取手形）につい
て、「有J文は「無」のいずれかの項目を選択し、入力する。
「有Jを選択した場合には、債権ごとに、債権一覧に、「種類J、「債権額
（千円）J、「差押・仮差押の有無」、「差押金額（千円）」、「2ヶ月以内の処分
見込j及び「備考J欄に入力し、「入力」を選択する。「2ヶ月以内に賃金の
支払に充てうる見込額計j欄は、自動的に入力される。
なお、債権一覧には、 10行（10種類）まで入力することができるが、認
定復命書の印刷時には、 6行目以降は、別紙に印字される。
b 「資産（動産、不動産、債権）に対する労働者の措置状況」欄
事業主が所有している資産（動産、不動産、債権）に対する労働者の措置

（抵当権設定、差押・仮差押）について、「有J又は「無」のいずれかの項
目を選択し、入力する。

「有」を選択した場合には、当該資産の番号ごとに、抵当順位及び抵当債
権額、差押・仮差押額、労働者への配当見込時期・配当見込額等の状況を入
力する。
13行（最大377文字）まで、入力することができる。

（エ） 「譲渡，債務」タブ画面

a 「事業主の資産の労働者への譲渡（支払のためになした譲渡に限る）」欄

事業主が所有している資産の労働者への譲渡（支払のためになした譲渡に
限る）（以下「譲渡」という。）について、「有J又は「無」のいずれかの項
目を選択し、入力する。

「有」を選択した場合には、譲渡した資産ごとに、譲渡一覧に、「資産の

種類」、「評価額（千円）J、「3ヶ月以内の回収見込J及び「備考」欄に入力
し、「入力Jを選択する。
なお、譲渡一覧には、 5行（5種類）まで、入力することができる。

b 「債務（賃金債務を除く）の状況J欄
事業主が負っている債務（賃金債務を除く）（以下「債務」という。）につ
いて、債務ごとに、債務一覧に、「債務の種類J、「金額（千円）J 、「支払期日J
及び「備考j欄に入力し、「入力jを選択する。

なお、債務一覧には、最大8行（8種類）まで、入力することができる。

. 31・



その際、複数の会社に対する買掛金をまとめて、一つの「買掛金jとして
登録するなど複数の債務を一つの債務の種類として登録しでも差し支えな

いが、この場合、「支払期日」欄は、それぞれの支払期日のうち主な債務の

支払期日を入力する。
（オ） 「第二会社等」タブ画面
a 「第二会社（債権債務を包括承継した第二会社を除く）設立」欄

第二会社（債権債務を包括承継した第二会社を除く。）の設立について、

「有j又は「無」のいずれかの項目を選択し、入力する。

「有Jを選択した場合には、第二会社の経営状況、第二会社からの賃金支
払等による賃金支払の見込を入力する。
8行（最大232文字）まで、入力することができる。

b 「資金借入れ等の見込」欄

事業主の資金借入れ等の見込について、入力する。
c 「その他賃金支払能力に関する付記事項j欄

その他賃金支払能力に関する付記事項があれば、入力する。
6行（最大354文字）まで、入力することができる。

ウ 「適用，退職日」タブ画面
(7) 「労災保険の適用事業」欄

労災保険の適用について、「適用J又は「任適Jのいずれかの項目を選択し、
入力する。
「任適」を選択した場合には、「成立j又は「未成立jのいずれかの項目を

選択し、入力する。
「備考」欄には、参考とする事項があれば、入力する（以下3において同じ。）。
5行（最大65文字）まで、入力することができる。

（イ） 「申請者の退職日」欄

「日付入力ダイアログ」画面より、申請者の退職日を入力する。その判断の
根拠について該当する項目をすべて選択し、入力する。「その他」を選択した
場合には、根拠とした資料等を入力する。

「備考」欄には、 6行（最大 78文字）まで、入力することができる。
また、申請期限について、「当J又は「否Jのいずれかの項目を選択し、入
力する。

エ 「事業活動」タブ画面
(7) 「事業活動の停止日」欄

「日付入力ダイアログ」画面より、事業活動の停止日を入力する。その判断

の根拠について該当する項目をすべて選択し、入力する。「その他Jを選択し
た場合には、根拠とした資料等を入力する。

「備考」欄には、 7行（最大91文字）まで、入力することができる。
（イ） 「事業活動の開始日J欄
「日付入力ダイアログJ画面より、事業活動の開始日を入力する。その判断
の根拠について該当する項目をすべて選択し、入力する。「その他」を選択し
た場合には、根拠とした資料等を入力する。

「備考」欄には、 7行（最大91文字）まで、入力することができる。
（ウ） 「事業活動の停止目前一年間の事業活動J欄
事業活動の停止目前一年間の事業活動について、「有」又は「無Jのいずれ
かの項目を選択し、入力する。その判断の根拠について該当する項目をすべて
選択し、入力する。「その他」を選択した場合には、根拠とした資料等を入力
する。
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「備考」欄には、 7行（最大91文字）まで、入力することができる。
オ 「中小企業」タブ画面

(7) 「申請1年前における資本の額又は出資の総額」欄

申請1年前における資本の額又は出資の総額について、入力する。その判断
の根拠について該当する項目をすべて選択し、入力する。「その他」を選択し
た場合には、根拠とした資料等を入力する。

「備考」欄には、 7行（最大91文字）まで、入力することができる。
（イ） 「申請1年前における労働者」欄
申請1年前における労働者数について、入力する。その判断の根拠について
該当する項目をすべて選択し、入力する。「その他Jを選択した場合には、根
拠とした資料等を入力する。

「備考J欄には、 7行（最大91文字）まで、入力することができる。
カ 「事業活動の停止Jタブ画面
(7) 「事業活動の停止J欄
事業活動の停止について、「当」又は「否」のいずれかの項目を選択し、入

力する。その判断の根拠について該当する項目をすべて選択し、入力する。「そ
の他Jを選択した場合には、根拠とした資料等を入力する。
「備考」欄には、 12行（最大 156文字）まで、入力することができる。

（イ） 「再開する見込みがないことJ欄
再開する見込みがないことについて、「当」又は「否Jのいずれかの項目を
選択し、入力する。その判断の根拠について該当する項目をすべて選択し、入

力する。「その他jを選択した場合には、根拠とした資料等を入力する。
「備考」欄には、 12行（最大156文字）まで、入力することができる。

キ 「担当者意見等Jタブ画面
(7) 「担当官意見J欄
事業の概要、倒産に至る経緯、判決についての要望及びその根拠等を入力す
る。

35行（最大2,065文字）まで、入力することができる。

なお、この範囲で入力できない場合には、「その他参考事項j欄に入力する。
（イ） 「その他参考事項」欄

「担当官意見」欄が不足する場合や参考事項で署長に復命すべき事項を入力
する。

35行（最大2,065文字）まで、入力することができる。

なお、この範囲で入力できない場合には、別紙として、認定復命書に添付す
る。

4 復命後の認定情報

署長の決裁を受けた後に、「認定復命書一登録」画面の「認定結果Jタブ画面の「処
分区分J欄の「認定」又は「不認定」を選択し、入力する。また、「日付入力ダイア
ログJ画面より、処分年月日を入力する。
入力項目、入力契機等は、別表 18に示すとおりである。

(1) 認定の場合の処理

ア認定通知書及び認定事業場通知書の作成

「認定復命書一登録」画面の「認定結果Jタブ画面の「文書番号」欄に、独立
行政法人労働者健康福祉機構（以下「機構Jという。）に送付する認定事業場通
知書の文書番号を入力する。また、「日付入力ダイアログJ画面より、発出年月
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日を入力する。

なお、「対象退職期間J欄については、「認定申請情報ー登録」画面の「申請書
受付日j榔の入力に伴い自動的に入力されるため、誤りがないかを確認し、必要
に応じて修正する。

「通知書印刷」を選択すると、認定通知書の様式が表示されるので、その内容
を確認した上で、印刷し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。

同様に、認定事業場通知書が出力されるので、「認定」の欄にO印を記入し、
その内容を確認した上で、機構に送付する。

イ 事業場を管轄する労働基準監督署への通知

「認定復命書一登録J画面の「他署関連Jタブ画面で「選択」又は「追加」を
選択し、「調査依頼／認定通知先一登録」画面を表示する。下記（7)～（ウ）を
入力し、登録する。
「印刷」を選択すると、「他署関連情報（依頼／通知内容）」が出力される。決

裁を受けた上で、「送付」を選択することにより、自動的に「通達・事務連絡シ
ステムJにより通知先暑に別紙4による通知がなされる。
また、確認業務を円滑に行うための関係資料など本システムにより通知ができ

ない関係資料については、通知先署へ郵送等により送付する。
なお、通知時には、通知先署に対して、電話等により確実に伝達する。
(7) 「依頼先局署J欄
通知先局署を選択し、入力する。
（イ） 「処理区分」欄

「認定通知」を選択し、入力するロ
（ウ） 「発出元情報j タブ画面
a 「概要」欄

通知内容の概要を入力する。
b 「調査依頼／通知内容J欄
通知内容を詳細に入力する。
40行（最大 l,760文字）まで、入力することができる。

(2) 不認定の場合の処理

ア不認定通知書の作成

「認定復命書ー登録J画面の「認定結果」タブ画面の「不認定理由」欄に不認
定理由を入力し、登録する。

「通知書印刷jを選択すると、不認定通知書の様式が表示されるので、問い合
わせ先等必要事項を記載の上、印刷し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。

イ 事業場を管轄する労働基準監督署への通知
上記（1）イに準じて処理する。

5 認定等事業場情報の登録
(1) 認定等事業場情報の登録

本社を管轄する労働基準監督署長から認定通知がされた場合や破産等法律上の倒

産事由に該当しているものの、裁判所文は管財人等が証明書を交付しない又は証明
事項のうち一部について証明書を交付しなかった場合で、自署において確認業務を

行う必要がある場合に新規登録する。
入力項目、入力契機等は、別表 19に示すとおりである。
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(2) 認定等事業場情報の登録に当たって留意すべき事項

ア登録の方法

自署で認定した場合、事業場基本情報との関連付け（下記（4）参照）を行った

上で、「認定復命書一登録J画面の「認定結果Jタブ画面の「認定等事業場情報
作成」を選択することにより自動作成される。

なお、認定等事業場情報の削除処理を行った場合には、当該情報に係る台帳番

号は、欠番となる。

イ 認定等事業場情報の修正及び削除

認定等事業場情報を修正する場合には、「更新Jを選択し、修正入力した上で
登録する。

また、一事案における認定等事業場情報全体を取り消す場合には、「データj

メニューの「削除j を選択し、認定等事業場情報の削除処理を行う。

ウ 複数の事業場が管内にある場合の認定等事業場情報の登録

自署管内に支店や営業所など事業場が複数ある場合、事業場ごとに認定等事業

場情報を作成し、登録する。

(3) 認定等事業場情報の入力に当たって留意すべき事項

「本社名称（カナ）J及び「本社名称（漢字）J、「本社住所J、「本社郵便番号」、「木
社電話番号」、「事業場名（カナ）」及び「事業場名（漢字）」、「事業場所在地」、「事

業場郵便番号」、「事業場電話番号j、「代表者職氏名」、「代表者住所地j欄は、 1(3) 

ア、イ、ワに記載した内容により入力する。

ア 「台帳番号」欄

自署で認定した場合には、認定申請情報登録時に採番された台帳番号が、自動

的に表示される。それ以外の場合には、認定等事業場情報を登録することにより

採番され、自動的に入力される。

イ 「認定等区分」欄

自署で認定した場合は、自動的に入力される。

他暑が認定した場合には、認定を行った局署を選択し、入力する。

破産等法律上の倒産事由に該当している場合には、決定が行われた裁判所名を

入力し、「破産手続開始」、「特別清算開始J、「再生手続開始j、「更生手続開始」
のいずれかの項目を選択し、入力する。

ウ 「関連付け事業場J欄
事業場基本情報との関連付け（下記（4）参照）を行っている場合には、事業

場キー及び関連付けられている事業場名が表示される。

エ 「事業活動停止日」欄

「日付入力ダイアログJ画面より、事業活動が停止した年月日を入力する。
オ 「申請書受付日」欄

他署が認定した場合には、その認定申請目、破産等法律上の倒産事由に該当し

ている場合には、破産手続の申立等の年月日を「日付入力ダイアログ」画面より

入力する。

カ 「処分年月日J欄
他署が認定した場合には、その認定日、破産等法律上の倒産事由に該当してい

る場合には破産手続開始決定等の年月日を「日付入力ダイアログJ画面より入力
する。

キ 「確認申請予定数J欄
入力時点で把握している確認申請予定数を入力する。
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(4) 事業場基本情報との関連付け
上記1 (4）イに準じて関連付けを行う。

6 受付時の確認申請情報
(1) 確認申請情報の釜録

確認申請書を受付した場合には、確認申請情報を入力し、認定等事業場情報との
関連付けを行った上で、登録する。
入力項目、入力契機等は、別表20に示すとおりである。

(2) 確認申請情報の釜録に当たって留意すべき事項

ア確認申請情報の登録

「確認未完了事業場検索／一覧j画面から該当する確認未完了事業場情報を選
択した上で、「新規登録」を選択する。
確認申請情報は、申請者ごとに登録する。

イ 確認申請情報の修正及び削除

確認申請情報を修正する場合には、「更新j を選択し、修正入力した上で登録
する。
また、 1件の確認申請情報全体を取り消す場合には、「データjメニューの「削
除」を選択し、確認申請情報の削除処理を行う。

(3) 確認申請情報の入力に当たって留意すべき事項

下記に記載する以外の情報については、認定等事業場情報から自動的に入力され
る。必要に応じて修正し、入力する。また、「申請者氏名（カナ）」及び「申請者氏
名（漢字）J、「申請者住所」、「申請者郵便番号j、「申請者電話番号」欄は、 1 (3) 

アに記載した内容により入力する。

ア 「確認申請情報ー登録」画面
(7) 「申請書受付日」欄

「日付入力ダイアログJ画面より、確認申請書を受付した年月日を入力する。
（イ） 「性別J欄
申請者の性別について、「男」又は「女」のいずれかの項目を選択し、入力
する。

イ 「詳細情報jタブ画面
(7) 「確認申請項目」欄

破産等法律上の倒産事由に該当し、裁判所又は管財人等が証明事項の一部に
ついて証明した事案については、残りの事項を確認する場合には、自暑で確認

すべき事項を選択し、入力する。
（イ） 「基準退職日」欄

「日付入力ダイアログ」画面より、申請者の基準退職日を入力する。
（り） 「退職の事由J欄
会社更生法に基づく更生手続の場合には、「会社都合J又は「自己都合」の
いずれかの項目を選択し、入力する。

（エ） 「生年月日J欄
「日付入力ダイアログ」画面より、申請者の生年月日を入力する。

（オ） 「年齢J欄
基準退職日における申請者の年齢を入力する。
（カ） 「退職金制度の加入j欄

退職金制度の加入状況について、「有J又は「無」を選択し、入力する。
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ウ 「賃金支払状況jタブ画面

未払賃金額一覧に、支払期日ごとの定期賃金額及び退職手当額について、「賃

金支払状況一入力」画面より、「賃金種類J、「支払期日j、「基本賃金J、「手当
名」、「金額」及び「支払済額」を入力する。「手当計」、「賃金合計J及び「未
払賃金額」欄は、自動的に入力される。

なお、「支払済額Jには、支払済額がない場合には「0」を入力する。
エ 「立替払額jタブ画面

「賃金合計J、「支払済額計j、「未払賃金額J及び「未払賃金の立替払額の計算
（「限度額」、「未払賃金総額又は上限額のいずれか低い額J、「立替払額J）」の各
欄は自動的に入力される。

(7) 「賃金締切日J欄
賃金の締切日について、「20日」、「月末J等と入力する。

（イ） 「賃金支払方法」欄

賃金の支払方法について、「月給J、「週給」、「日給J、「時間給」又は「出来
高制Jから選択し、入力する。これら以外の場合には、「その他」に支払方法
を具体的に入力する。

（ウ） 「雇入年月日J欄
「日付入力ダイアログ」画面より、雇入年月日を入力する。

オ 「添付資料・移送情報Jタブ画面
「添付資料J欄は、確認申請とともに、添付資料が提出された場合には、該当
する添付資料を選択（複数選択可）し、入力する。「その他」を選択した場合に

は、添付資料名を入力する。

7 処理中の確認情報

(1) 処理経過の入力 l

確認に関する調査を行ったなどの場合には、「確認申請情報ー登録」画面から「処

理経過」を選択し、「申告処理台帳続紙ー登録J画面を表示させた上で、「処理経過J
欄に処理経過を入力し、これを印刷して適時復命する。

復命を行った後は、改頁を行った上で処理経過の入力を行うなどして、復命を行

った処理経過の範囲を明らかとなるようにする。

入力項目、入力契機等は、別表21に示すとおりである。

(2) 調査中に明らかになった確認事項の堂録

確認に関する調査中に明らかになった事項については、随時確認復命書情報に登

録する（下記8 (2）イ参照）。

8 復命時の確認情報、

(1) 確認復命書情報の登録

確認に関する調査が終了した場合には、「確認復命書登録」画面に、確認に関す

る調査で明らかになった事項を加え、確認復命書情報として入力し、登録する。登

録後、これを印刷し、決裁を受ける。

入力項目、入力契機等は、別表21に示すとおりである。

(2) 確認復命書情報の登録に当たって留意すべき事項

ア確認、復命書情報の修正

確認復命書情報を修正する場合には、「更新Jを選択し、修正入力した上で登
録する。
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また、一部不確認や不確認とした処分を、審査請求の結果等により確認とする

場合も、この方法により修正する。

さらに、不正受給に関わり、確認した事項の一部を取り消し、新たな確認処分
を行った場合も、この方法により修正する。

いずれの場合も、その処理経過を入力するなど、その経緯を明らかにしておく。
イ 調査中における確認復命書情報の登録

確認に関する調査中に明らかとなった事項については、随時入力し登録するこ
とができる。
また、「確認結果」タブ画面の「処分区分J欄に「確認」と入力されている状
態で登録しようとする際に、必須入力項目に未入力がある等、その内容に確認す

べき事項がある場合には、「未払賃金立替払ー確認j画面に留意点が表示される
ので、必要な修正入力等を行う。
ウ 確認、調査中に確認申請の取下げがあった場合

確認調査途中に取下げがなされた場合には、その処理経過を入力し、「確認結

果タブ」画面の「処分区分」欄から「取下げ」を選択し、入力した上で、復命す

る。
エ再申請された場合

「確認申請情報ー検索／一覧J画面から、再申請を行った申請者に係る確認申
請情報を検索して選択し、表示させた上で、「再申請登録」を選択し、再申請情
報を入力する。

(3) 確認復命書情報の入力に当たって留意すべき事項
下記に記載する以外の情報については、確認申請情報から自動的に入力される。
必要に応じて修正し、入力する。

また、「号別」、「企業規模J欄は、 3(3）アに記載した内容、「代表者職氏名」欄は、
1 (3）イに記載した内容により入力する。

ア 「通知書情報Jタブ画面
(7) 「確認通番J欄
確認復命害情報を登録することにより、確認通番が自動的に入力される。
（イ） 「最終J欄
当該事業場について最終の確認復命書を作成する際に選択する。

（ウ） 「詳細情報」タブ画面
「退職金制度の加入」欄は、退職金制度の加入について、「有」又は「無」

のいずれかの項目を選択し、入力する。

「有jを選択した場合には、加入している制度について、「中小企業退職金

共済制度」、「適格退職年金制度」、「特定退職金共済制度」、「調整年金制度J又
は「その他」から選択し、入力する。

（エ） 「未払賃金額」タブ商面

「未払賃金額合計」欄は、自動的に入力される。
（オ） 「立替払額」タブ画面

「備考J欄には、参考とする事項があれば入力する（以下Bにおいて同じ。）。
10行（最大 130文字）まで、入力することができる。

イ 「判断根拠Jタブ画面
(7) 「1年以上の事業活動J欄

1年以上の事業活動（法律上の倒産事案について確認する場合のみ）につい
て、判断の根拠とした項目をすべて選択し、入力する。「その他」を選択した
場合には、根拠とした資料等を入力する。
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「備考J欄には、 12行（最大 180文字）まで、入力することができる。
（イ） 「申請日（申立日）、認定日（決定日）」欄

「当署で認定」、「署の認定通知書（控）J、「破産等の申立書（写）及び決定
書（写）Jのいずれかの項目を選択し、入力する。
「備考j欄には、 7行（最大 105文字）まで、入力することができる。

（ウ） 「基準退職日」欄

基準退職日について、判断の根拠とした項目をすべて選択し、入力する。「そ
の他jを選択した場合には、根拠とした資料等を入力する。
「備考」欄には、 10行（最大 150文字）まで、入力することができる。

（エ） 「未払賃金の額」欄

未払賃金額について、判断の根拠とした項目をすべて選択し、入力する。「そ

の他Jを選択した場合には、根拠とした資料等を入力する。
「備考J欄には、 10行（最大 150文字）まで、入力することができる。

ウ 「担当者意見等Jタブ画面
(7) 「担当官意見」欄

判決についての要望及びその根拠等を入力する。
10行（最大510文字）まで、入力することができるロ

なお、この範囲で入力できない場合には、「その他参考事項J欄に入力する。
（イ） 「その他参考事項」欄

「担当官意見」欄が不足する場合や事案に関する参考事項で署長に復命すべ
き事項がある場合に入力する。
10行（最大 510文字）まで、入力することができる。

なお、この範囲で入力できない場合には、別紙として、確認復命書に添付す
る。
エ 「他署関連」タブ画面

他署に調査依頼を行う場合に入力する（下記 11参照）。

9 復命後の確認情報

署長の決裁を受けた後に、「確認復命書ー登録」画面の「確認結果jタブ画面の「処
分区分」欄の「確認」又は「不確認Jを選択し、入力する。また、「日付入力ダイア
ログ」画面より、処分年月日を入力する。
入力項目、入力契機等は、別表21に示すとおりである。

(1) 確認の場合の処理

ア来署通知書の作成

「確認復命書一登録」画面の「確認結果Jタブ画面の「来署依頼日時J欄に、
「日付入力ダイアログJ画面より来署日及び呼出時間を入力し、登録する。
「関連帳票印刷」を選択することにより表示される「帳票選択」画面から、「未
払賃金の立替払に係る確認についてjを選択すると、当該様式が表示されるので、

必要事項を入力の上、印刷し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。
イ 「立替払請求書／確認通知書」等の作成

「確認復命書ー登録」画面の「確認結果Jタブ画面の「交付年月日」欄に、「日
付入力ダイアログ」画面より、「立替払請求書／確認通知書J、「立替払請求書（控）
／確認通知書（控）」の交付年月日を入力し、登録する。「通知書印刷」を選択し、
「立替払請求書／確認通知書J、「立替払請求書（控）／確認通知書（控）」の2
枚を出力した上で、申請者に交付する。
受領者の署名は、 8(1）の復命時に使用した「確認復命書／確認通知書（控）」
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に求める。

なお、郵送により確認通知書を交付した場合には、「発出年月日」欄に、「日付

入力ダイアログ」画面より、郵送した年月日を入力し、登録する。
支払が申請者に行われた旨の通知が、機構から署に送付された場合には、「立

替払完了日J欄に、「日付入力ダイアログj画面より、立替払が完了した年月日
を入力し、登録する。

ウ 連絡が取れない申請者に対する処理
申請者に連絡が取れない場合には、「関連帳票印刷」を選択することにより表

示される「帳票選択J画面から、「未払賃金に係る確認の通知及び来署のお願い
についてJを選択すると、当該記載例が表示されるので、必要事項を入力の上、
印刷し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。
エ破産等法律上の倒産に該当している事案で、確認通知書を交付した場合の処理

破産等法律上の倒産に該当している事案で、署において確認通知書を交付した
ときは、「関連帳票印刷Jを選択することにより表示される「帳票選択」画面か
ら、「倒産事案確認事業場関係書類送付書Jを選択すると、当該様式が表示され
るので、必要事項を入力の上、印刷し、決裁を受けた上で、機構に送付する。

(2) 不確認の場合の処理

「確認復命書ー登録J画面の「確認結果」タブ画面の「処分年月日J欄に、日
付入力ダイアログJ商面より、処分年月日を入力する。「不確認事項」欄に、不
確認、事項を入力し、「不確認理由」欄に、その理由を入力し、登録する。

「通知書印刷」を選択すると、不確認通知書の様式が表示されるので、内容を
確認の上、印刷し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。
なお、「不確認、事項」及び「不確認理由」欄には、 5行（135文字）まで、入
力することができる。

10 移送時の認定情報
認定申請された事業場の本社が他署管内にあるなど、他署において認定に関する調

査を行うべき事案について、本システムを活用して移送の連絡を行うことができる。
入力項目、入力契機等は、別表22に示すとおりである。

(1) 認定申請書を移送するに当たって留意すべき事項

移送については、処理経過を入力し、決裁を受けた後、「認定申請書情報ー登録」

画面の「添付資料・移送情報Jタブ画面の「移送先局署J欄に、移送先局署を選択
し、発出番号を入力し、登録する。「移送・調査依頼情報ー検索／一覧i画面を表示
させ、移送する認定申請情報を検索、選択し、「移送」を選択する。なお、当該処理
により、自動的に「通達・事務連絡システム」により移送先署に別紙5による通知
がなされる。

認定申請書の原本及び参考資料等認定処理に必要な資料で、本システムにより移
送できないものについては、郵送等により送付する。

また、移送時には、移送先署に対して電話等により確実に伝達する。

なお、移送先署において受付されると移送元の「認定申請情報ー登録」画面の状
態が「移送済Jから「受付済Jになる。

(2) 認定申詩書の移送を受けるに当たって留意すべき事項

認定申請書の移送が通知された後、「移送・調査依頼情報ー検索／一覧」画面を表
示させ、移送された認定申請情報を検索し、事業場基本情報との関連付け（上記1
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(4）イ参照）を行った上で、「受付Jを選択する。
なお、移送元暑と移送先署での処理経過が明らかとなるよう、処理経過の入力を

行う。

11 認定事項の調査依頼
他署管内に事業場が存在し、その状況を把握したい場合など、他署に調査を依頼す

る場合に、本システムを活用して調査依頼の連絡を行うことができる。
入力項目、入力契機等は、別表22に示すとおりである。

(1) 調査依頼するに当たって留意すべき事項

調査依頼については、「認定復命書一登録」画面の「他署関連」タブの「追加」を

選択し、「調査依頼／認定通知先ー登録」画面を表示させた上で、下記ア～エを入力
し、登録する。「印刷」を選択すると、「他署関連情報（依頼／通知内容）」が出力さ
れるので、決裁を受けた後、「送付」を選択することにより、自動的に「通達・事務

連絡システム」により調査依頼先暑に別紙6による通知がなされる。

また、調査依頼するに当たって必要な資料で、本システムにより送付できない添
付資料については、郵送等により送付する。

なお、調査を依頼する際には、依頼先暑に対して電話等により確実に伝達する。
ア 「状態」欄

状態は、自動的に入力される。
イ 「依頼先局署」欄

調査依頼局及び署を選択し、入力する。
ウ 「処理区分」欄

「調査依頼」を選択し、入力する。

エ 「発出元情報」タブ画面
(7) 「概要」欄

調査内容の概要を入力する。

（イ） 「調査依頼／通知内容J欄
通知内容を入力する。
40行（最大l,760文字）まで、入力することができる。

(2) 調査依頼がなされた場合に留意すべき事項

調査依頼が通知された後、「移送・調査依頼情報ー検索／一覧」画面を表示させ、

調査依頼された事案を検索の上、選択し、「調査依頼／認定通知先登録J画面を表
示し、調査依頼内容を確認する。

必要な調査を行い、「調査依頼／認定通知先ー登録」画面の「調査結果情報」タブ
画面の「調査結果内容j欄に、調査結果を入力する。 40行（最大 l,760文字）まで、

入力することができる。「印刷」を選択すると、「他署関連情報（調査結果）」が出力

されるので、決裁を受けた後、「送付」を選択することにより、自動的に「通達・事
務連絡システムJにより依頼元署に別紙7による通知がなされる。
また、調査報告するに当たって参考となる資料で、本システムにより送付できな
い添付資料については、郵送等により送付する。

なお、調査結果を報告する際には、依頼元暑に対して電話等により確実に伝達す
る。

12 移送時の確認情報
確認申請した労働者の事業場が他署管内にあるなど、他署において確認調査を行う
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ベき事案について、木システムを活用して移送の連絡を行うことができる。
入力項目、入力契機等は、別表22に示すとおりである。

(1) 確認申請書を移送するに当たって留意すべき事項

移送については、処理経過を入力し、決裁を受けた後、「確認申請書情報登録」

画面の「添付資料・移送情報Jタブ画面の「移送先局署J欄に、移送先局署を選択
し、発出番号を入力し、登録する。「移送・調査依頼情報ー検索／一覧」画面を表示
させ、移送する確認申請情報を検索、選択し、「移送」を選択する。なお、当該処理

により、自動的に「通達・事務連絡システム」により、移送先署に別紙5による通
知がなされる。

確認申請書の原本及び参考資料等確認処理に必要な資料で、本システムにより移
送できないものについては、郵送等により送付する。

また、移送時には、移送先暑に対して電話等により確実に伝達する。

なお、移送先署において受付されると移送元の「確認申請情報ー登録」画面の状
態が「移送済」から「受付済j になる。

(2) 確認申請書の移送を受けるに当たって留意すべき事項

確認申請書の移送が通知された後、「移送・調査依頼情報ー検索／一覧」画面を表
示させ、移送された確認申請情報を検索し、認定等事業場情報との関連付けを行っ

た上で、「受付Jを選択する。
なお、移送元暑と移送先署での処理経過が明らかとなるよう、処理経過の入力を
行う。

13 確認事項の調査依頼
他署管内の事業場に確認に必要な書類があるなど、他署に調査を依頼する場合に、
本システムを活用して調査依頼の連絡を行うことができる。
入力項目、入力契機等は、別表22に示すとおりである。

(l) 調査依頼するに当たって留意すべき事項

調査依頼については、「確認復命書一登録」画面の「他署関連Jタブ画面の「追加J
を選択し、「調査依頼／認定通知先ー登録j商面を表示させた上で、 11(1）ア～エ

に記載した内容により入力し、登録する。「印刷Jを選択すると、 F他署関連情報（依
頼／通知内容）」が出力されるので、決裁を受けた後、「送付Jを選択することによ
り、自動的に「通達・事務連絡システムJにより調査依頼先署に別紙6による通知
がなされる。

また、調査依頼するに当たって必要な資料で、本システムにより送付できない添
付資料については、郵送等により送付する。

なお、調査を依頼する際には、依頼先署に対して電話等により確実に伝達する。

(2) 調査依頼がなされた場合に留意すべき事項

調査依頼が通知された後、「移送・調査依頼情報一検索／一覧J画面を表示させ、
調査依頼された事案を検索の上、選択し、「調査依頼／認定通知先ー登録」画面を表
示し、調査依頼内容を確認する。

必要な調査を行い、「調査依頼／認定通知先一登録J薗面の「調査結果情報」タブ
画面の「調査結果内容J欄に、調査結果を入力する。 40行（最大 l,760文字）まで、
入力するととができる。「印刷」を選択すると、「他署関連情報（調査結果）Jが出力
されるので、決裁を受けた後、「送付Jを選択することにより、自動的に「通達・事
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務連絡システム」により依頼元署に別添7による通知がなされる。
また、調査報告するに当たって参考となる資料で、本システムにより送付できな
い添付資料については、郵送等により送付する。

なお、調査結果を報告する際には、依頼元署に対して電話等により確実に伝達す

る。

14 認定事業場に係る情報提供について
求償権を行使するため、認定事業場に係る情報提供の依頼が機構からあった場合に

は、「認定及び確認台帳ー検索／一覧」画面から、該当する「認定及び確認台帳」を
検索し、表示させる。「認定及び確認、台帳」画面において、「印刷Jメニューから「事
業場提供情報Jを選択すると、「認定事業場に係る情報提供についてJが表示される
ので、必要事項を入カの上、印刷し、決裁を受けた上で、機構に送付する。

15 不正受給時の対応
(1) 認定の取消し時の処理

不正受給により、認定を取り消した場合には、「認定復命書ー登録」画面の「認定
結果」タブ画面の「取消処分」を選択し、入力する。「取消処分年月日J欄に、「日
付入力ダイアログ」画面より、取消処分年月日を入力した上で、「通知書印刷」を選

択することにより、「未払賃金の立替払に係る認定の取消しについて」の様式が表示
されるので、取消しの理由等必要事項を入力の上、印刷し、決裁を受けた上で、認
定申請者に送付する。

また、「認定等決定事業場一登録J画面の「認定取消」を選択し、「認定取消年月
日」欄に、「日付入力ダイアログ」画面より、認定取消年月日を入力する。

(2) 確認の取消し時の処理

不正受給により、確認処分を取り消した場合や確認処分の変更を行った場合には、

「確認復命書ー登録J画面の「確認結果j タブ画面の「取消処分Jを選択し、入力
する。「取消処分年月日J欄に、「日付入力ダイアログ」画面より、取消処分年月日
を入力した上で、「関連帳票印刷Jを選択することにより表示される「帳票選択J画
面から申請者に送付する「未払賃金の立替払に係る確認の取消しについてJ又は「未
払賃金の立替払に係る確認の変更について」の様式を選択する。表示された様式の

内容を確認の上、印刷し、決裁を受けた上で、申請者に送付する。
なお、「帳票選択j画面からは、「未払賃金の立替払における不正受給に係る返還

命令書」、「未払賃金の立替払における不正受給に係る連帯返還命令書J、「未払賃金
の立替払における不正受給に係る納付命令書」、「未払賃金の立替払における不正受
給に係る連帯納付命令書Jの様式も表示することができる。

16 自斤取消し時の対応
認定または確認の取消しについては、上記 15を参照の上、入力する。
(1) 不認定の取消し時の処理

審査請求等により、不認定を取り消し、再度認定を行う場合には、「認定復命書一

登録」画面の「担当者意見等」タブ画面の「その他参考事項」欄に、取消しの理由
等必要事項を入力した上で、「認定結果」タブ画面の「処分区分」欄の「認定」を選

択し、入力する。その他、認定復命書情報の登録については、上記3、4を参照の
上、入力する。

(2) 不確認の取消し時の処理
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審査請求等により、不確認を取り消し、再度確認を行う場合には、「確認復命書一
登録J画面の「担当者意見等」タブ画面の「その他参考事項」欄に、取消しの理由
等必要事項を入力した上で、「確認結果」タブ画面の「処分区分J欄の「確認jを選
択し、入力する。その他、確認復命書情報の登録については、上記8、9を参照の
上、入力する。

17 認定申請情報、認定等事業場情報の検索
認定申請情報に登録した以下の項目（複数選択可）を検索条件として、認定申請情
報及び認定等事業場情報を検索することが可能であるので、必要に応じて活用する。

なお、「認定申請情報ー検索／一覧J画面に初期表示されている「申告処理台帳j
の年度が自動的に表示されているが、これを削除しないと、申告処理情報と関連付け
されていない認定申請情報は検索されない。

－管轄局署

・情報区分
・認定及び確認台帳（対象年度、番号）
・申請書受付日

－申請媒体
・事業場名（漢字）
．申請者氏名

・事業場キー
・申告処理台帳（対象年度、番号）
・状態（受付、復命書作成中、処分確定（処分区分）、移送済）
．担当監督官・職・氏名

18 確認申詩情報検索

確認申請情報に主主録した以下の項目（複数選択可）を検索条件として、確認申請情
報を検索することが可能であるので、必要に応じて活用する。

－管轄局署
・申請種類

－認定及び確認台帳（対象年度、番号）
・申請書受付日

－申請媒体
・事業場名（漢字）
．申請者氏名

・事業場キー

－状態（受付、復命書作成中、処分確定（処分区分）、移送済）
．認定有無

・担当官職氏名

19 認定及び確認台帳の管理
(1) 認定及び確認台帳の検索

未払賃金立替払情報に登録した以下の項目（複数選択可）を検索条件として、認

定及び確認台帳を検索することが可能であるので、必要に応じて活用する。

－管轄局署
・状態（対応中／確認完了済）
－認定及び確認台帳（対象年度、番号）

・事業場名（漢字）
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－認定申請日

・確認申請日（始）

・確認申請日（終）

なお、検索結果は、一覧表として印刷することが可能となっているため、必要に

応じて活用する。

(2) 認定及び確認台帳の更新

「認定及び確認台帳ー検索／一覧」画面から、目的の認定及び確認、台帳情報を選

択し、更新処理を行う。

更新処理ができるのは、「確認申誇日（終）J、「処分日（終）J、「交付日（終）」及
び「備考」の各欄である。

「備考」欄には、 8行（最大72文字）まで、入力することができる。

(3) 認定及び確認台帳の出力

当該年度を検索条件として出力した認定及び確認台帳は、暑における認定及び確

認台帳として活用する。

20 許可及び認定等件数調（監405）の報告

監 405の報告のうち、「認定等」タブ画面の「未払賃金の立替払に係る認定J及び
「未払賃金の立替払に係る確認」欄の申請件数及び許可及び認定等件数が、自動で集

計される。

なお、署から局、局から本省への報告については、報告例規（定期報告）システム

により別途報告を行う。

第8 相談情報管理システム
相談情報管理システムは、労働者等からの相談を相談情報として管理することによ

り、相談事案の管理や処理、問題業種等の把握・分析を的確に行うことを目的として、

必要に応じ、各局暑で活用するものである。

1 受付時の相談情報
(1) 相談情報の登録

労働者等から相談がなされた場合には、相談情報を入力し、登録する。

相談情報の登録には、相談内容を「相談情報」画面上に入力して登録を行う方法、

又は、相談内容を労働相談票（帳票種別番号 86001）に記入し、当該相談票をOc 
Rで読み取らせた上で登録を行う方法がある。

入力項目、入力契機等は別表23のとおりである。

(2) 相談情報の登録に当たって留意すべき事項

ア 相談者が複数の場合の相談情報の登録
相談者が複数の場合で、同一事案として登録するときは、「相談の内容（詳細川

タブ画面の「相談の内容J欄に相談者の必要な情報を入力し、登録する。
イ 相談情報の修正及び削除

相談情報を修正する場合には、「更新」を選択し、修正入力した上で登録する。

また、相談情報全体を取り消す場合には、「データ」メニューの「削除」を選

択し、削除処理を行う。

(3) 「相談情報J函面上への入力に当たって留意すべき事項
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ア 「相談情報」画面
(T) 「受付年月日」欄

「日付入力ダイアログj画面より、相談を受け付けた年月日を入力する。郵
送等により受け付けた場合には、局署に到達した年月日を入力する。
（イ） 「相談方法」欄

「来署J、「電話J又は fFAX・郵送等jのいずれかの項目を選択し、入力
する。また、相談に要した時間を入力する。
なお、「FAX・郵送等」の場合の相談に要した時間は、「OJと入力する。

（り） 「受付担当職員氏名」欄

「相談員」又は「職員Jのいずれかの項目を選択し、入力した上で、相談を
受け付けた職員等の氏名を入力する。なお、印刷した相談票に氏名を記入する
ことでも足りる。
（エ） 「事業場名J欄
相談の内容が特定の事業場に関するものである場合には、当該事業及び事業
場の名称を入力する。

事業と事業場の名称との聞は2＂ス空ける（例えば、「 00会社一一 00工
場J）。

（オ） 「所在地」欄
「所在地ダイアログ」画面より、上記（エ）の事業場の所在地を入力する。

（カ） 「担当者職氏名j欄

相談の内容に応じ、上記（エ）の事業場の労務管理等の担当者職氏名を入力
する。

イ 「相談者の4情報」タブ画面

(T) 「相談者氏名」欄

相談者の氏名を入力する。氏名が不明の場合には、「労働者の家族」、「不明」
等と入力する。なお、相談者が複数の場合には、前記（2）アによる（以下（ウ）

～（ク）まで同じ。）。
（イ） 「氏名の公表」欄
相談者の氏名を把握している場合には、「諾」文は「否Jのいずれかの項目
を選択し、入力する。なお、複数名からの相談があり、相談者により諾否が異

なる場合は、「否jを選択し入力した上で、「相談の内容（詳細川タブ画面の
「相談の内容j欄に相談者ごとの諾否が明らかとなるよう入力する。
また、相談者の氏名を把握している場合であっても、相談の内容が法令・制

度の問合せであるなど、事業場に氏名を明らかとするか否かが問題とならない

ものについては、入力しなくても差し支えない。
（り） 「性別」欄

「男」、「女」又は「不明Jのいずれかの項目を選択し、入力する。
（エ） 「住所」欄

「所在地ダイアログ」画面より、相談者の住所を入力する。住所が不明の場

合には、「不明」等と入力する。
（オ） 「電話番号」欄

相談者の自宅及び携帯電話の電話番号をそれぞれ入力する。
（カ） 「相談者に関する事項Jー「相談者」欄
「労働者」、「使用者J又は「その他」のいずれかの項目を選択し、入力する。

（キ） 「相談者に関する事項」ー「就労形態」欄

上記（カ）で「労働者」を選択した場合には、相談者に係る就労形態を選択
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し、入力する。

（ク） 「相談者に関する事項」ー「労働者の種別」欄

上記（カ）で「労働者」を選択した場合には、労働者の種別を選択し、入力

する。なお、複数の種別に該当する場合には、「自動車運転者」、「技能実習生」、

「外国人労働者（技能実習生除く）」、「障がい者である労働者J、「介護労働者j、
「年少者」及び「出稼労働者jの優先順位で選択し、入力する。

ウ 「相談の内容jタブ画面

(7) 「相談の内容」欄

選択候補から該当する項目を最大6項目選択し、入力する。

選択候補は、別表24のとおりである。

選択候補のうち、「局1～10」については、あらかじめ局で当該選択候補に
対応する相談内容を設定している場合に使用する。

選択候補のうち、「署1～10」については、あらかじめ署で当該選択候補に
対応する相談内容を設定している場合に使用する。

（イ） 「相談の区分j欄

「法施行事務J、「法令・制度の問合せ」、「個別労働関係紛争」又は「その他」
の区分から、該当する項目を選択（複数選択可）し、入力する。

エ 「相談の内容（詳細川タブ画面

相談の内容を入力する。なお、 42行（最大 1,932字）までの入力が可能であ

るが、印刷した相談票表面には、 24行目までが印字され、 25行目からは裏面に

印字される。

オ 「処理結果Jタブ画面
「処理1 （完結）」欄は、「相談のみで終了」、「申告受理」又は「情報として保
管Jのいずれかの項目を選択し、入力する。
また、「処理2 （局長の助言・指導）」、「処理3 （あっせん）」、「処理4 （他機

関紹介）J、及び「処理5 （行政指導等担当部署への取次）J欄については、必要

な場合にそれぞれ該当する項目を選択し、入力する。

カ 「処理状況・意見jタブ画面
受付担当職員が行った処理状況、意見等を入力する。

キ 「指示欄Jタブ画面
署長等から処理について指示等があった場合に、指示内容を入力する。

(4) 0 c Rによる入力に当たって留意すべき事項
ア 労働相談票（OCR帳票）の記入

ロで表示された枠（以下「記入枠」という。）は、上記（3）に準じて記入する。

なお、職員記入欄にある担当者名下段の3つの記入枠には、上記（3）ア（イ）
により相談時間を分単位で記入する。

イ 労働相談票（OCR帳票）の読み取り

労働相談票をOc Rで読み取らせることにより、相談票の記入枠に記入した情
報が「相談情報ー登録」画面の対応する欄に自動的に入力される。

その他の相談情報は、上記（3）に準じて入力し、登録する。

(5) 事業場基本情報との関連付け

事業場基本情報との関連付けを行う場合には、「相談情報」画面の「関連付けjを

選択し、表示された「事業場基本情報／一覧」画面から該当する事業場基本情報を

選択（該当情報がない場合は新たに事業場基本情報を作成すること。）する。

なお、 Oc Rにより入力した相談情報については、相談情報を一旦登録した後に
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当該相談情報を検索し、事業場基本情報との関連付けを行う。

2 相談情報の検索

相談情報に登録した以下の項目（複数選択可）を検索条件として、相談情報を検索

することが可能であるので、必要に応じて活用する。

－事業場キー

・受付年月日
．相談方法

・受付担当職員区分
．受付担当職員氏名

・事業場名

・事業場の規模

・労働組合

－業種

・相談者氏名
．氏名の公表

・性別

－相談者（相談者種別）
．就労形態

・労働者の種別
．相談の区分

・相談の内容（6項目まで選択可能）
・相談の内容（詳細） ( 3項目まで入力可能）
．処理結果
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別表1
【事業場基本情報】

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

管轄局署 自動入力 局署名が自動表示される。

事業場基本情報を登録した際、局
局、署、事業場キーで事業場基本

事業場キー 自動入力 署ごとに 101からの通番で自動

的に付与される。
情報をに特定する。

企業全体の「最上位」事業場とし
事業場基本情報で「企業全体の最

企業全体の最上位 自動入力 て登録されている場合に表示さ
上位jを更新することはできな

れる。
い。更新する場合は、企業全体情

報を活用する。

労働保険番号主従関係が「主Jで
適用情報の更新種別が「名称等変 ある事業場基本情報が対象であ

名称等変更有 自動入力 更」として授受された場合に表示 る。なお、事業場基本情報で「名
される。 称等変更有Jを更新することはで

きない。

「事業場J、「委託者」、「寄宿舎J
事業場区分 選択 のうち該当する事業場の区分に 。複数の選択が可能である。

選択入力する。

①事業場が廃止された場合に廃

止年月日を「日付入力ダイアロ

グ」画面で入力する。

選択
②適用情報の更新種別が「消滅・ 労働保険番号主従関係が「主Jで

廃止年月日
自動入力

有期消滅」として授受され、適用 ム ある事業場基本情報が対象であ
廃止理由が「事業廃止J、「認定決 る。
定廃Jl:Jの場合に適用情報の「消
減年月日Jが自動的に「廃止年月
日」として自動表示される。

（参考）

－府県（2桁）

都道府県コード

・所掌（1桁）

労働基準監督署所掌ー1

公共職業安定所所掌－ 3

独自番号－5
仮番号ー7

労働保険番号 キーボード
労働保険番号（18桁まで）を入

ム
・基幹番号（6桁）

カする。 独自番号、仮番号の場合は、当

該振出簿により管理している番

号

－枝番号（3桁）

労働保険番号に枝番号がある

場合にはその番号

－被一括事業場番号（4桁）
被一括事業場の場合は、その被

一括事業場の番号

「労働保険番号」

「労働保険番号仮登録J
登録区分 選択 「労働保険宋手続J 。

「労働保険任意、非適J
のいずれかを選択入力する。

事業場の名称をカナで入力する。

事業場名（カナ） キーボード
なお、事業場名（漢字）を先に入 。
カすると、カナが自動表示される
(80字以内）。
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事業場名（漢字） キーボード
事業場の名称を漢字で入力する

「事業の名称」に続き、スペース

(80字以内）。
。を2つあけて、「事業場の名称J
を入力する。

事業場基本情報で「郵便番号」を
所在地コードに対応した郵便番

郵便番号 自動入力
更新することはできない。所在地

号が表示される。 コードを更新すれば、自動的に郵

便番号が更新される。

所在地 選択 所在地コードを選択入力する。 。
所在地（続き） キーボード

所在地の続きを入力する（40字
ム

以内）。

代表者職氏名 キーボード
代表者職氏名を漢字で入力する

ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

(30字以内）。 果等情報から上書きされる。

事業場全体の労働者数を入力す 監督結果等情報、安全衛生指導結

労働者数 キーボード
る（6桁）。また、労働者数を入 ム 果等情報、定期健康診断結果報告

カした最新年月日が「労働者数J （注2) 情報、アンケート帳票入力情報か
欄の右側に表示される（注1）。 ら上書きされる。

電話番号（総務） キーボード
最大16桁まで入力可能

ム
監督結果等情報から上書きされ

（番号聞には「ーJを記入） る。

電話番号（安全衛
キーボード

最大16桁まで入力可能
安全衛生指導結果等情報、安全衛

生） （番号聞には「ー」を記入）
ム 生管理体制情報から上書きされ

る。

FAX キーボード
最大 16桁まで入力可能

ム
（番号間には「ーJを記入）

（注1)

「労働者数」欄の右側には、事業場基本情報の登録又は監督結果等情報、安全衛生指導結果等情報、定期健康診断結

果報告情報及びアンケート帳票入力情報の登録により、同欄が上書きされた最新年月日が表示される．

なお、年月日の基準となるのは、情報ごとに以下のとおりである。

情報名 基準年月日

事業場基本情報 登録年月日

監督結果等情報 登録年月日

安全衛生指導結果等情報 登録年月日

定期健康診断結果報告情報 健診年月日

アンケート帳票入力情報 登録年月日

（注2)

事業場区分が「事業場J及び「寄宿舎Jの場合は必須入力項目である。

※ 「入力契機J欄の記号について
O ：登録上、必須入力項目
ム：事務処理上、必須入力項目

一：自動的に入力が行われる項目
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別表2
【事業場基本情報】［事業場情報1］タブ

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

業種

労働基準局報告例規基準業種分
ム 監督結果等情報、安全衛生指導結

選択 類表の小分類までを選択入力す

る。
（注1) 果等情報から上書きされる。

鉱山保安法の適用 選択
鉱山保安法が適用される事業場

（注2)
の場合に選択入力する。

労働者数（男） キーボード 男性の労働者数を入力する。 ム
監督結果等情報、安全衛生指導結
果等情報から上書きされる。

労働者数（女） キーボード 女性の労働者数を入力する。 ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

果等情報から上書きされる。

労働者数（男）（女）の合計人数
労働者数（事業場 事業場全体の労働者数を入力す

キーボード
を自動表示する。

全体） る。
ム
監督結果等情報、安全衛生指導結
果等情報から上書きされる。

労働者数（派遣） キーボード 派遣労働者数を入力する。 ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

果等情報から上書きされる。

労働者数（パート） キーボード
パートの労働者数を事業場全体

ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

の労働者数の内数で入力する。 果等情報から上書きされる。

労働者数（有期契
キーボード

有期契約の労働者数を事業場全 監督結果等情報、安全衛生指導結
約） 体の労働者数の内数で入力する。

ム
果等情報から上書きされる。

労働者数（年少者） キーボード
年少者の労働者数を事業場全体

ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

の労働者数の内数で入力する。 果等情報から上書きされる。

労働者数（外国人） キーボード
外国人の労働者数を事業場全体

ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

の労働者数の内数で入力する。 果等情報から上書きされる。

労働者数（障害者）
障害者である労働者数を事業場

監督結果等情報、安全衛生指導結
キーボード 全体の労働者数の内数で入力す ム

る。
果等情報から上書きされる。

労働者数（特別1) キーボード
本省から特別の指示があった場 監督結果等情報、安全衛生指導結
合に入力する。 果等情報から上書きされる。

労働者数（特別2) キーボード
本省から特別の指示があった場 監督結果等情報、安全衛生指導結

合に入力する。 果等情報から上書きされる。

労働者数（企業全
キーボード

企業全体の労働者数を概数で入 監督結果等情報、安全衛生指導結
体） カする。

ム
果等情報から上書きされる。

時間及び分を入力する。また、週
監督結果等情報、労働条件関係情

週所定労働時間 キーボード
所定労働時聞を入力した最新年

月日が「週所定労働時間J欄の右
ム 報、就業規則情報及びアンケート

側に表示される（注3）。
帳票入力情報から上書きされる。

店社 選択
店社コードが設定されている店

ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

社を選択入力する。 果等情報から上書きされる。
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・過半数に満たない労働組合があ

る場合一「労働組合有りJ
・過半数の労働組合がある場合一

監督結果等情報から上書きされ
労働組合 選択 「過半数組合有りJ ム

・労働組合がない場合一「労働組
る。

合無し」
を選択入力する白

「基準協会J、「建災防」、「林災
関係団体 選択 防J、「陸災防J、「港湾」のうち核 複数の選択が可能である。

当するものを入力する。

事業主団体 キーボード
事業場が加入している関係団体

以外の事業主団体を入力する。

【事業場基本情報】［事業場情報2］タブ

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

本社所在地 キーボード
当核事業場が本社でない場合に

本社所在地を入力する。

主要業務・製品名 キーボード 主要業務・製品名を入力する。

参考事項 キーボード
参考となる事項を入力する（300

字以内）。

（注1)

事業場区分が「事業場」及び「寄宿舎」の場合は必須入力項目である。

（注2)

下表に掲げる業種（鉱業すべて）が小分類まで選択されている場合に選択入力が可能である。

表 「鉱山保安法の適用J選択入力が可能となる該当業種一覧

項番 大分類 中分類 小分類

I 
石炭鉱業

一般石炭鉱業

2 その他の石炭鉱業

3 採石業

4 土石採取業 砂利採取業
鉱業

その他の土石採取業5 

6 金属鉱業

7 その他の鉱業 石油等鉱業

8 その他の鉱業ーその他

（注3)

「週所定労働時間」欄の右側には、事業場基本情報の登録又は監督結果等情報、労働条件関係情報、就業規則情報及

びアンケート帳票入力情報の登録により、同欄が上書きされた最新年月日が表示される。

なお、年月日の基準となるのは、情報ごとに以下のとおりである。

情報名 基準年月日

事業場基本情報 受録年月日

監督結果等情報 登録年月日

労働条件関係情報 登録年月日

就業規則情報 登録年月日

アンケート帳票入力情報 登録年月日
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※ 「入力契機」欄の記号について
ム：事務処理上、必須入力項目

空欄・必要に応じて入力する項目
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別表3
【事業場基本情報】［委託者情報］タブ

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

委託業務に係る物品製造業基と擬準

業種 選択
制して労働基準局報告例規 。監督結果等情報から上書きされ
業種分類表の小分類までを選択 る。
入力する。

委託業務 キーボード
委託している業務を具体的に入

ム
監督結果等情報から上書きされ

カする。 る。

家内労働者数（男） キーボード
男性の家内労働者数を入力す

ム
監督結果等情報から上書きされ

る。 る。

家内労働者数（女） キーボード
女性の家内労働者数を入力す

ム
監督結果等情報から上書きされ

る。 る。

家内労働者数（営
キーボード

営業所全体の家内労働者数を入 。監督結果等情報から上書きされ
業所全体） 力する。 る。

家内労働者数（年
年少者の家内労働者数を営業所

監督結果等情報から上書きされ
キーボード 全体の家内労働者数の内数で入 ム

少者）
カする。

る。

※ 「入力契機」欄の記号について

o’登録上、必須入力項目
ム：事務処理上、必須入力項目

' 
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別表4
【監督結果等情報】

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

事業場基本情報の業務選択メ

事業場区分 自動入力 ニューで選択した監督実施対

象に応じて自動表示される。

委託業務 自動入力
事業場基本情報の委託者情報

ム
から自動表示される。

労働保険番号 自動入力
事業場基本情報から自動表不

される白

登録区分 自動入力
事業場基本情報から自動表示

される。

事業場名（カナ） 自動入力
事業場基本情報から自動表示 「寄宿舎Jの場合は変更可能で
される。 ある。

事業場名（漢字） 自動入力
事業場基本情報から自動表不 「寄宿舎jの場合は変更可能で

される。 ある。

所在地 自動入力
事業場基本情報から自動表示 「寄宿舎」の場合は変更可能で

される。 ある。

業種
自動入力 事業場基本情報から自動表不

選択 される。
ム 変更可能である。

監督年月日 選択
監督年月日を「日付入力ダイア 。
ログJ画面で入力する。

監 監督官氏名 キーボード
監督官氏名を入力する（20字以

替 内）。

結 「定期監督J、「災害時監督」、
果

等 監督等種別 選択
「災害調査J、「申告監督」、「再 。

情
（再々）監督」のいずれかを選

報
択入力する。

監 ①コード内容は局で設定して
督 局で設定したコードを選択入
結
監督重点対象 選択 ム

b、る。

カする。 ②監督等種別が「定期監督」の
果 場合は必須入力である。
情 本省で設定した特別監督対象
報
特別監督対象

に該当する事業場を監督した
1 1及び特別監 選択 ム

コード内容は本省で設定して

督対象2
場合は、コード内容を選択入力 いる。

する。

面接者職氏名 キーボード
面接者職氏名を入力する（25 データベースには保存されな

字以内）。 し、。

「完結」、「要再監」、「要確認」、

署長判決 選択 「要是正報告Jのいずれかを選
択入力する。

是正状態 選択
再（再々）監督の結果の是正状 。監督等種別が「再（再々）監督J
態を選択入力する。 の場合は必須入カである。

監

督

結

果
労働者数

自動入力 事業場基本情報から自動表示
変更可能である。変更する場合

情 キーボード される。
ム は、全体の人数は必須入力であ

報
る。

2 
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外国人労働者
外国人労働者が雇用されてい

選択 る場合に、雇用区分に応じて選 !'!. 
雇用区分

択入力する。

週所定労働時 自動入力 事業場基本情報から自動表示
ム 変更可能である。

間 キーボード される。

監
電話番号

自動入力 事業場基本情報から自動表示
ム 変更可能である。督 キーボード される。

結

果
選択 「時間額J、「日額J、「月額jの情 最も賃金の低 ム 変更可能である。

報 い者の額 キーボード いずれかを選択入力する。

3 
自動入力 事業場基本情報から自動表示

店社 ム 変更可能である。
選択 される。

代表者職氏名
自動入力 事業場基本情報から自動表不

ム 変更可能である。
キーボード される。

労働組合
自動入力 事業場基本情報から自動表不

ム 変更可能である。
選択 される。

監督指導の結果、違反を指摘し

法、令、則 選択 た法律、政令、省令の名称及び ム
条項を選択入力するロ

派遣法に係る事案については

派遣法 選択 派遣法の適用条項を選択入力 ム
する。

法条項を入力した条文で、措置

措置内容 選択 をとった場合は、選択入力す ム
る。

是正勧告又は使用停止等命令

で指示した是正年月日を「日付

入力ダイアログJ画面で入力又

是正期日 選択
は「即目寺J、「是正済」、「今後」

違
のいずれかを選択入力する。

反
なお、「確認までの間」とした

条
場合は、当該欄を選択入力す

項
る。

是正確認年月日 選択
是正確認年月日を「日付入力ダ

イアログJ蘭商で入力する。

外国人労働者に係る違反があ
複数の選択が可能である。な

お、「技能実習生」、「不法就労
外国人労働者に係

選択
る場合に「外国人J、「技能実習

ム 者」のいずれかを選択入力した
る違反 生」、「不法就労者Jのうち該当

場合には、自動的に「外国人」
するものを選択入力する。

も選択される。

安衛法第99条の規定に基づき、

画面下部の「措置内
緊急措置命令書又は警告書を

違反法条項の選択入力は要し
選択 交付した場合には、「緊急措置 ム

ない。容j欄
命令書交付J又は「警告書交付J
を選択入力する。

監督指導の結果、指導栗又は、

指指導事項 選択
通達で指示された専用指導文

ム
導 書で指導した事項を選択入力

事 する。

項 監督指導の結果、改善基準の違

告示違反事項 選択 反を指摘した事項を選択入力 ム
する。
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参

考

事

項 参考事項・意見 キーボード

意

見

※ 「入力契機」欄の記号について

0 ・登録上、必須入力項目
ム．事務処理上、必須入力項目

空欄：必要に応じて入力する項目

一 自動的に入力が行われる項目

参考事項・意見を入力する
(1400字以内）。

ム
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別表5

【下請情報】

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

下請店社の名称をカナで入力す

事業名（カナ） キーボード
る。なお、事業場名（漢字）を先 。
に入力すると、カナが自動表示さ

れる（80字以内）。

事業名（漢字） キーボード
下請店社の名称を漢字で入力す 。
る（80字以内）。

所在地 キーボード 下請店社の所在地を入力する。 ム 都道府県から入力する。

労働基準局報告例規基準業種分

業種 選択 類表の小分類までを選択入力す ム

る。

労働者数（企業全
キーボード

下請店社全体の労働者数を入力
ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

体） する（日桁）。 果等情報から上書きされる。

郵便番号 キーボード 所在地の郵便番号を入力する。 ム

電話番号 キーポ」ド
最大 16桁まで入力可能

ム
監督結果等情報、安全衛生指導結

（番号聞には「ー」を記入） 果等情報から上書きされる。

代表者職氏名 キーボード
下請店社の代表者職氏名を漢字

tc. 
監督結果等情報、安全衛生指導結

で入力する（30字以内）。 呆等情報から上書きされる。

下請店社が廃止された場合に廃

廃止年月日 選択 止年月日を「日付入力ダイアロ ム

グ」画面で入力する。

※ 「入力契機」欄の記号について
0 ・登録上、必須入力項目
ム：事務処理上、必須入力項目
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別表6
【家労法関係の監督結果等情報の釜録】

違反状況 事業場 委託者

家の
違反なし 。

内場
家労法違反のみ 。

労合

働
家労法違反及び家労法以外の違反 。 。

監
督

家労法以外の違反のみ 。 。
家で
違反なし 。

内な
家労法違反のみ 。 。

労い

働場
家労法違反及び家労法以外の違反 。 。

監合

菅
家労法以外の違反のみ 。

（注）

O印は登録
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別表7

【法令名略語表】
法令名 略語

－労働基準法 労基法

－労働安全衛生法 安衛法

－最低賃金法 最賃法

・じん肺法 じん肺法

－家内労働法 家労法

－賃金の支払の確保等に関する法律 賃確法

－作業環境測定法 測定法

－炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法 c O法

・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律 派遣法

－労働安全衛生法施行令 安衛令

－家内労働法施行規則 家労則

－事業附属寄宿舎規程 寄宿程

・建設業附属寄宿舎規程 建寄程

・労働安全衛生規則 安衛則

・ボイラー及び圧力容器安全規則 ボイラー則

・クレーン等安全規則 クレーン則

・ゴンドラ安全規則 ゴンドラ則

－有機溶剤中毒予防規則 有機則

－鉛中毒予防規則 鉛則

－四アノレキノレ鉛中毒予防規則 四アノレキル則

－特定化学物質等障害予防規則 特化則

－高気圧作業安全衛生規則 高圧則

－電離放射線障害防止規則 電離則

－殴素欠乏症等防止規則 酸欠則

・事務所衛生基準規則 事務衛則

－粉じん障害防止規則 粉じん則

・石綿障害予防規則 石綿則

・じん肺法施行規則 じん肺則

－東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等
除染電離則

に係る電離放射線障害防止規則

-60・



別表8
【預金管理状況報告情報】
管理項目 記入内容 記入契機 備考

年度
元号は該当コードを記入するとともに、 。 1頁のみ必須入力である。
年を右づめで記入する。

報告が複数の帳票に及ぶ場合に報告帳
J、2、5』一三－ノ’ 票全体のうちの何ページ目にあたるか ム 帳票が1枚の場合は不要である固

を記入する。

総ページ 報告帳票の総枚数を記入する。 ム 帳票が1枚の場合は不要である。

労働保険番号 事業場基本情報と同じ要領で記入する。 。 1頁のみ必須入力である。
当該年度末の労働者数

当該年度末の労働者数を右づめで記入 。 1頁のみ必須入力である回
する。

区分
該当するコード（「1J、「2J、「3」）を 。 1ページのみ必須入力である。
記入する。

事業場の業種
事業場基本情報と同じ要領で中分類ま 。 ①職員記入欄
で記入する。 ②1頁のみ必須入力である白

「区分J欄が「1Jの場合に事業場の業
①職員記入欄

企業の業種
種と同じ要領で記入する。

ム ②「区分」欄が「1Jの場合は必
須入力である。

預金の種類 核当するコードを記入する。 。
貯蓄金管理協定に定めら

割扮厘毛を右づめで記入する。 。
れた預金の利率

当該年度末の預金額
当該年度末の預金額を右づめで記入す 。
る。

当該年度末の預金者数
当該年度末の預金額を右づめで記入す 。
る。

当該年度中の預金の保圭
骸当する項目に「 IJを記入する。 「当該年度中の預金の保全の状の状況 。 況Jと「保全措置不要の特殊法人

保全措置不要の特殊法人
核当する場合に「 IJを記入する固 等」のいずれかは必須入力である。

等

通し番号
続紙を使用する場合に通し番号を右づ

ム
めで記入する。

OCI Rで読み取った帳票の通し番号
であり、帳票の裏面に印字される。 oc 

当該番号を入力するだけで容易に
帳票読取通番 I R装置番号（暑単位）、年月日（西暦）、

通番（日単位）と「ーJを組み合わせた
検索が行える。

16桁で構成される。

事業場基本情報に関連付けを行った場

事業場名（漢字） 合に、関連付けられた事業場名が表示さ

れる。

（注）

預金管理状況報告情報は、使用者が職員記入欄以外を記入して報告するものである。

※ 「入力契機J欄の記号について
0 ：登録上、必須入力項目
ム：事務処理上、必須入力項目

－自動的に入力が行われる項目
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別表9
【司法事件情報】

恒畳瞳
新規

登録

入力内容入力方法入力項目

。
。× × 

。
。
× 。

× 。

× 。

× 。

× 。

被疑事実があった年月日を入力する。

送致（付）した年月日を入力する。

該当する場合に「下請J、「委託jのいずれか
が初期表示される。

事業場基本情報（司法事件情報の登録対象が

「下請事業Jの場合には、下詩情報）の内容
が自動表示される（80字以内）。

事業場基本情報（司法事神情報の登録対象が

「下請事業Jの場合には、下請情報）の内容
が自動表示される。

事業場基本情報（司法事件情報の登録対象が

「下請事業Jの場合には、下請情報）の内容
が自動表示される（65字以内）。

事業場基本情報（司法事件情報の壁録対象が

「下請事業Jの場合には、下請情報）の内容
が自動表示される。

司法事件情報の整録対象が「下請事業jの場

合には、元請事業場の事業場基本情報の内容

が自動表示される。

自動入力

自動入力

選択

選択

整理番号

送検局署

事件発生年月日

送検年月日

(1) 

(2) 

選択事業場種別

事業場名（カナ）
キーボード

事業場名（漢字）

キーボード労働者数

キーボード所在地

選択業種

ω実
行
為
者
所
属
事
業
場 元請事業場名 （:IJナ）

× 。キーボード

元請事業場名（漢字）

事業場基本情報（司法事件情報の登録対象が

「下請事業」の場合には、元請事業場の事業

場基本情報）の内容が自動表示される白

× 。キーボード労働保険番号

。送検する法律、政令、省令の名称及び条項を

選択入力する。
選択法、令、則

送
検
法
条
項

× 

派遣法 × ム
派遣法に係る事案については派遣法の適用

条項を選択入力守る。
選択

× 

× 

× 

。

ム

ム

選択

選択

選択

．．．．． 
．．．． 

．．． 

送
検
事
由
等

ω送
検
検
法
条
項
等

画
選
、
を
合
川

相

暗

ず

E

、
あ
凶
で
川

寄

t中
災自
の
削
切

品川
N昔
る
刷
れ
。

の
さ
る

件
示
す

事
表
力

法

に

入

司
面
択

起因物
× ム選択

事故の型

捜｜令状逮捕
査 E

種

類

× ム該当する場合に、その件数を入力する（2桁）。キーボード現行犯逮捕
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捜索

検証

「共同正犯J、「教唆j、「需助J、「特別司法監
管官」、「他局との合同捜査J、「他の捜査機関
との合同捜査J、「鑑定J、「下請事業者も送
致J、「元請事業者も送致」、「被疑者死亡」、「派

キーワード 選択
遣労働者」、「公務員」、「外国人労働者J、「不 。× 
法就労者J、「出稼労働者J、「パートタイム労
働者J、「自動車」、「賃金不払残業J、「過重労
働J、「立替払J、「退職金J、「木造建築J、「重
大災害J、「労災かくしJ、「該当なしJのいず
れかを選択入力する（複数選択可）。

法人等名（カナ）
キーボード

両罰規定の対象となる法人等名を入力する
ム

(80字以内）。
× 

法 法人等名（漢字）
(5) 人
処 等

本社所在地 キーボード 本社所在地を入力する（65字以内）。 ム × 

分 両 両罰規定の対象となる法人等が、別表 11の
対 罰 店社 選択 「店社＝ード表J中の建設店社に該当する場 ム × 
象
等

合に選択入力する。

実行行為者職名 キーボード
司法事件に係るすべての実行行為者につい 。× 
て、その職名を入力する。

(6) 司法事件を題目的に表現する。また、事案の
あ あらまし キーボード 公表を行った場合は「公表Jと入力する（40 。× 
ら 字以内）。
ま
し

事 事件の概要 キーボード 司法事件の概要を入力する（832字以内）。 。 × 
件

概
要

法人等名 キーボード
(5）の「法人等名」欄で登録した内容が初期

× ム × 
表示される。

「正式裁判確定（罰金）J、「略式裁判確定J、

処分結果 選択
「無罪確定」、「裁判係争中J、「裁判未済」、「起

× 6 × 
訴猶予」、「嫌疑不十分J、「罪とならず」、「そ
の他Jのいずれかを選択入力する恩

(7) 法 「最高裁判所」、「高等裁判所J、「地方裁判
処 人 所」、「簡易裁判所J、「家庭裁判所jのいずれ
分 等 かを選択入力する（「処分結果』欄で「正式
結 両 最終裁判所の種類 選択

裁判確定（罰金）J、「略式裁判確定」、「無罪
× ム × 

果 罰 確定Jを選択した場合は、本欄に入力がない
と登録は不可である）。

罰金額を入力する（「処分結果j欄で「正式

確定した罰金 キーボード
裁判確定（罰金）J、「略式裁判確定jを選択

× ム × 
した場合は、本欄に入力がないと登録は不可

である）。

実
行
実行行為者職名 キーボード

(5）の「実行行為者職名J欄で登録した内容
× 。× 

行 が初期表示される。
為
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者

処分結果 選択

最終裁判所の種類 選択

確定した刑期 キーボード

確定した罰金 キーボード

※ 「入力契機J欄の記号について
0 ・登録上、必須入力項目
ム．事務処理上、必須入力項目

空欄・必要に応じて入力する項目
一．自動的に入力が行われる項目

× ・入力不可の項目

「正式裁判確定（懲役）J、「正式裁判確定（嗣
金）J、「略式裁判確定J、「無罪確定J、「裁判
係争中J、「裁判未済J、「起訴猶予」、「嫌疑不 × 。× 
十分」、「罪とならずJ、「その他Jのいずれか
を選択入力する。

「最高裁判所」、「高等裁判所」、「地方裁判
所J、「簡易裁判所j、「家庭裁判所Jのいずれ
かを選択入力する（「処分結果J欄で「正式

× ム × 
裁判確定（懲役）」、「正式裁判確定（罰金）」、

「略式裁判確定」、「無罪確定」を選択した場
合は、必須入力である）。

実行行為者ごとに確定した刑期を入力する
（「処分結果J欄で「正式裁判確定（懲役）J × ム × 

を選択した場合は、必須入力である）。

実行行為者ごとに確定した罰金額を入力す
る（「処分結果」欄で「正式裁判確定（罰金）」、

× ム × 
「略式裁判確定Jを選択した場合は、必須入
カである）。

-64・



別表10
【統合処理表】

統合先の情報とは残すべき方の情報をいい、被統合の情報とは統合先に統合される情報をいう。統合後の最新の情報

は、統合先の情報と被統合の情報を比較していずれか新しい方の情報を自動的に選択する。

1 事業場基本情報

統合先の情報を残し、被統合の情報を削除する。ただし、「事業場自由設定J、「事業場自由設定数量Jについては、
統合先と重複している場合を除き、統合先に追加する。

2 監督結果等情報
被統合の情報を統合先に追加する。

3 安全衛生指導結果等情報

被統合の情報を統合先に追加するロ

4 労働条件関係情報
週所定労働時聞については、最新更新日時を統合先と被統合で比較して最新の情報を残し、就業規則届出履歴につ

いては、被統合の情報を統合先に追加する。それ以外の管理項目については統合先の情報を残し、被統合の情報を削

除する。

5 危険機械・有害業務情報
危険機械文は有害業務ごとの最新更新日時を統合先と被統合で比較して最新の情報を履歴を含めて残し、それ以外

の情報を削除する。

なお、作業主任者を選任すべき作業、就業制限業務、作業環境測定情報についても同様の処理である。

6 健康診断結果情報
被統合の情報を統合先に追加する。

7 安全衛生管理体制情報
被統合の情報を統合先に追加する。

8 司法事件情報

被統合の情報を統合先に追加する。

9 労働災害情報

被統合の情報を統合先に追加する。

10 じん肺管理対象者情報

被統合の情報を統合先に追加する。
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【店社コード表】

コード

703 

704 

706 

707 

708 

709 

7 1 0 

7 1 1 

7 1 2 

7 1 8 

7 1 9 

720 

7 2 1 

7 2 2 

7 2 3 

724 

事業場名

仁二二コ
亡三三ゴ
仁三三ゴ
仁二二二コ
仁二二コ
仁三三三ゴ
E二二コ
仁二二コ
仁三三ゴ

仁二二二コ
仁二二二コ
ヒ二二二ゴ
仁二二二コ
仁二二二コ

Fヲ

別表11

本社所在地
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788 

789 

790 

7 9 1 

792 

7 9 3 

7 9 9 

8 0 0 

8 0 1 

8 0 2 

804 1-
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別表12
【補完コード表】

1. 労基法

入力条項 補完コード 違反の内容

第32条 0 1 年少労働者に係る違反
第1項
第2項

第35条 0 1 年少労働膚に係る違反

第1項
第2項

第37条 なし 時間外の割増（中小企業）

第1項 0 1 時間外の割増（大企業）

0 2 時間外の割増（大企業・ 25～50%)
0 3 休日の割増

（注）

労基法第32条第1項及び第2項並びに第35条第1項及び第2項を入力する場合については、年少労働
者に係る違反以外の違反は補完コードを付さないこと。

2.安衛則

入力事項 補完コード 違反の内容

第23条第1項 0 1 根拠法が安衛法第17条第1項
0 2 根拠法が安衛法第18条第1項

第38 9条の2 02 ガス綾き等の装置

※第38 9条の2の2に該当

第64 2条の2 土石流関係
03 ※第642条の2の2第1項に該当
04 ※第642条の2の2第2項に該当
05 ※第642条の2の2第3項に該当
06 ※第64 2条の2の2第4項に該当

第65 5条 なし 下一つ以外のもの
0 1 足場の作業床（注文者）
0 2 丸太・鋼管足場の壁つなぎ（注文者）

3. 粉じん障害防止規則

入力事項 補完コード 違反の内容

第4条 0 1 屋内吹付け研磨作業において、密閉する設備又は局所排気装置のないもの

0 2 屋内型ばらし装置による作業において、密閉する設備又は局所排気装置のな

いもの
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別表13
【申告情報】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

管轄局署 自動入力 局署名が自動表示される。

申告処理台帳番号 自動入力
申告処理台帳を登録することによ 情報登録後にシステム内

り自動的に入力される。 で自動付与される。

「登録中J、 「整録済J、 「完結
（非移送） J、「決裁中（移送待） J 

処理状況 自動入力 又は「完結（移送済） Jのいずれ
か一つが、申告処理台帳の登録状

況に応じて自動的に入力される。

申告者の氏名をカナで入力する。

申告者氏名（カナ） キーボード
なお、申告者氏名（漢字）を先に

ム
入力すると、カナが自動表示され

る。

申告者氏名（漢字） キーボード 申告者の氏名を漢字で入力する白 。
申告者電話番号 キーボード 申告者の電話番号を入力する。 ム

申告者住所
選択 「所在地ダイアログJ画面より、

ム
キーボード 入力する。

画面
事業及び事業場の名称をカナで入

事業場の名称（カ
キーボード

カする。なお、事業場名（漢字）
ム

ナ） を先に入力すると、カナが自動表

示される。

事業の名称と事業場の名

事業場の名称（漢 事業及び事業場の名称を漢字で入
称はz，，.ス空ける。

選択 。 事業の名称が共同企業体
字） カする自

の場合は、構成事業場名間

を1＂＇ス空ける。

事業場所在地
選択 「所在地ダイアログ」函面より、

ム
キーボード 入力する。

事業場電話番号 キーボード 事業場の電話番号を入力する。 ム

受理年月日 選択
「日付入力ダイアログ」画面より、 。
入力する。

処理着手年月日 選択
「日付入力ダイアログ」画面より、

ム
入力する。

4帳情報田角
受付者氏名 キーボード 監督官氏名を入力する。

担当者氏名 キーボード 監督官氏名を入力する。

プタ
「日付入力ダイアログ」画面より、 ム

（注）「完結区分Jを選択し、
函 完結年月日 選択 入力している場合には、必
面 入力する。 （注）

須入力項目となる。

「未完結J、 「解決J、 「司法J、
（注）「完結区分jを選択し、

完結区分 選択
「立替払J、 「移送」、 「その他J ム

登録することにより、「処
のいずれかの項目を選択し、入力 （注）

理状況」欄が変更される。
する。
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複数名による申告 選択
「複数名による申告J欄を選択し、
申告者氏名欄に氏名を入力した者 ム

外 名 キーボード
以外の申告者の数を入力する白

申告者の氏名を明
選択

「諾」又は「否」のいずれかの項
ム

らかにすること 目を選択し、入力する。

事業場内の地位 キーボード
申告者の事業場内の地位を入力す

ム
る。

「正社員J、 「ノぐート」、 「派遣

就労形態 選択
労働者J、 「有期契約労働者」、
「その他Jのいずれかの項目を選
択し、入力する。

「自動者運転者J、「技能実習生J、
「外国人労働者J、 「障がい者で
ある労働者」、 「介護労働者」、

労働者の種別 選択 「年少者」、 「出稼労働者」又は ム

プタ 「不法就労者Jのいずれかの項目
に該当する場合には、該当する項

画面 目を選択し、入力する。

「口頭」、 「文書J又は「移送J
申告の経緯 選択 のいずれかの項目を選択し、入力 ム

する。

倒産による賃金不
選択

立替払の対象となることが予想さ
ム

払 れる場合には、選択し、入力する。

認定申請期限年月
選択

「日付入カダイアログ」画面より、
ム

日 入力する．

関連労働相談票有
相談情報に基づき申告情報を登録

無
自動入力 した場合には、 「有」が自動表示

される。

「事業場基本情報」と関連付けて

事業場キー 自動入力 いる場合には、自動的に表示され

る。

労働基準局報告例規基準業種分類

を選択し、入力する。業種分類の

「大分類」コードは必須入力、業

積分類の1号（製造業）、 2号（鉱
業）、 3号（建設業）、 4号（運
輸交通業）、 5号（貨物取扱業）、 （注）「完結区分J欄を「未
6号（農林業）、 7号（畜産・水 完結」以外の「解決J、「司

事業の種類 選択
産業）、 13号（保健衛生業）、 14 ム 法」、「立替払」、「移送J、
号（接客娯楽業）、 17号（その他 （注） 「その他Jのいずれかの項
の事業）については「中分類」コ 目を選択した場合、必須入

ードが必須入力である。申告事案 カ項目となる。

が家内労働事案である場合には、
1-8号（化学工業）、 1-13号（ー

ブタ 般機械器具製造業）は「小分類J
コードが必須入力である（必須入

画面 カに関し、備考参照）。

事業の代表者 キーボード 事業の代表者職氏名を入力する。 ム

労働者数 キーボード
事業場全体の労働者数を入力す

ム
る。

労働組合 選択
「有J又は「無Jのいずれかの項

ム
目を選択し、入力する。

申告事項 キーボード
主要な申告事項を入力する（400字 。
以内）。
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申告事項に関し違反があった場合

違反有、違反無 選択
には、違反有を、申告事項に闘し ム
違反がなかった場合には違反無を

選択し、入力する。

申告事項I；＇.：関し違反が認められた
ム
（注）「違反有Jを選択し、

法、令、貝lj 選択 法律、政令、省令の名称及び条項
（注）

入力している場合、必須入

違反条文

を選択し、入力する。 カ項目となる。

派遣労働暗について、派遣法の特

例により派遣先に違反が認められ

ブタ 派遣法 選択 た場合には、当該特例の根拠とな ム

画面
る派遣法の条項を選択し、入力す

る。

監督実施年月日 選択
被申告事業場に対する初回の申告

ム
監督実施年月日を入力する。

k処申同"' 

主要事項別申告事
労働基準局報告例規に基づき、主

項
選択 要事項別申告事項を選択し、入力 。

する。

理状況

プタ 主要事項別違反事
労働基準局報告例規に基づき、主

選択 要事項別違反事項を選択し、入力 ム
画面 項 する。

量豊
「監406報告例規一登録J

「監406報告例規 労働基準局報告例規に基づき、選
画面は、「不払等情報Jタ

一登録画面J
選択

択し、入力する。
ム プ画面の「入力年追加Jを

ブタ
入力し、選択することによ

り表示される。

画面

800字を超えて申告の

申告の内容 キーボード
申告の内容を入力する（備考参

ム
内容を入力する場合には、

照）固 「申告処理台帳別紙Jに入
カする。

喜出稼労働者賃金不 選択
出稼労働者の賃金不払事案に該当

ム

骨」Mの内骨

払事案 する場合には、選択し、入力する。

プタ 派遣労働者賃金不 選択
派遣労働者の賃金不払事案に該当

ム

聞面
払事案 する場合には、選択し、入力する。

家内労働事案 選択
家内労働事案に該当する場合に

ム
は、選択し、入力する。
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公益通報 選択
公益通報事案に該当する場合に

は、選択し、入力する。

移送 選択
申告情報を他署に移送する場合、

選択し、入力する。

受理局署 自動入力 局署名が自動表示される。

言
処理局署 選択

移送先の局署名を選択し、入力す
る。

ブタ 処理経過直接連絡 選択
「諾J又は「否Jのいずれかの項
目を選択し、入力する。

函面
申告処理台帳付表を入力し、登録

付表の有無 自動入力 している場合、 「有」と自動表示

される。

発出番号 キーボード 発出番号を入力する。

※ 「入力契機J欄の記号について
0 登録上、必須入力項目

ム 。事務処理上、必須入力項目
自動的に入力が行われる項目

空欄． 必要に応じて入力する項目
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ム
（注）申告情報を他署に移

（注）
送する場合、必須入力項目

である。

ム
（注）「移送Jを選択し、入

（注）
力している場合、必須入力

項目となる。

ム
（注）「移送Jを選択し、入

（注）
力している場合、必須入力

項目となる。

ム
（注）「移送」を選択し、入

（注）
カしている場合、必須入力

項目となる白



別表14
【相談情報を基にした申告情報の登録】

相談情報の項目 申告処理台帳の該当項目 備考

1 事業場名 事業場の名称（漢字） 最大80宇まで表示される。

2 代表者職氏名 事業の代表者

3 業種 事業の種類

4 相談者氏名 申告者氏名（漢字）

5 住所 申告者住所

「自宅Jが入力されている場合には、

6 電画話面番に号（「相談者の情報J帯タブ 申告者電話番号 自宅の電話番号が表示される。 「携

ある「自宅J、 「携 」） 帯」のみが入力されている場合は携

帯の電話番号が表示される。

7 所在地 事業場所在地

8 電話番号（事業場の電話番号） 事業場電話番号

9 労働組合 労働組合
相談情報で「不明」を選択した場合

には、表示されない。

10 氏名の公表
申告者の氏名を明らかにするこ

と

11 就労形態 就労形態
相談情報で「不明・未確認」を選択

した場合には、表示されない。

12 労働者の種別 労働者の種別

13 相談の内容（詳細） 申告の内容 800字までが表示される。
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別表15
【申告処理台帳付表】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

申告者の氏名 キーボード 申告者の氏名を入力する。 ム

就労（派遣）時の申告者の住所
選択 「所在地ダイアログ」画面よ

ム
キーボード り、入力する。

出稼労働者の賃金不払事案の

申告者の就労形態 選択
場合は「就労」、派遣労働者の

ム
賃金不払事案の場合は「派遣」

を選択し、入力する。

最上位の元請 キーボード
最上位の元請事業場を入力す

ム
る。

工事の名称 キーボード 工事の名称を入力する。 ム

建 選択 「所在地ダイアログJ画面よ
設 所在地

キーボード り、入力する。
ム

1 、

建 「日付入力ダイアログ」より、
設 工事期間 選択

入力する。
ム

2 

就労の際の紹介者 キーボード 就労の際の紹介者を入力する。 ム

プタ
被申告者の上位系列

キーボード
被申告者の上位系列関係を入

ム
関係 力する。

画面

派遣先事業場 キーボード 派遣先事業場名を入力する。 ム

当該派遣労働者を直
当該派遣労働者を直接指揮命

接指揮命令する者の キーボード ム
職氏名

令する者の職氏名を入力するロ

霊所在地 選択 「所在地ダイアログJ画面よ
ム

キーボード り、入力する。

派遣業務内容 キーボード
派遣先事業場の業務内容を入

ム
カする。

派遣期間 キーボード 派遣期聞を入力する。 ム

雇用（派遣）期間 キーボード
申告者の雇用（派遣）期聞を入

ム
カする。

契約時 賃金計算期間 キーボード 賃金計算期間を入力する固 ム

の

働条件」労

賃金支払日 キーボード 賃金支払日を入力する。 ム

賃金形態（定額・出来高） 賃金形態（定額・出来高）及び

画面プタ

及び賃金額（計算方法・手 キーボード 賃金額（計算方法・手当等）を ム
当等） 入力する。

雇入通知書・就業条件を明 「有」又は「無Jのいずれかの
示した書面

選択
項目を選択し、入力する。

ム
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退職。吊郷）年月日 キーボード

金支払賃

向上の理由と、そのときの
の 使用者との折衝及び徒用者 キーボード

過請経求
の回答

プタ 退職（復職）後の使用者に

画面
対する請求の有無とその内 キーボード

容

不払賃金について キーボード

ブタ
不払額の計算基礎と

キーボード

画面

なる期間

不払額の計算内訳 キーボード

訳

賃金から控除を予定

控除
されているもの及び

選択
返済すべきものの有

『

返種別済内

無

種別内訳金額 キーボード
訳

プタ

画面

不払に対する使用者
選択

そ の態度
の
他

備考 キーボード

※ 「入力契機J欄の記号について
0 : 登録上、必須入力項目
ム ： 事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目

空欄 必要に応じて入力する項目

退職（帰郷）年月日を入力する。 ム

退職（帰郷）年月日の理由と、

そのときの使用者との折衝及

び使用者の回答を入力する。な ム
お、請求・回答の年月日を付記

する（240字以内）。

退職（復職）後¢使用者に対す

る請求の有無とその内容を入

カする。なお、請求時の日付を
ム

付記する（240字以内）。

不払となっている賃金の総額
ム

を入力する（60字以内）。

不払額の計算基礎となる期間
ム

を入力する。

不払額の計算内訳を入力する
ム

(665宇以内）。

「有」又は「無Jのいずれかの
ム

項目を選択し、入力する。

賃金から控除を予定されてい

るもの及び返済すべきものが
ム

ある場合、種別内訳金額を入力
する（350字以内）。

「認めている」又は「認めてい

ないJのいずれかの項目を選択
し、入力する。 「証拠あり」又

は「証拠なし」のいずれかの項
ム

目を選択し、入力する。 「添付

書類ありj又は「添j寸書類なしj
のいずれかの項目を選択し、入

カする。

特記すべき事項等を入力する
ム

(385字以内）。
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別表16
【認定申請情報】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

受付局署 自動入力 局署名が自動表示される。

台帳番号 自動入力
認定申請情報を登録することにより 情報登録後にシステム

自動的に入力される。 内で自動付与される。

申請書受付日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、 。 （注）操作時の年月日が
入力する。 （注） 初期表示されている。

「申請書受付J、 「復命書作成中J、
「処分確定J、 「移送済J又は「受

状態 自動入力 付済Jのいずれか一つが、認定申請
情報の登録状況に応じて自動的に入

カされる。

申請者の氏名をカナで入力する。

申請者氏名（カナ） キーボード なお、申請者氏名（漢字）を先に入
カすると、カナが自動表示される。

申請者氏名（漢字） キーボード 申請者の氏名を漢字で入力するロ 。
申告番号 自動入力

「申告情報」と関連付けている場合

には、自動的に表示される。

申請者住所
選択 「所在地ダイアログ」画面より、入 。
キーボード カする。

画面 申請者郵便番号 キーボード 申請者住所の郵便番号を入力する。

申請者電話番号 キーボード 申請者の電話番号を入力する。

本社の名称をカナで入力する。

本社名称（カナ） キーボード なお、本担：名称（漢字）を先に入力
すると、カナが自動表示される。

本社名称（漢字） キーボード 本社の名称を漢字で入力する。 。
本社住所

選択 「所在地ダイアログJ画面より、入 。
キーボード 力する。

本社郵便番号 キーボード 本社住所の郵便番号を入力する。

本社電話番号 キーボード 本社の電話番号を入力する。

代表者職氏名（カ
代表者の氏名をカナで入力する。

キーボード なお、代表者氏名（漢字）を先に入
ナ）

カすると、カナが自動表示される。

代表者職氏名（漢
キーボード 代表者の氏名を漢字で入力する。

字）

選択 「所在地ダイアログJ画面より、入
プタ
代表者住所

キーボード カする。

画面
代表者郵便番号 キーボード 代表者住所の郵便番号を入力する。

代表者電話番号 キーボード 代表者の電話番号を入力する。
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関連付け事業場 自動入力
「事業場基本情報」と関連付けてい

る場合には、自動的に表示される。

事業及び事業場の名称をカナで入力

事業場名（カナ） キーボード
する。

なお、事業場名（漢字）を先に入力

すると、カナが自動表示される。

事業場名（漢字） キーボード
事業及び事業場の名称を漢字で入力 。 事業の名称と事業場の
する。 名称は27ス空ける。

プタ
事業場所在地

選択 「所在地ダイアログJ画面より、入

画面 キーボード カする。
。

事業場郵便番号 キーボード
事業場所在地の郵便番号を入力す
る。

事業場電話番号 キーボード 事業場の電話番号を入力する。

退職年月日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、 。
入力する。

報詳細情
選択

「日付入力ダイアログJ画面より、
企業規模

キーボード
入力する。また、同日における資本

金額、労働者数を入力する。

プタ 事業活動の開始日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、

画面
入力する。

事業活動の停止日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、
入力する。

選択
「退職手当」、 「定期給与」を選択

未払賃金
キーボード

し、定期給与を選択した場合は、未

払となっている期間を入力する。

手形交換所取引停
選択

「日付入力ダイアログJ画面より、

詳細情報

止処分日 入力する。

手形の不渡日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、
入力する。

ブタ
「開催されたJ又は「開催予定」の

画面 債権者会議等の開

催
選択 項目を選択し、 「日付入力ダイアロ

グ」画面より、入力する。

事業主の行方不明
「家族を残してJ又は「家族を伴いJ

日
選択 の項目を選択し、 「日付入力ダイア

ログ」画面より、入力する。

不動産及び不動産
キーボード

事業主が所有している不動産及び不
抵当権の状況 動産抵当権の状況を入力する。

支払能力 動産の状況 キーボード
事業主が所有している動産の状況を

入力する。

プタ
売掛債権・預金・

キーボード
事業主が所有している売掛債権・預

画面

有価証券の状況 金・有価証券の状況を入力する。

借り入れて賃金を

支払える可能性の キーボード
事業主が借り入れを行って賃金を支

有無
払える可能性の有無を入力する。
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その他特記事項 キーボード 特記事項を入力する。

「申立て無しJ又は「申立て有りJ

そ のいずれかの項目を選択し、入力す

の る。

他」 「申立て有りJを選択した場合は、

プタ 選択
手続が行われている裁判所名を入力

裁判所の手続き
キーボード

し、 「申立種類Jは、 「破産手続開

画面 始」 「特別清算開始」、 「再生手

続開始J又は「更生手続開始」のい
ずれかの項目を選択し、入力する。

また、 「申立日」は、 「日付入力ダ

イアログ」画面より、入力する。

該当する添付資料を選択し（複数選

付窓添付資料
選択 択可）、入力する。 「その他Jを選
キーボード 択した場合は、添付資料名を入力す

る。

警報情 申告情報を他暑に移送する場合、選
移送先局署 選択

択し入力する。

タプ

蘭面
発出番号 キーボード 発出番号を入力する。

※ 「入力契機」欄の記号について
0 : 登録上、必須入力項目
ム ： 事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目

空欄： 必要に応じて入力する項目
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（注）認定申請情報を他

（注）
署に移送する場合、必須

入力項目である。

ム
（注）認定申請情報を他

（注）
署に移送する場合、必須

入力項目である。



別表17
【申告情報を基にした認定申請情報の堂録】

申告処理台帳の項目 認定申請情報の項目 備考

1 事業場キー 関連付け事業場

2 事業場の名称（カナ） 事業場名（カナ）

3 事業場の名称（漢字） 事業場名（漢字）

4 事業場所在地 事業場所在地

5 電話番号 事業場電話番号
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別表 18
【認定復命書情報】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

申請者氏名（漢字） 自動入力 認定申請情報の内容が自動表示される。 。
他署で認定申請書を受付し、移送された
場合に自動的に入力される。

経由局署 自動入力 なお、2回以上移送した認定申請情報の
場合、初回に移送した監督署と直前に移
送した監督署の局暑が自動表示される。

本社名称（カナ） 自動入力 認定申請情報の内容が自動表示される。 。
本社名称（漢字） 自動入力 認定申請情報の内容が自動表示される。 。

「一般産業」、 「卸売業j、 「サービス
業種 選択 業」又は「小売業Jのいずれかの項目を ム

選択し、入力する。

事業の内容 キーボード 事業の内容を具体的に入力する恩 ム

「1～29人J、「30～299人J又は「30日
規模 選択 人以上」のいずれかの項目を選択し、入 ム

カする。

号別 キーボード
労働基準局報告例規基準業種分類表の

ム
大分類の番号を入力する。

申請者住所
選択

認定申請情報の内容が自動表示される。 。
キーボード

申請者郵便
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

番号

プタ
申請者電話

キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム
番号

画面

本社住所
選択

認定申請情報の内容が自動表示される。 。
キーボード

本社郵便番
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

号

本報基情

本社電話番
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

号

労働組合 選択
「有」文は「無」の項目を選択し、入力

1』
する。

代表者職氏
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

名（カナ）

代表者職氏
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

名（漢字）

代表者住所
選択

認定申請情報の内容が自動表示される。 ム
キーボード

代表者郵便
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

番号

代表者電話
キーボード 認定申請情報の内容が自動表示される。 ム

番号
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代表者の所
選択

「明J又は「不明jの項目を選択し、入
ム

在 カする。

未払労働者
キーボード

賃金が未払となっている労働者数を入
ム

数 カする。

未払賃金額 キーボード
「定期賃金」、「退職手当j、「その他J

ム 概数可
ごとの金額を入力する。

「無J又は「有」の項目を選択し、入力
する。

「有Jを選択した場合、法的整理手続が
行われている裁判所及び支部名を入力

し、「申立種類」欄に、「破産手続開始J、
法律上の手 選択 「特別清算開始J、 「再生手続開始J又

ム
続 キーボード は「更生手続開始Jのいずれかの項目を

選択し、入力する。

また、 「申立日」欄に、 「日付入力ダイ

アログ」画面より、入力し、これが開始

決定された場合、 「決定日J欄に「日付

社本状況

入カダイアログJ画面より、入力する。

「無J又は「有」の項目を選択し、入力
する。

選択
「有Jを選択した場合、係争されている

解雇の係争
キーボード

裁判所名又は労働委員会名を入力する。 ム
また、 「提起日」欄に、 「日付入力ダイ

アログj画面より、入力し、「関係労働

者数」を入力する。

生産管理 選択
「有」又は「無Jの項目を選択し、入力

ム
する。

「有（継続中） J、 「有（終了） J又は
「無Jの項目を選択し、入力する。

債権者委員 選択 「有（継続中）」又は「有（終了） Jを
ム

会 キーボード 選択した場合、当該委員会の委員長に係

プタ
る「委員長氏名J、「電話番号」及び「住

画面

所Jを入力する。

賃金支払能力がな
選択

「当J又は「否Jのいずれかの項目を選
ムu、こと 択し、入力する。

不動産の有
選択

「有J又は「無Jのいずれかの項目を選
ム

盤 択し、入力する。

2ヶ月以内
「2ヶ月以内の処分見込」欄に、見込額

に賃金の支
自動入力 を入力した額が自動集計され、表示され

払に充てう

支払能力

る見込額計
る。

動産不
種類 選択

「土地J又は「建物Jのいずれかの項目
ム

を選択し、入力する。

プタ 評価額（千
キーボード 不動産の評価額を入力する。 ム

動産
円）

画面 「有J又は「無Jのいずれかの項目を選
抵当設定 選択

択し、入力する。
ム

債権額計（千
キーボード 債権額の合計額を入力する。 ム

円）

2ヶ月以内
2ヶ月以内の処分見込の有無を入力し、

選択 「有」を選択した場合、その額を入力す ム
の処分見込

る。
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備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

動産の有無 選択
「有」又は「無jのいずれかの項目を選

ム
択し、入力する。

2ヶ月以内
「2ヶ月以内の処分見込」欄に、見込額

に賃金の支
自動入力 を入力した額が自動集計され、表示され

払に充てう
る。

る見込額計

不動産 品目 キーボード 動産の名称を入力する。 ム

評価額 t千
動産 円）

キーボード 動産の評価額を入力する。 ム

差押・仮差押
「無J、 「有（差押）」又は「有（仮差

選択 押）のいずれかの項目を選択し、入力す ム
の有無

る。

2ヶ月以内
2ヶ月以内の処分見込の有無を入力し、

選択 「有Jを選択した場合、その額を入力す ム
の処分見込

る。

備考 キーボード 特記事項等を入力する。 ム

債権（売掛
支 金、預金、有

選択
「有J又は「無」のいずれかの項目を選

ム
払能力

価証券、受取 択し、入力する。
手形）の有無

2ヶ月以内

プタ に賃金の支
「2ヶ月以内の処分見込J欄に、見込額

自動入力 を入力した額が自動集計され、表示され

画面
払に充てう

る。
る見込額計

種類 キーボード 債権の種類を入力する。 ム

債権額（千
キーボード 債権額を入力する。 ム

債権
円）

「無J、 「有（差押） J又は「有（仮差
措 差押・仮差押 選択 押）のいずれかの項目を選択し、入力す ム

置状況
の有無

る。

差押金額（千
円）

キーボード 差押えされている金額を入力する。 ム

2ヶ月以内
2ヶ月以内の処分見込の有無を入力し、

選択 「有jを選択した場合、その額を入力す ム
の処分見込

る。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力するロ ム

措置（抵当権

設定、差押・
選択

「有」又は「無」のいずれかの項目を遷
ム

仮差押）の有 択し、入力する。
無
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当該資産の

番号ごとに、

抵当順位及

び抵当債権 当該資産の番号ごとに、抵当順位及び抵

額、差押・仮
キーボード

当債権額、差押・仮差押額、労働者への
ム

差押額、労働 担当見込時期・配当見込額等の状況を入

者への配当 カする。

見込時期・ W2 
当見込額等

の状況

事業主の資

産の労働者

への譲渡（支
キーボード

「有j又は「無」のいずれかの項目を選
ム

払のために 択し、入力する。

なした譲渡

に限る）

資産の種類 キーボード 譲渡した資産の種類を入力する。 ム

評価額（千
キーボード 譲渡した資産の評価額を入力する固 ム

円）

3ヶ月以内
キーボード 3ヶ月以内の回収見込額を入力する。 ム

譲渡

の回収見込

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

債務
「評価額J棚、「3ヶ月以内の回収見込J

言十 自動入力 欄に、見込額を入力した額が自動集計さ

れ、表示される。

債務の種類 キーボード 債務の種類を入力する。 ム

支払能力
金額（千円） キーボード 債務額を入力する。 ム

支払期日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、入力

ム
する。

タブ
備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

画面
計 自動入力

「金額（千円） J欄に、入力した額が自
動集計され、表示される。

第一会社（債

権債務を包
「有J又は「無」のいずれかの項目を選

括承継した 選択 ム
第二会社を

択し、入力する。

除く）設立

第二会社の
キーボード 第二会社の経営状況を入力する。 ム

経営状況

第 第二会社か

社会等

らの賃料支
第二会社からの賃料支払等による賃金

払等による キーボード
支払の見込を入力する。

[; 

賃金支払の

見込

資金借入れ
キーボード 資金借入、れ等の見込を入力する。 ム

等の見込

その他賃金

支払能力に
キーボード

その他賃金支払能力に関する付記事項
ム

関する付記 があれば、入力する。

事項
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労災保険の適用について、「適用J又は

労災保険の適用事
「任適jのいずれかの項目を選択し、入

選択 カする。「任適」を選択した場合は、「成 ム
業

立J又は「未成立」のいずれかの項目を
選択し、入力する。

プタ適用

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

「日付入力ダイアログJ画面より、入力

画面退職 選択
する。その判断の根拠について該当する

申請者の退職日 項目をすべて選択し、入力する。「その 。
日 キーボード

他」を選択した場合は、根拠とした資料

等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

申請期限 選択
「当J又は「否Jのいずれかの項目を選

ム
択し、入力する。

「日付入力ダイアログ」画面より、入力

選択
する。その判断の根拠について該当する

事業活動の停止日
キーボード

項目をすべて選択し、入力する。「その ム
他Jを選択した場合は、根拠とした資料
等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

事動

「日付入力ダイアログ」画面より、入力

選択
する。その判断の根拠について該当する

事業活動の開始日
キーボード

項目をすべて選択し、入力する。「その ム
他』を選択した場合は、根拠とした資料

プタ
等を入力する。

画面 備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

「有J又は「無Jのいずれかの項目を選
事業活動の停止日

選択
択し、入力する。その判断の根拠につい

前年間の事業活
キーボード

て該当する項目をすべて選択し、入力す ム
動 る。 「その他Jを選択した場合は、根拠

とした資料等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

申請1年前における資本の額又は出資
申請1年前におけ

選択
の総額について、入力する。その判断の

る資本の額又は出
キーボード

根拠について該当する項目をすべて選 ム
資の総額 択し、入力する。 「その他Jを選択した

」A業中1. 

場合は、根拠とした資料等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

タプ 申請1年前における労働者数について、
入力する。その判断の根拠について該当

画面 申請1年前におけ 選択
する項目をすべて選択し、入力する。「そ ム

る労働者 キーボード
の他」を選択した場合は、根拠とした資

料等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム
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「当J又は「否Jのいずれかの項目を選

選択
択し、入力する。その判断の根拠につい

事業活動の停止
キーボード

て該当する項目をすべて選択し、入力す ム
る。 「その他Jを選択した場合は、恨拠

葉動
とした資料等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

停止の
「当J又は「否Jのいずれかの項目を選

プタ 再開する見込みが 選択
択し、入力する。その判断の根拠につい

ないこと キーボード
て該当する項目をすべて選択し、入力す ム

画面 るロ 「その他Jを選択した場合は、根拠
とした資料等を入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

担当官意見 キーボード
事業の概要、倒産に至る経緯、判決につ

ム
いての要望及びその根拠等を入力する。

「担当官意見J欄が不足する場合や参考
その他参考事項 キーボード 事項で署長に復命すべき事項を入力す ム

るロ

画面プタ他署連関 別表22参照

「認定J、 「不認定J、 「取下げJ又は
処分区分 選択 「その他Jのいずれかの項目を選択し、 ム

入力する。

処分年月日 選択
「日付入力ダイアログ」画面より、入力

ム
する。

担当監督官・職・
キーボード 監督官職氏名を入力する。

氏名

対象退職期間 選択
「日付入力ダイアログ」画面主り、入力

認定結果

する。

不認定理由 キーボード 不認定理由を入力する。 ム

プタ 文書番号 キーボード 発出番号を入力する。 ム

画面
発出年月日 選択

「日付入力ダイアログJ画面より、入力
ム

する。

（注）認定処分を取

取消処分 選択
不正受給により、認定処分を取り消した ム り消した場合、必
場合に、選択する。 （注） 須入力項目であ

る。

（注）認定処分を取

取消処分年月日 選択
「日付入力ダイアログ」画面より、入カ ム り消した場合、必
するロ （注） 須入力項目であ

る。

※ 「入力契機J欄の記号について
0 : 登録上、必須入力項目
ム ・事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目
空欄 必要に応じて入力する項目
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別表19
【認定等事業場情報】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

自署で認定した場合は、自動的に表示さ
情報登録後にシス

台帳番号 自動入力
れる。それ以外の場合には、認定等事業

テム内で自動付与
場情報を登録することにより入力され

される．
る。

自署で認定した場合は、自動的に入力さ

れる。

他暑が認定した場合は、認定を行った局

署を選択し、入力する。

自動入力 破産等法律上の倒産事由に該当してい

認定等区分 選択 るものの、自暑において確認業務を行う 。
キーボード 必要がある場合は、決定が行われた裁判

所名を入力し、 「破産手続開始J、 「特
別清算開始J、 「再生手続開始」、 「更
生手続開始」のいずれかの項目を選択

し、入力する。

本社の名称をカナで入力する。

本社名称（カナ） キーボード なお、本社名称（漢字）を先に入力する 。
と、カナが自動表示される。

本社名称（漢字） キーボード 本社の名称を漢字で入力する。 。
『

本社住所
選択 「所在地ダイアログ」画面より、入力す

キーボード る。
。

本社郵便番号 キーボード 本社住所の郵便番号を入力する。 ム

本社電話番号 キーボード 本社の電話番号を入力する。 ム

関連付け事業場 自動入力
「事業場基本情報Jと関連付けている場

画面
合には、自動的に表示される。

事業場の名称をカナで入力する。

事業場名 （jJナ） キーボード なお、本社名称（漢字）を先に入力する 。
と、カナが自動表示される。

事業及び事業場の名称を漢字で入力す
事業の名称と事業

事業場名（漢字） キーボード 。 場の名称は2＂＜＇＂ス
る。

空ける。

事業場所在地
選択 「所在地ダイアログ」画面より、入力す 。
キーボード る。

事業場郵便番号 キーボード 事業場所在地の郵便番号を入力する。 ム

事業場電話番号 キーボード 事業場の電話番号を入力する。 ム

代表者職氏名 キーボード 代表者の氏名を漢字で入力する。

代表者住所地
選択 「所在地ダイアログ」画面より、入力す

キーボード る。

事業活動停止日 選択
「日付入力ダイアログj画面より、入力 。
する。
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申請書受付日 選択

処分年月日 選択

認定取消 選択

認定取消年月日 選択

確認申請予定数 キーボード

※ 「入力契機J欄の記号について
0 ・登録上、必須入力項目
ム 事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目

空欄． 必要に応じて入力する項目

「日付入力ダイアログj商面より、入力 。
する。

「日付入力ダイアログj画面より、入力 。
する。

（注）認定処分を取

不正受給により、認定処分を取り消した ム り消した場合、必

場合に、選択する。 （注） 須入力項目であ

る。

（注）認定処分を取

「日付入カダイアログ」画面より、入力 ム り消した場合、必
する。 （注） 須入力項目であ

る。

確認申請予定数を入力する。
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別表20
【確認申請情報】

入力項目 入カ方法 入力内容 入力契機 備考

受付局署 自動入力 局署名が自動表mされる。

台帳番号 自動入力 台帳番号が自動表示される。

申請書受付日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、入力 。 （注）操作時の年月
する。 （注）

日が初期表示され
ている。

「申請書受付」、「復命書作成中J、「処

状態 自動入力
分確定J、 「移送済J又は「受付済」の
いずれか一つが、確認申請情報の登録状
況に応じて自動的に入力される。

申請者の氏名をカナで入力するa
申請者氏名（;/Jナ） キーボード なお、申請者氏名（漢字）を先に入力す

ると、カナが自動表示される。

書i 
申請者氏名（漢字） キーボード 申請者の氏名を漢字で入力する。 。
申請者住所

選択 「所在地ダイアログ」画面より、入力す
キーボード る

。

画面
申請者郵便番号 キーボード 申請者住所の郵便番号を入力する。

申請者電話番号 キーボード 申請者の電話番号を入力する。

性別 選択
「男J又は「女Jのいずれかの項目を選
択し、入力する。

本社名称（カナ） キーボード
認定等事業場情報の内容が自動表示さ
れる。

本社名称（漢字） キーボード
認定等事業場情報の内容が自動表不さ 。
れる。

本社住所
選択 認定等事業場情報の内容が自動表示さ
キーボード れる。

。
本社郵便番号 キーボード

認定等事業場情報の内容が自動表不さ
れる。

本社電話番号 キーボード
認定等事業場情報の内容が自動表示さ
tもる。

関連付け事業場 自動入力
「事業場基本情報〉と関連付けている場
合には、自動的に表示される。

事業場名（カナ） キーボード
認定等事業場情報の内容が自動表示さ
れる。

事業場名（漢字） キーボード
認定等事業場情報の内容が自動表示さ 。
れる。

事業場所在地
選択 認定等事業場情報の内容が自動表市さ

プタ
キーボード れる。

。
商面 事業場郵便番号 キーボード

認定等事業場情報の内容が自動表示さ
れる。

事業場電話番号 キーボード
認定等事業場情報の内容が自動表示さ
れる。
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確認申請区分 選択
認定等事業場情報の内容が自動表不さ 。
れる。

破産等法律上の倒産事由に該当し、裁判

確認申誇項目 選択

所又は管財人等が証明事項の一部につ 。 （注）選択した事
いて証明した事案につき、残りの事項を

確認する場合に、自署で確認すべき事項 （注）
項が、必須入力項

目である。
を選択し、入力する。

申請日（申立日） 選択
認定等事業場情報の内容が自動表示さ 。 （注）認定の場合必
れる。 （注）

須入力項目であ

る。

詳」細情報

認定日（決定日） 選択
認定等事業場情報の内容が自動表示さ 。 （注）認定の場合必
れる。 （注）

須入力項目であ

る。

基準退職日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、入力 。 （注）認定の場合必

プタ

する。 （注）
須入力項目であ

る固

画 退職の事由 選択
「会社都合」又は「自己都合Jのいずれ

（注）更生手続の場

面 かの項目を選択し、入力する。
ム（注） 合必須入力項目で

ある。

生年月日 選択
「日付入力ダイアログJ画面より、入力 。 （注）認定の場合必
する。 （注）

須入力項目であ

る。

「基準退職日」と

「生年月日」が入

年齢
基準退職日における申請者の年齢を入

キーボード
力されていると、

カする。 基準退職日時点の

年齢が自動入力さ

れる。

退職金制度の加入 選択 「有J又は「無Jを選択し、入力する。

賃金種類 選択
「定期賃金J又は「退職手当Jのいずれ

（注）認定の場合必

かの項目を選択し入力する。
0 （注） 須入力項目であ

る。

支払期日 選択
「日付入力ダイアログ」画面より、入力 。 （注）認定の場合必
する。 （注）

須入力項目であ

る。

基本賃金 キーボード 基本賃金額を入力する。
。 （注）認定の場合必
（注）

須入力項目であ

る。

手当名 キーボード 手当名を入力する。

金額 キーボード 手当額を入力する。

ブタ 手当計 自動入力 手当額の合計額が自動表示される。

画面

賃金合計 自動入力
基本賃金と手当計の合計額が自動表示

される。

支払済額 キーボード 支払済額を入力する。
。 （注）認定の場合必
（注）

須入力項目であ

る。

未払賃金額 自動入力
「賃金合計Jから「支払済額Jを差し引
いた額が自動表示される。
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賃金合計 自動入力
賃金支払状況タプ画面の内容が自動表

示される。

賃金締切日 キーボード 賃金の締切日を入力する。

賃金支払状況タブ画面の内容が自動表
支払済額計 自動入力

示される。

賃金支払方法 選択
立

替払額

プタ

未払賃金額 自動入力

画面
雇入年月日 選択

限度額 自動入力

未払賃金総額又は

上限額のいずれか 自動入力

低い額

立替払額 自動入力

添付資料
選択

付料添資

キーボード

言報
移送先局署 選択

ブタ

画面
発出番号 キーボード

※ 「入力契機J欄の記号について
0 : 登録上、必須入力項目
ム ： 事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目

空欄・ 必要に応じて入力する項目

「月給J、 「週給J、 「日給」、 「時間
給J、 「出来高制Jから選択し、入力す
る。これら以外の場合、 「その他」に支

払方法を具体的に入力する。

賃金支払状況タプ画面の内容が自動表

示される。

「日付入力ダイアログJ画面より、入力
する。

詳細情報タプ画面の「年齢」に応じた限

度額が自動表示される。

申請人に応じた額が自動表示される。

立替払額が自動集計され、表示される。

該当する添付資料を選択し（複数選択

可）、入力する。 「その他」を選択した

場合は、添付資料名を入力する。

申告情報を他署に移送する場合、選択し

入力する。

発出番号を入力する。
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（注）確認申請情報

ム を他署に移送する
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（注）確認申請情報

ム を他署に移送する

（注） 場合、必須入力項

目である。



別表21
【確認復命書情報】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

台帳番号 自動入力 台帳番号が自動入力される。

情報登録後にシ
確認通番 自動入力

確認復命書情報を登録することにより
ステム内で自動

自動的に入力される。
付与される。

最終 選択
当該事業場について最終の確認復命書

ム
を作成する際に選択する。

申請者氏名（カナ） キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

申請者氏名（漢字） キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 。
申請者住所

選択
確認申請情報の内容が自動表示される。 。

キーボード

本社名称（カナ） キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

本社名称（漢字） キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 。
本社住所

選択
確認申請情報の内容が自動表示される。 。

キーボード

本社郵便番号 キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

号別 キーボード
労働基準局報告例規基準業種分類表の

ム
大分類の番号を入力する。

「l～29人J、「30～299人J文は「300
企業規模 選択 人以上」のいずれかの項目を選択し、入 ム

カする。

代表者職氏名 キーボード 代表者職氏名を入力するc ム

プタ
関連付け事業場 自動入力 確認申請情報の内容が自動表示される。

画面

事業場情報

事業場名（カナ） 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

事業場名（漢字） 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 。
選択

事業場所在地
キーボード

確認申請情報の内容が自動表示される。 。
事業場郵便番号 キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

確認申請区分
選択

確認申請情報の内容が自動表示される。 。
キーボード

認定申請日（申
選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

立日）

認定日（決定日） 選択 確認申請情報の明容が自動表示される。 ム

詳細情報 雇入年月日 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

基準退職日 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

退職の事由 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

生年月日 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

年齢 キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム
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「有J又は「無Jのいずれがの項目を選
択し、入力する。

退職金制度の加
「有」を選択した場合、加入している制

選択 度について、 「中小企業退職金共済制 ム
入

度」、 「適格退職年金制度」、 「特定退

職金共済制度j、 「調整年金制度J又は
「その他Jから選択し、入力する。

賃金種類 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

未払賃

支払期日 選択 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム

未払賃金額 キーボード 確認申請情報の内容が自動表示される。 ム
金額
通知区分 自動入力 確認申請情報の内容が自動表示される。

未払賃金額合計 自動入力 未払賃金額の合計が自動集計される。

限度額 自動入力
詳細情報タプ画面の「年齢」に応じた限

度額が自動表示される。

未払賃金総額又
通 は上限額の低い 自動入力 申請人に応じた額が自動表示される。

知書情報」

額
立

替払額
立替払額 自動入力 立替払額が自動集計され、表示される。

タ 支払済額 自動入力 確認申請情報の内容が自動表示される。
プ

画面 支払済額を差し
自動入力 確認申請情報の内容が自動表示される。

引いた立替払額

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

その判断の犠拠について該当する項目

1年以上の事業活動
選択 をすべて選択し、入力する。 「その他」

ム
キーボード を選択した場合は、根拠とした資料等を

入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

申請日（申立日） 選択
「当署で認定J、「暑の認定通知書（控）J、

根判拠断

認定日（決定日） キーボード
「破産等の申立書（写）及び決定書（写） ム
のいずれかの項目を選択し、入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

その判断の根拠について該当する項目
プタ
基準退職日

選択 をすべて選択し、入力する。 「その他J
ム

画面
キーボード を選択した場合は、根拠とした資料等を

入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

その判断の根拠について該当する項目

未払賃金の額
選択 をすべて選択し、入力する。 「その他J

ム
キーボード を選択した場合は、根拠とした資料等を

入力する。

備考 キーボード 参考とする事項があれば、入力する。 ム

~s 
担当官意見 キーボード

判決についての要望及びその根拠等を
ム

入力する。

担当官意見欄が不足する場合や事案に

その他参考事項 キーボード 関する参考事項で署長に復命すべき事
項を入力する。
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詩面タ他連

処分区分 選択

処分年月日 選択

来署依頼日時 選択

発出年月日 選択

交付年月日 選択

確語呆
立替払完了日 選択

担当官職氏名 キーボード

プタ
不確認事項 キーボード

画面
不確認理由 キーボード

取消処分 選択

取消処分年月日 選択

入力契機J欄の記号について

0 登録上、必須入力項目

ム ・ 事務処理上、必須入力項目
自動的に入力が行われる項目

空欄・ 必要に応じて入力する項目

別表22参照

「確認」、 「不確認J又は「取下げ」の
いずれかの項目を選択し、入力する。

ム

「日付入力ダイアログJ画面より、入力
ム

する。

「日付入力ダイアログ」画面より来署日
ム

及び呼び出し時間を入力する。

「日付入力ダイアログ」画面より、入力
ム

する。

「日付入力ダイアログJ画面より、入力
ム

する。

「日付入力ダイアログJ画面より、入力
ム

する。

監督官職氏名を入力する。

不確認事項を入力する。 ム

不確認理由を入力する。 ム

（注）確認処分を

確認処分を取り消した場合や確認処分
取り消した場合

の変更を行った場合に、選択し、入力す
ム や確認処分の変

る。
（注） 更を行った場合、

必須入力項目で

ある。

（注）確認処分を

取り消した場合

「日付入力ダイアログJ画面より、入力 ム や確認処分の変
する。 （注） 更を行った場合、

必須入力項目で

ある。
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【調査依頼／認定通知】

入カ項目 入力方法

依頼元局署 自動入力

状態 自動入力

通知先登録
依頼先局署 選択

函面
処理区分 選択

概要 キーボード

ブタ
調査依頼／通知内容 キーボード

画面

『

調査結果内容 キーボード

プタ

画面

※ 「入力契機」欄の記号について

0 : 登録上、必須入力項目
ム ： 事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目

空欄・ 必要に応じて入力する項目

別表22

入力内容 入力契機 備考

局署名が自動表示される。

「送付前」、 「送付済J、 「調査中J
又は「報告済jのいずれか一つが、

調査依頼、関連監督署情報の登録状

況に応じて自動的に入力される固

依頼先局暑を選択し、入力する白、 。

「調査依頼」又は「認定調査Jのい 。
ずれかの項目を選択し、入力する。

概要を入力する。 。

内容を入力する。 ム

調査結果の内容を入力する。 ム
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別表23
【相談情報】

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

管轄局署 自動入力 局署名が自動表示される。

「日付入力ダイアログJ画面より、 。 （注）操作時の年月
受付年月日 選択

入力する。 （注）
日が初期表示されて

いる。

「来署J、 「電話」文は「FAX・ 

相談方法
選択 郵送等』のいずれかの項目を選択し、 。 （注）相談時間は必須
キーボード 入力する。また、相談に要した時間 （注） 入力項目である。

を分単位で入力する。

「職員j又は「相談員Jのいずれか

受付担当職員氏名
選択 の項目を選択し、入力する。また、

キーボード 相談を受付けた職員の氏名を入力す

る。

事業場名 キーボード
事業及び事業場の名称を漢字で入力

する。

代表者職氏名 キーボード 事業の代表者職氏名を入力する。

相談情報 所在地 選択
「所在地ダイアログ画面Jより、入
カする。

画面 担当者職氏名 キーボード
事業場の労務管理等の担当者職氏名

を入力する。

電話番号 キーボード 事業場の電話番号を入力する。

FAX キーボード 事業場のFAX番号を入力する。

「10人未満」、 「10～49人J、 「50

事業場の規模 選択
～99人」、「100人～299人」、「300

人以上J又は「不明jのいずれかの
項目を選択し、入力する。

労働組合 選択
「有」、 「無J又は「不明」のいず
れかの項目を選択し、入力する。

業種 選択
労働基準局報告例規基準業種分類表

の小分類までを選択し、入力する。

事業場基本情報との関連付けを行っ

関連付け事業場 自動入力
ている場合には、事業場キー及び関

連付けられている事業場名が表示さ

れる。
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相談者氏名 キーボード
相談者の氏名を入力する。不明の場

ム
合には、 「不明Jと入力する。

（注）相談者の氏名

を把握している場合

であっても、相談の

内容が法令・制度の

氏名の公表
「諾」又は「否Jのいずれかの項目 ム

問合せであるなど、

選択
を選択し、入力する。 （注）

事業場に氏名を明ら

かとするか否かが問
題とならないものに

ついては、入力しな

くても差し支えな
u、。

性別 選択
「男J、 「女J又は「不明Jのいず

ム
れかの項目を選択し、入力する。

住所 選択
「所在地ダイアログ画面Jより、入
カする。

者相談 「電話番号J欄ー
キーボード

相談者の自宅の電話番号を入力す

の 自宅 る。

報情

「篭話番号」欄ー

プタ
キーボード

相談者の携帯電話の電話番号を入力

携帯 する。

画面
「労働者J、 「使用者J又は「その

「相談者に関する

事項J欄ー相談者
選択 他」のいずれかの項目を選択し、入 ム

カする。

（注）「「相談者に関

「相談者に関する
「正社員」、 「パートj、 「派遣労 する事項J欄相談

事項」欄ー就労形 選択
働者」、 「有期契約労働者J、 「そ ム 者」において、 「労

態
の他」、又は「不明・未確認」のい （注） 働膚」を選択した揚
ずれかの項目を選択し、入力する。 合に入力が可能とな

る。

「自動車運転者J、 「技能実習生」、 （注）「「相談者に関

「相談者に関する
「外国人労働者（技能実習生除く）J、 する事項J欄ー相談

事項J欄ー労働者 選択
「障がい者である労働者J、 「介護 ム 者」において、 「労

の種別
労働者」、 「年少者J又は「出稼労 （注） 働者」を選択した場
働者」のいずれかの項目を選択し、 合に入力が可能とな
入力する。 る。

相談の内容 選択 別表24のとおり ム

多義
「法施行事務J、 「法令・制度の問

画面 4白の内' 相談の区分 選択
合せ」、 「個別労働関係紛争J又は

ム
「その他jの該当する項目を選択し、

入力する。

相談

zノ乍~丁 相談の内容（詳細） キーボード 相談の内容（詳細）を入力する（！，932 ム
画面審細

字以内）。

」
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処理1 （完結） 選択

処理2 （局長の助
選択

言・指導）

処 処理3（あっせん） 選択

葉

ブタ 処理4 （他機関紹
選択

画面 介）

処理5 （行政指導
等担当部署への取 選択
次）

処理精果・意見 キーボード

指示欄 キーボード

※ 「入力契機J欄の記号について
0 : 登録上、必須スカ項目
ム 事務処理上、必須入力項目

自動的に入力が行われる項目
空欄： 必要に応じて入力する項目

「相談のみで終了J、 「申告受理j
又は「情報として保管Jのいずれか ム
の項目を選択し、入力する。

「希望するJ、 「希望しないJ又は
「保留」のうち、該当する項目を選
択し、入力する。

「希望するj、 「希望しない」又は
「保留」のうち、該当する項目を遺
択し、入力する。

「裁判所J、 「都道府県J、 「地労
委」、 「弁護士会J又は「その他」
のうち、該当する項目を選択し、入

カする。

「労働基準監督署J、 「公共職業安
定所」、 「雇用均等室J、 「労働基
準部」、「職業安定部J、「企画室」、
「申告移送し「情報送付」又は「署
内他部署」のうち、該当する項目を
選択し、入力する。

処理結果・意見を入力する（I,012字
ム

以内）。

指示内容を入力する（322字以内）。
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別表24
【相談内容】

番号 選択候補 番号 選択候補 番号 選択候補

01 労働条件の明示 33 安全衛生管理体制 65 労働契約の承継

02 解雇の予告 34 
危険又は健康障害を防止す

るための措置等
66 いじめ・嫌がらせ

03 雇止めに関する基準 35 健康管理 67 教育訓練

04 退職時等の証明 36 
安全衛生関係免許・技能講

習
68 人事評価

05 金品の返還 37 メンタノレへノレス 69 賠償

06 定期賃金不払 38 その他安衛法関係 70 行政文書の開示

07 退職金不払 39 労災保険関係 71 その他

08 賞与不払 40 普通解雇 72 賃金不払残業

09 休業手当 41 整理解雇 73 過重労働・長時間労働

10 法定労働時間 42 懲戒解雇 74 労災かくし

11 変形労働時間 43 労働条件引下（賃金） 75 石綿

12 休憩 44 労働条件引下（退職金） 76 局1

13 時間外労働 45 労働条件引下（その他） 77 局2

14 休日労働 46 在籍出向 78 局3

15 深夜労働 47 配置転換 79 局4

16 割増賃金 48 退職勧奨 80 局5

17 事業場外労働 49 懲戒処分 81 局日

18 裁量労働 50 採用内定取消 82 局7

19 年次有給休暇 51 雇止め 83 局自

20 管理監督者 52 昇給・昇格 84 局9

21 
監視・断続的労働（含む

宿日i亘）
53 就業規則不利益変更 85 局 10

22 年少者 54 自己都合退職 86 署1

23 妊産婦等 55 その他の労働条件 87 署2

24 就業規則 56 セタノ、ラ 88 署3

25 減給の制裁 57 育児・介護休業等 89 署4

26 寄宿舎 58 母性健康管理 90 署5

27 労働者性 59 募集 91 署6

28 最低賃金 60 採用 92 署7

29 家内労働 61 定年制 93 署8

30 立替払 62 年齢差別 94 署9

31 改善基準告示 63 障がい者差別 95 署 10

32 その他労基法関係 64 雇用管理改善・その他
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別表25

［監督計画作成支援］［来年度計画登録］

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

監督重点対象区分 選択
計画を入力する監替重点対象区分を

局で設定した監督重

選択入力する。
。 点対象区分が表示さ
れる。

適用事業場数 キーボード
選択した監督重点対象区分に係る適

用事業場数を入力する。

監督対象事業場数 キーボード
選択した監督重点対象区分に係る監

定監

督対象事業場数を入力する。

入力

計画件数 キーボード
選択した監督重点対象区分に係る年

間監督計画件数を入力する。
ム

業務量 キーボード
選択した監督重点対象区分に係る年

開業務量を入力する。
ム

備考 キーボード 特筆すべき事項等を入力する。

臨検監督等手法 選択
計画を入力する臨検監督等手法を選 。
択入力する。

実 件数 キーボード
選択した臨検監督等手法に係る年間

計画件数を入力する。
ム

業務量 キーボード
選択した臨検監督等手法に係る年間

業務量を入力する。
ム

※ 「入力契機」欄の記号について

0 : 登録上、必須入力項目
ム 事務処理上、必須入力項目

空欄 必要に応じて入力する項目
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別表26

【監督計画作成支援］［月別監督指導計画及び実績表（計画部分）］

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

計画を入力する監督重点対象区分
局で設定した監督

監督重点対象区分 選択
を選択入力する。

。 重点対象区分が表
示される。

件数 キーボード
選択した監督重点対象区分に係る

ム

計画入力

月ごとの計画件数を入力する。

選択した監督重点対象区分に係る
人目 キーボード

月ごとの計画人日を入力する。
ム

そ
の
2 
） 

備考 キーボード 特筆すべき事項等を入力する。

種別 選択
計画を入力する種別を選択入力す 。 「災害時監督J等の
る。 種別が表示される。

計画入力 件数 キーボード
選択した種別に係る月ごとの計画

ム
件数を入力する。

そ 人日 キーボード
選択した種別に係る月ごとの計画

ム
の 人目を入力する。
1 

集団指導等対象区
集団指導等対象区

選択
計画を入力する集団指導等対象区 。 分「その他」の欄に

分 分を選択入力する。 は、自主点検を計上

する。

計画を入力する集団指導等の名称
原則として、集団指

集団指導等名称 キーボード
を入力する。

ム 導等の名称ごとに

入力する。

計

函
備考 キーボード 特筆すべき事項等を入力する。

入

カ

そ 回数 キーボード
選択した集団指導等に係る月ごと

ムの の計画回数を入力する。

~ 

人日 キーボード
選択した集団指導等に係る月ごと

ム
の計画人日を入力する。
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その他の対象区分 選択
計画を入力する対象区分を選択入 。
カする。

名称 キーボード
計画を入力する対象区分の名称を

入力する。
ム

言十

画
備考

特筆すべき事項等があれば入力す

入
キーボード

る。

力

そ 回数
計簡を入力する対象区分に係る月

の
キーボード

ごとの計画回数を入力する。
6 
） 

人日 キーボード
計画を入力する対象区分に係る月

ごとの計画人日を入力する。

. －・ ・，＂ ’岡田

0 登録上、必須入力項目

ム ・事務処理上、必須入力項目
空欄 必要に応じて入力する項目
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別表27

［監督計画作成支援］［月別監督指導計画及び実績表（実績部分）］

入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

月実績 選択 実績を入力する月を選択入力する。 。

実績を入力する監督重点対象区分
局で設定した監督

監督重点対象区分 選択 。 重点対象区分が表
を選択入力する。

示される。

績入実力 件数 自動入力
選択した監督重点対象区分に係る

監督件数が自動入力される。

そ 人日 キーボード
選択した監督重点対象区分に係る

ム
の 選択した月の実績人日を入力する。
2 
） 

備考 キーボード 特筆すべき事項等を入力する。

月実績 選択 実績を入力する月を選択入力する。 。

種別 選択
計画を入力する種別を選択入力す 。 「災害時監督」等の

績実入力

る。 種別が表示される。

選択した種別に係る選択した月の 調査及び検査のみ
件数 キーボード

実績件数を入力する。
ム
入力する。

そ
の
1 

選択した種別に係る選択した月の
人目 キーボード

実績人日を入力する。
ム

月実績 選択 実績を入力する月を選択入力する。 。

実 集団指導等対象区

績 集団指導等対象区
選択

実績を入力する集団指導等対象区 。 分「その他Jの欄に
入 分 分を選択入力する。 は、自主点検を計上

カ する。

そ 実績を入力する集団指導等の名称
原則として、集団指

の 集団指導等名称 キーボード
を入力する。

ム 導等の名称ごとに

5 入力する。
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回数 キーボード
選択した集団指導等に係る月ごと

の実績回数を入力する。
ム

人日 キーボード
選択した集団指導等に係る月ごと

の実績人目を入力する。
ム

備考 キーボード 特筆すべき事項等を入力する。

月実績 選択 実績を入力する月を選択入力する固 。

その他の対象区分 選択
実績を入力する対象区分を選択入 。
カする。

名称 キーボード
実績を入力する対象区分の名称を

ム
実 入力する。

績

入

カ 実績を入力する対象区分に係る選
回数 キーボード ム

択した月の実績回数を入力する。

そ
の
） 日

人日 キーボード
実績を入力する対象区分に係る選

ム
択した月の実績人日を入力する。

備考 キーボード
特筆すべき事項等があれば入力す

る。

・叫， ・-- ー ［ 晶

0 登録上、必須入力項目

ム ． 事務処理上、必須入力項目
空欄 必要に応じて入力する項目
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（参考）

【要監理事業場台帳】

入力項目 入力方法 入力内容
入力

備考
契機

担当官氏名 キーボード
担当官氏名を入力する（20字 データベ一見には保存されな

以内）。 し、。

事業場基本情報の「事業場名

事業場名 自動入力 （漢字）」の内容が自動表示さ

オもる。

代表者職氏名 自動入力
事業場基本情報の「代表者職氏

対 名」の内容が自動表示される。
象

事業場基本情報の「所在地」の
事 所在地 自動入力

内容が自動表示される。
業

事業場基本情報の「電話番号
場
連絡先 自動入力 （総務）」の内容が自動表示さ

れる。

要 連絡担当者職 連絡担当者職氏名を入力する
監 氏名

キーボード
(25字以内）。

理

事 「再（再々）監督J以外の監督

業 初回監督年月
自動入力

等種別である監督復命書の直

場 日 近の監督年月日が自動表示さ

移 オもる。

指行 初回監督年月日以降の監督等
伺 導 種別が「再（再々）監督Jであ
状 再監督回数 自動入力

る監督復命書の回数が自動表
況

示される。

要監理事業場台帳に移行する

是正督促回数 キーボード 前に是正督促をした回数を入 。
カする。

「移行伺」の決裁をするため、

ファイノレ出力 選択
「ファイノレ出力」ボタンをタリ

ツクして表計算ソフトの印刷

機能で印刷する。

紙での署長決裁後、更新し、選
「署長決裁」欄を入力した場

署長決裁 選択 。合に要監理事業場台帳に登録
択入力する。

が可能となる。

事業場名

所在地

連絡先

連絡担当者職氏名 自動入力 移行伺から自動表示される。

初回監督年月日

再監督回数

台帳移行年月日
要 「要監理事業場移行伺J函面で
監 監理事項 自動入カ 登録した未是正条文が自動表
理 監

事 理
示される。

業 事 監理事項が是正された場合に

場 項 是正年月日 選択 是正年月日を「日付入力ダイア

ぷロ‘ ログJ商面で入力する。

帳 「是正督促J文は「報告等」の
督促・報告等 選択

いずれかを選択する。
。

是

正
「是正替{If,J又は「報告等」の

状
年月日 選択 日付を「日付入力ダイアログ」 。
況

画面で入力する固

等 監理事項に対する督促・報告等

是正状況等 ’キーボード の内容（是正状況等）を入力す

る（400字以内）。
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管轄局署 選択

検索対象 選択

事業場名 キーボード

所在地 キーボード
; 

要

監 初回監督・個別指導
選択

理 年月日

事

業

場 台帳移行年月日 選択

台

帳

検
索 再監督・再指導回数

キーボード

是正督促回数 キーボード

完結区分 選択

監 法、令、 J{lj 選択

理
事

項 派遣法 選択

※ 「入力契機J欄の記号について

。：登録上、必須入力項目

空欄’必要に応じて入力する項目
一：自動的に入力が行われる項目

「管轄局署Jの「局」名は、必
局においては自局署、暑にお

須入力項目である。「管轄局署」 。
いては自署のみ検索ができ、

には自局署が初期表示される。
他局署を検索することはでき

ない。

「台帳J、「移行伺Jのいずれか
。
「台帳」が初期選択されてい

を選択入力する。 る。

事業場の名称を入力する。

所在地を入力する。入力柵をダ

ブノレクリックすると、「所在地

入力j画面での入力ができる。

初回監督年月日又は初回個別
指導年月日を「日付入力ダイア

ログj画面で入力する。

要監理事業場台帳に登録され 「検索対象」で「台帳」を遺

た年月日を「日付入カダイアロ 択している場合に入力するこ

グJ画面で入力する。 とができる。

監督復命書に基づく再監督回

数又は安全衛生指導復命書に

基づく再指導回数を入力する。

是正督促をした回数を入力す

る。

「完結j、「未完結」のいずれか

を選択する。

法律、政令、省令の名称及び条
項を選択入力する。

派遣法に係る事案については

派遣法の適用条項を選択入力

する。
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別紙1

仮番号 事業場名 労働保険番号 変更処理日 備考

〔仮番号振出簿〕

，
H
0
4

・

（注）労働保険番号欄及び変更処理日；欄は、正規の労働保険番号が付与された場合に記入すること。



N事長〔燃坦峰山叩締叩頭〕

ー
1
0
8
-



00労働基準監督署長殿

別紙3

0 0労基署発000 0第O号
平成 00年 O月 O 日

00労働基準監督署長

申告処理台帳の移送について

平成00年O月O日付けにて受理した下記に係る申告処理台帳を移送いたします。

1. 申告者氏名

2. 申告者住所

3.被申告事業場名

4.被申告事業場所在地

日
μ
“一＝ロ

00〆 00

0000 

0000 

0000 
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00労働基準監督署長殿

認定の決定について

J31J紙4

事務連絡

平成00年O月O日

0 0労働基準監督署長

平成00年O月O日付けにて下記の事業場に係る認定申請について認定決定しましたの
で、 J31J添認定通知書を送付いたします。

1. 本社名称

2.本社住所

3.通知概要

4.通知内容

記

00 00 

0000 

0000 

0000 
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00労働基準監督署長殿

00申請書の移送について

別紙5

0 0労基署発000 0第O号
平成 0 0 年 O 月 O 日

0 0労働基準監督署長

平成00年O月O日付けにて受理した下記に係る00申請書情報を移送いたします。

記

1. 申請者氏名 00 00 

2. 申請者住所 0000 

3.本社名称 0000 

4.本社住所 0000 

5.事業場名称 0000 

6.事業場所在地 0000 
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00労働基準監督署長殿

調査の依頼について

jjlj紙6

事務連絡

平成00年O月O日

00労働基準監督署長

未払賃金立替払に関して下記のとおり調査をお願いいたします。

記

1.調査依頼概要
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J.llj来氏7

事務連絡

平成00年O月O日

00労働基準監督署長殿

00労働基準監督署長

調査の依頼について（報告）

平成00年O月O日付けで依頼のありました下記について別添のとおり報告いたします。

記

1.調査依頼概要
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安全衛生関連編

個別事業場情報管理システム（安全衛生関係）

労働災害情報管理システム
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第1 個別事業場情報管理システム（安全衛生関係）
個別事業場情報管理システムは、個別事業場に関する監督結果等情報、安全衛生指

導結果等情報、預金管理状況報告情報、安全衛生管理体制情報、総合対策情報などを

管理することにより、情報の的確な分析とこれに基づく効率的な行政運営に資するも

のである。

1 安全衛生指導結果等情報
(1) 情報の登録契機

安全衛生指導結果等情報は、庁外活動を伴う安全衛生業務を実施した場合には、

安全衛生業務運営要領に基づき、速やかに登録する。

なお、安全衛生指導、法違反等の有無が確定していなくても登録し、確定後必要

に応じて修正・追加する。

(2) 登録の方法

基準システムの画面上において事業場基本情報を検索して該当する情報を呼び

出し（該当情報がない時は事業場基本情報を作成する場合を含む。以下同じ。）、新

たに得られた情報を必要に応じて事業場基本情報に入力した上で、「安全衛生指導

結果等情報ー登録」画面を表示させ、必要項目を入力した上で登録を行う。

(3) 入力項目

入力項目、入力契機等は別表1に示す。
なお、「ー」印が付されたものは、入力が自動的に行われる項目である。

(4) 決裁

登録した安全衛生指導結果等情報は、安全衛生業務運営要領に基づき、安全衛生

指導復命書を印刷し、決裁を受ける。

(5) 安全衛生指導結果等情報の登録に当たって留意すべき事項

ア 建設業の現場に係る安全衛生指導結果等情報の登録

建設業の現場の下請事業場について安全衛生指導書、是正勧告書、使用停止等

命令書等（以下「安全衛生指導書等」という。）を交付した場合には、元請事業

場の安全衛生指導結果等の入力に続いて「下請情報」を選択し、下請事業場の店

社を特定した上で、元請事業場と同様に安全衛生指導結果等情報を登録する。

なお、事業場基本情報画面の業務選択メニューから「安全衛生指導結果等情報」、

「新規登録J、「下請事業Jを選択することによっても同様の処理ができる。
入力項目、入力契機等は別表2に示す。

イ 安全衛生指導結果等情報の修正、取消方法
(7) 安全衛生指導結果等情報の修正方法

安全衛生指導結果等情報を修正する場合には、個別事業場情報管理メニュー

画面で「安全衛生指導結果等情報Jから「安全衛生指導復命書及び整理簿検索」
を選択し、修正する情報を検索し、修正入力をした上で、「更新」処理を行う。

なお、事業場基本情報画面から「安全衛生指導結果等情報」の「監督・安全

衛生指導等履歴」を選択し、同様の処理を行うこともできる。

（イ） 安全衛生指導結果等情報の取消方法

安全衛生指導結果等情報を取り消す場合には、修正処理と同様の手順で取り

消すべき情報を検索し、「安全衛生指導結果等情報ー登録」画面において「デ

ータ」メニューの「削除」を選択し、削除の処理を行う。
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(6) 安全衛生指導結果等’情報の入力に当たって留意すべき事項

ア 「安全衛生指導結果等情報j タブ画面
(7) 「事業場名J欄
事業場基本情報に登録されている事業場名が表示される。

また、建設業の下請事業場については、下請情報から事業の名称が、元請事

業場の事業場基本情報から事業場の名称が表示される。

（イ） 「業種」欄

事業場情報に登録されている業種が初期表示されるので、必要に応じ修正・

追加する。

イ 「安全衛生指導結果情報1」タブ画面
(7) 「指導年月日J欄
庁外活動を伴う安全衛生業務が2日以上にわたる場合には、最終日を入力す
る。

（イ） 「復命者職氏名」欄

氏名（25字）が入力できるようになっている。なお、印刷した安全衛生指導

復命書に職氏名を記入することでも足りる。

（ウ） 「指導種別」欄

実施した指導種別（個別指導、計画の届出の実地調査、災害調査（安全衛生）、

検査及びその他）を選択し、入力する。

再指導は、個別指導を選択すること。

（エ） 「面接者職氏名J欄
面接者の職氏名が入カできるようになっているが、システム上は職氏名を入

力しでも登録されない。また、必ずしも同欄は入力する必要はなく、印刷した

安全衛生指導復命書に職氏名を記入することで足りる。

（オ） 「安全衛生指導重点対象区分」欄

局であらかじめ登録されている安全衛生指導重点対象区分を選択し、入力す

る。

＜局で独自に設定する「安全衛生指導重点対象区分Jの例＞
安全管理特別指導事業場、衛生管理特別指導事業場、災害発生（多発）、危
険機械製造等

（カ） 「署長判決」欄

労働基準監督署長（以下「署長Jという。）の決裁を受けた後、必要に応じ
当該署長の判決（「完結」、「要再指導」、「要改善報告」、「要監督」のいずれか）

を選択し、入力する。なお、安全衛生指導復命書の作成時に「判決伺Jとして
判決を選択し、決裁における署長判決が異なった場合には、修正することでも

足りる。

（キ） 「安衛配置監督官」欄

安全衛生担当部署に配属されている労働基準監督官が行った個別指導、災

害調査、実地調査、検査及びその他の指導等のうち、以下に該当するものに

ついて、入力する。

なお、当欄に入力したものに係る「違反条項Jタブ画面の入力については、
監督関連編第2の1の（6）のオによること。
①個別指導、災害調査、実地調査については、その全数

②検査及びその他の指導等については、是正勧告等を行ったもの

ウ 「安全衛生指導結果情報2」タブ画面
［労働者数］、［店社］、［代表者職氏名］及び［電話番号］については、事業

場基本情報に登録されている内容が表示されるので必要に応じて修正・追加す
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る。

エ 「違反条項」タブ薗面

(7) 是正勧告書又は使用停止等命令書を交付する場合に該当する法律、政令及び

省令について、その名称及び条項を選択し、入力する。また、派遣法に係る事

案については、派遣法第44条から第47条までの条文において読み替えられ
た労基法、安衛法、じん肺法及び作業環境測定法の法条項を入力するとともに、

派遣法の欄に派遣法の適用条項も入力する。

（イ） 「措置内容J欄

b 

c 措置の内容が緊急措置命令又は警告書交付の場合には、根拠となる法条項

は入力しないこと。

d 

（ウ） 「外国人労働者に係る違反」欄
違反法条項が外国人労働者に係るものである場合に、これを明らかにするた

めに当該欄から「外国人」、「技能実習生j、「不法就労者Jのいずれかの項目を
選択し、入力する。

なお、「外国人労働者に係る違反」欄を入力し、登録した安全衛生指導結果

等情報を安全衛生指導復命書として印刷した場合においては、当該安全衛生指

導復命書の「備考2」欄に選択した項目が表示される。
（エ） 「是正期日」、「確認までの間」欄

「是正期日」欄の「年月日」欄には、是正勧告又は使用停止等命令で指示し

た是正期日の年月日を入力する。是正期日を即時としたのものは、「即時」欄

を、指導中に是正済の確認をしたものは、「是正済」欄を、是正期日を今後と

したものは「今後J欄を選択し、入力する。命令期間を法違反が是正されたこ
とを確認するまでの聞としたものは、「確認までの間J欄に入力する。
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オ 「安全衛生指導事項」タブ画面

庁外活動を伴う安全衛生業務の結果、安全衛生指導書で指導した事項について

は、「安全衛生指導事項J欄に別表3の安全衛生指導事項から該当するものを選
択し、入力する。

また、 1つの指導した事項につき別表3の安全衛生指導事項に該当するものが
2つ以上ある場合には、該当するものをすべて選択し、入力する（なお、アタッ

チメントの変更により使用用途が任意に変更できる機械は、その使用状態におい

て指導した項目を選択する。）。

なお、改善期日の入力は任意であるが、別表3の安全衛生指導事項は重複して
選択できないため、 2つ以上の指導した事項が別表3の安全衛生指導事項の1つ
に該当する場合で、改善期日が異なる場合には、一番遅い改善期日を入力し、印

刷した復命書に残りの改善期日を記入すること。

カ 「参考事項・意見Jタブ画面
「参考事項・意見」欄は、当該事業場の経営状況、財務状況、生産状況、災害

発生状況、安全衛生管理組織の活動状況、労務管理の状況、法違反の原因、今後

の遵法状況の見通し、復命者の総括意見、今後の措置・署長判決についての要望

等について必要に応じ記入する。

なお、「参考事項・意見」欄は、 35行（最大1400字）の入力が可能であるが、

復命書の印刷時には、「参考事項・意見j欄の最初から5行目（最大200宇）まで
に該当する部分が安全衛生指導復命書の「参考事項・意見」欄に印字され、 6行
目（最大1200字）からは、安全衛生指導復命書の「続紙」に印字される。

2 安全衛生指導復命書整理簿情報

「安全衛生指導復命書整理簿」は、安全衛生指導復命書の指導年月）I頂、整理番号順

に整理簿を自動的に作成するものであり、必要に応じて活用すること。

なお、「復命者職氏名」欄には、 1(6）イ（イ）で入力した担当官氏名が印字される。

3 安全衛生指導等実績表

安全衛生指導等実績表については、「定型統計」から取得する。

表中の語句の意味は以下のとおりであり、登録している安全衛生指導結果等情報が

集計されるものであり、必要に応じて活用すること。

表中の語句 説明

安全衛生指導等実施事業場数 安全衛生指導結果等情報に登録した個別指導等の延べ事業場数

指導等有事業場数
安全衛生指導等実施事業場数のうち安全衛生指導書、是正勧告書等を交付し

た延べ事業場数

安全衛生指導重点対象区分の設定の際、行政目標とする指導事項及び条文を

行政目標の指導等有事業場数 設定することが可能であり、当該指導事項及び条文に係る指導等を行った延

ベ事業場数

指導等率 「安全衛生指導等実施事業場数」のうち「指導等有事業場数Jの割合

4 危険機械・有害業務情報
(1) 事務処理の概要

監督指導、個別指導、報告書等の受理、計画の届出の受理、実地調査の実施、検

査の実施等安全衛生業務の実施により把握した事業場に係る危険機械、有害業務、

作業主任者、就業制限、作業環境測定及び特例許可の情報を管理するものである。

個別指導、各種報告・届出等の受理、実地調査、検査等の業務により、把握した
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危険機械情報、有害業務情報、作業主任者・就業制限・作業環境測定情報、総合対

策情報を管理する。

(2) 情報の入力要領

当該情報は、把握した都度、事業場の存続期間等を考慮の上必要に応じ、基準シ

ステム又はOCI Rからキーボード入力を行うこととし、その入力に当たっては、
次のとおりとすること。

ア 危険機械の範囲は、以下のとおりとし、業務の種類ごとに入力すること。

(7) 動力プレス機械等プレス機械等

（イ） 木材加工用機械

（ウ） 荷役運搬機械等

（エ） 車両系建設機械

（オ） 産業用ロボット

イ 有害業務の範囲は、以下のとおりとし、業務の種類ごとに入力すること。

(7) 有機溶剤業務

（イ） 特定化学物質業務

（ウ） 石綿業務
（エ） 鉛業務

（オ） 四アルキル鉛等業務

（カ） 粉じん作業
（キ） 電離放射線業務

（ク） 除染等業務

（ク） 酸素欠乏危険作業
（コ） 高気圧業務

（サ） 指導勧奨による特殊健康診断対象業務

ウ、作業主任者を選任すべき作業は、作業の内容ごとに入力すること。

エ就業制限に係る業務は、業務の内容ごとに入力すること。

オ作業環境測定は、測定内容ごとに入力すること。

カ 有機溶剤業務の入力について、有機溶剤名は有機溶剤を使用する作業ごとに登

録するのではなく、事業場全体で使用している有機溶剤をまとめて登録すること。

キ 電離放射線業務の入力について、放射線源は事業場全体でまとめて登録するこ

と。

ク 特例許可、適用除外認定事例については、その許可、認定年月日を有害業務登

録時に入力すること。

ケ 作業主任者情報の入力に際し、危険機械・有害業務情報と関連のある作業につ

いては、当該情報の画面と作業主任者情報から入力できるが、危険機械・有害業

務情報と関連のない作業主任者要選任作業については、作業主任者情報画面から

直接入力すること。

コ 危険機械・有害業務はあるが、その内容が不明の場合には、「詳細不明」を入力
する。また、機械の総台数及び保有台数については、 99999台以上のときは99999

とし、種類別台数については、 9999台以上のときは9999を入力すること。

(3) 情報の活用方法

ア検索

個別の事業場に係る危険機械情報、有害業務情報、作業主任者・就業制限・作

業環境測定情報、総合対策情報を参照する場合には、事業場基本情報の業務選択

メニューから「危険機械、有害業務情報」を選択すること。また、個々の事業場
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に係る作業主任者、就業制限、作業環境測定の情報についても同様に検索するこ
とができる。

イ 事業場リスト検索

危険機械、有害業務に係る事業場、作業主任者を選任すべき業務を有する事業

場、就業制限に係る業務を有する事業場、作業環境測定の内容別の事業場をリス

ト検索することができる。

なお、該当する法条文の違反事業場を検索することにより作業主任者未選任等

の事業場を把握することができる。

ウ 定型統計の種類

(7) 業種別危険機械種類別設置事業場数

（イ） 業種別危険機械種類別設置台数

（ウ） 業種別就業制限業務種類別事業場数

（エ） 業種別有害業務種類別事業場数・従事者数

（オ） 業種別作業内容別作業主任者選任事業場数

5 健康診断結果情報
(1) 事務処理の概要

事業場から提出され、受理した定期健康診断結果報告（帳票種別番号80311）、有

機溶剤等健康診断結果報告（帳票種別番号38051）、鉛健康診断結果報告（帳票種別

番号3S052）、四アノレキル鉛健康診断結果報告（帳票種別番号38053）；特定化学物質

等健康診断結果報告（帳票種別番号38054）、高気圧健康診断結果報告（帳累積別番

号38055）、電離放射線健康診断結果報告（帳票種別番号80307）、石綿健康診断結果

報告（帳票種別番号80310）、じん肺健康管理実施状況報告（帳票種別番号80308）、

指導勧奨による特殊健康診断結果報告（帳票種別番号38058）をOCI Rで読み取

って入力する。

(2) 情報の入力要領

ア 事業場から提出された健康診断結果報告等については、記載内容について確認

を行い、問題がなければ、機械処理に支障がないように文字読取枠外に受付印を

押印し、受理後、速やかにOC I R読取装置に入力すること。

イ OCI R入力時は、入力された内容が正しいことを確認し、入力済の報告書は

各局において定める供覧等の手続を経た上で、各局で定める文書管理規程に基づ
き保存すること。

ワ 労働保険番号に仮番号又は独自番号を用いるものについては、「労働保険番号J
欄に記入のないものでも受理し、事業場基本情報の検索等により番号を確認し、

記入した後、入力すること。また、事業場基本情報が登録されていない事業場か

ら提出があった場合には、「個別事業場情報管理システム（共通編）」の第1の1
及び2により、新規に事業場基本情報の登録を行い、当該報告を入力すること。

なお、報告書は、遅滞なく提出するよう事業場に対し指導すること（毎年3月
中旬に統計処理を行うことから、入力が遅れると結果が反映されない。）。

(3) 情報の活用方法

ア検索

個々の事業場で実施した健康診断の健診年月日、健診種別から、当該健康診断ー

結果報告を検索することができる。

イ 健康診断結果等報告未提出事業場の検索
この検索は、対象期間内に各種健康診断が未報告である事業場の一覧及び宛名
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シーノレが出力されることとなり、この宛名シーノレを用いて、未提出事業場への督

促等に活用することができる。

未提出事業場を検索する際にその対象となる事業場は、次のとおりである。

(7) 現在廃止されていない事業場

（イ） 前回該当する健康診断結果報告書が提出されていて、今回提出されていない

事業場

（ウ） 現在有害業務が登録されているが、指定期間内に該当する特殊健康診断結果

報告書が提出されていない事業場

（エ） 定期健康診断に関しては労働者数50人以上の事業場に限る（ただし、 lじん肺

健康管理実施状況報告にあっては、 2月末日までに報告のないもの）。
（オ） 有機溶剤健康診断結果報告については、第三種有機溶剤であって、「ヲ」の

業務以外の業務

（カ） 特定化学物質等健康診断結果報告については、健康診断を行うべき有害な業

務

ウ 定型統計の種類

(7) 規模別業種別定期健康診断結果実施状況報告

（イ） 規模別定期健康診断実施状況

（ウ） 規模別業種別じん肺健康管理実施状況報告

（エ） 業種別粉じん作業コード別事業場数・従事労働者数

（オ） 業種別粉じん作業コード別従事労働者数

（カ） 業種別各種（有機溶剤等・鉛・四アルキル鉛・特定化学物質等・石綿・高気

圧・電離放射線・指導勧奨）健康診断実施状況報告

（キ） 業種別各種コード別（有機溶剤業務コード・鉛業務コード・放射線業務コー

ド）事業場数

6 安全衛生管理体制情報

(1) 事務処理の概要

事業場から提出され、受理した「総括安全衛生管理者・安全管理者・衛生管理者・

産業医選任報告J（帳票種別番号80401）をOCI Rで読み取って入力する。

(2) 情報の入力要領

ア 事業場から提出された選任報告については、記載内容についての確認を行い、

問題がなければ、機械処理に支障がないようにOCI R文字読取枠外に受付印を
押印し、受理後は速やかに入力すること。

イ OCI R入力時は入力された内容が正しいことを確認し、入力済の報告書は各

局において定める供覧等の手続を経た上で、各局で定める文書管理規程に基づき

保存すること。

ウ 労働保険番号に仮番号又は独自番号を用いるものについては「労働保険番号J
欄に記入のないものでも受理し、事業場基本情報検索等により番号を確認し、記

入した後、入力すること。また、事業場基本情報が主主録されていない事業場から

提出があった場合には、「個別事業場情報管理システム（共通編）」の第1の1及
び2により、新規に事業場基本情報の登録を行い、当該報告を入力すること。
エ 「選任種別」欄について、衛生管理者の場合であって衛生工学衛生管理者の場

合は4と記入すること。

(3) 選任要件の確認

ア衛生管理者
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衛生管理者の資格を有していることを免許証の写し等により確認すること。

イ産業医
医師であることのほかには、

(7) 労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識についての研修であ

って、労働大臣が定めるものを修了した者

（イ） 労働衛生コンサルタント試験に合格した者で、その試験区分が保健衛生であ

る者

（ウ） 大学において労働衛生に関する科目を担当する教授、助教授又は講師にあり

又はあった者

（エ） 平成8年10月1日以前に労働大臣が定める研修の受講を開始し、これを修了
した者

（オ） 平成10年9月30日において産業医としての経験年数が3年以上である者のい

ずれかの要件を必要とするので、医師免許のほか、講習修了紅、合格証、事業

場との産業医契約書、活動実績証明書（任意様式）等によりこれを確認するこ

と。

(4) 情報の活用方法

個々の事業場の選任状況を調べる場合に、検索条件を入力すると、該当する事業

場の選任状況が表示される。

ア未選任事業場検索
未選任事業場を検索する場合には、システム上で以下の条文に記述されている

条件に基づき、事業場規模に応じた要選任人数が選任されていない事業場の検索

が可能である。

ただし、専属の者を選任していない事業場及び選任を要する事業場で選任状況

が満たされていない事業場についての検索はできない。

(7) 総括安全衛生管理者安衛令第2条

（イ）安全管理者 安衛令第3条
（ウ）衛生管理者 安衛令第4条、安衛則第7条第1項第4号
（エ） 衛生工学衛生管理者安衛則第7条第1項第6号

（労働者500人以上で特定の業務（健康診断結果報告書

のデータを基に算出される危険有害種別がイ、ハ、ニ、

ホ、リ、ヲ）に従事する労働者の合計が30人以上の事

業場）

（オ）産業医 安衛令第5条、安衛則第13条第1項第3号
イ 産業医別選任事業場検索

この検索は、各産業医が受け持っている事業場の一覧が検索できる。

これにより、例えば専属産業医として届けられているにもかかわらず、他の事

業場でも選任されている者等をチェックすることができる。

(5) 統計

定型統計の種類

ア 業種別総括安全衛生管理者・安全管理者選任状況

イ 業種別衛生管理者・産業医選任状況

ワ 衛405 衛生管理者・産業医選任状況報告
エ業種別選任種別選任率一覧

オ規模別業種別衛生管理者・産業医選任状況

カ 規模別衛生管理者・産業医選任状況
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キ 規模別業種別衛生管理者選任状況

ク 規模別衛生管理者選任状況

第2 労働災害情報管理システム
1 労働者死傷病報告情報
(1) 事務処理の概要

事業場から提出され、受理した「労働者死傷病報告」（帳票種別番号81001）をO

C I Rで読み取って入力する。

(2) 情報の入力要領

ア 事業場から労働者死傷病報告が提出されたときは、所定の帳票であること及び

必要記載事項が記入されていること等を確認の上、受理すること。

イ 受理した帳票には、機械処理に支障がないようOCI R文字読取枠外に受付印
を押印すること。

ウ 当該報告の入力は、提出があった後、速やかに行うこと。

エ 当該報告の入力に当たっては、記載内容等が適切であることの確認を行い、入

カ後、直ちに労働者死傷病報告情報を検索の上、入力された内容が正しいか否か
を確認すること。

なお、労働保険番号等記載の誤りがあったことが確認された場合には、その情
報を削除し、訂正した後再登録を行うこと。

オ 当該報告の入力に当たっては、事業場基本情報の検索を行い、該当する事業場
基本情報に登録すること。

なお、事業場基本情報が登録されていない事業場から提出があった場合には、

「個別事業場情報管理システム（共通編）Jの第1の1及び2により、新規に事
業場基本情報の登録を行い、当該報告を入力すること。

カ 外国人に係る報告については、国籍を確認の上、キーボードにより必ず入力す

ること。

キ 業務上疾病に係る報告（傷病性質コード番号13以降のもの）を受理した場合に

は、職員記）..欄の「業務上疾病Jに1と記入し、入力すること。
また、上記以外の報告については2と記入すること。

ク 指定店社に係る報告を受理した場合は、店社コード記入欄に右詰めで店社コー
ド（本省設定、局設定、署設定コード）を必ず記入し、入力すること。

ケ建設工事等においては、発注者種類欄に該当する種類（国・・ 1、地方公…2、
公団..3、民間・・・4、その他…5）を必ず選択すること。

コ 事業場等区分欄には、次の労災非適用事業場等区分コードのうち該当するコー
ドを記入し、入力すること。

（区 分） （コード）

郵 政 事 業 4 

固有林野事業 5 

（独）印 刷局 6 

（独）造 幣局 7 

その他労災保険非適用事業 9 

サ被災労働者が派遣労働者の場合については、提出事業者の区分の記載の確認を

行い、記載がない場合は、「派遣元J、「派遣先」を入力すること。
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なお、派遣労働者でない場合は、未選択のこと。

シ入力済みの報告書は、各局において定める供覧等の手続を経た上で、各局にお

いて定める文書管理規程に基づき保存すること。

(3) 情報の活用方法

ア検索

一定の条件に該当する労働災害を発生させた事業場を検索することにより、監

督指導及び安全衛生指導に活用することができる。

イ 労働者死傷病報告未提出事業場

労災行政情報管理システムの労災給付データとの突合を行うことにより、労働

者死傷病報告を提出していない事業場一覧及び宛名シールが出力されることと

なり、労働者死傷病報告未提出事業場の督促等に活用することができる。

ウ統計の種類
(7) 業種別年別労働災害発生状況

（イ） 業種別事故型別労働災害発生状況

（ウ） 業種別起因物別労働災害発生状況

（エ） 業種別年齢別労働災害発生状況

（オ） 業種別局別／署別労働災害発生状況

（カ） 業種別災害程度別労働災害発生状況

（キ） 業種別事業場規模別労働災害発生状況
（ク） 業種別災害発生月別労働災害発生状況

（ケ） 事故型別起因物別労働災害発生状況

（コ） 企業別災害統計

（サ） 業種別年別業務上疾病発生状況

（シ） 傷病分類別年別業務上疾病発生状況

（ス） 業種別傷病分類別業務上疾病発生状況

（セ） 業種別事故型別月別労働災害発生状況

（ソ） 業種別事故型別年別労働災害発生状況

（タ） 業種別提出事業者の区分別労働災害発生状況

2 死亡災害報告情報

(1) 事務処理の概要

死亡災害について、事業場からの情報や災害調査等により入手した情報をシステ

ムへ入力する。

(Z) 情報の入力要領

ア 入手した情報を基準システム又はOC I Rによりキーボード入力すること。ま
た、災害の発生状況に係る略図については、「死亡災害報告（イメージ情報）」（帳

票種別番号81002）に記入し、 OCI Rで読み取って入力すること。

イ 「業種」及び「起因物コード」は労働基準局報告例規業種分類表の小分類まで

入力すること。

なお、「起因物コード」は、労働災害統計等に係る「起因物分類コード表J
によること。

ウ 「外国人国籍」については、当該事案に外国人が含まれている場合は、国籍を
調査の上入力すること。

エ 建設業に係る事案おいて、事業場情報については、下現場入場労働者数」・「構

内（現場）総労働者数」・「工事名称」・「工事の種類番号」・「親事業場数（元請事
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業場名）」・「発注者種類」・「発注者名称Jを、被災者情報については、「現場日数」
をそれぞれ入力すること。

なお、「現場入場労働者数jについては、被災者の所属する事業場の現場にお
ける災害発生当日の労働者数を、「構内（現場）総労働者数」については、元方

事業者の労働者数を含めた当該建設工事現場全体の労働者数を、「工事の種類番

号Jについては、労働基準局報告例規業種分類表の小分類までを入力し、「発注
者名称Jについては、発注者の種類が民間以外の場合入力すること。また、「現
場日数Jについては、被災者が当該建設工事現場に最初に入場した日から災害が
発生した日までの当該建設工事現場での勤務日数を入力すること。

オ構内下請に係る事案については、事業場情報の「親事業場名（元請事業場名）」・
「構内（現場）全労働者数Jを入力すること。
なお、「構内（現場）総労働者数jについては、工場全体の労働者数を入力す
ること。

カ 被災者情報における「経験年数」については、被災者の職種通算期間を入力す

ること。
キ被災者情報における「出稼・一般の別」については、該当する事項を入力する

こと。
なお、出稼労働者とは、農業を営む者であって、農閑期等を利用して、 1ヶ月
以上、 1年未満居住地を離れて、他に雇われて就労する者であって、その雇用期
間経過後は、居住地に帰る者をいう（居住地を離れるとは、自宅所在の都道府県
以外の都道府県で寝泊りする者をいう。）。

ク 被災者情報における「免許取得・資格等」については、災害に関する免許・資
格等の種類を入力し、「免許・資格等有無」において、その取得の有無を入力す
ること。

ケ概要図については、 OCI R帳票に黒のボーノレベンで書きOCI Rにて入力す
ることとする。
なお、赤などのドロップアウトカラーは読取りができないため使用しないこと。

(3) 局・本省への報告

ア新規事案に係る処理
署において入手した情報の登録を速やかに行い、局に報告すること。

なお、局への報告は、情報登録後「報告ボタン」をクリックすることにより、
自動的に報告がなされることとなるが、併せて、システム以外の手段（電話等）

により局への連絡を必ず行うこと。
また、局においては、署から報告された情報を確認の後、同様の手順により本

省に報告すること。
なお、本省への報告は、災害発生後一週間以内に、災害調査実施結果を加味す

るなどして、内容がある程度確定したものとすること。

イ 局・本省への報告後の「訂正・取消」事案に係る処理

訂正を行う場合は、署において当該情報について、検索、登録及び報告を行う
こと。

なお、登録の際は、「訂正」の欄にチェックマークを必ず入力すること。
また、情報の取消を行う場合には、当該情報を検索後、「災害の概要」に取消

事由を付加記入した上で、登録及び報告を行うこと。

(4) 情報の活用

登録されている情報を検索することにより、安全衛生指導等に有効に活用ずるこ
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とができる。

3 工業中毒等特殊疾病（陣害）情報
(1) 事務処理の概要
工業中毒等特殊疾病（障害）情報を把握後、入力・登録し、報告を自動化するこ

ととする。

(2) 情報の入力要領

次の中毒文は障害（いずれも疑いのある場合を含む。）であって休業1日以上の
ものを把握した都度入力する。

ア 有害物質による中毒及び障害（じん肺を除く。）
イ 電離放射線による障害
ウ レーザー光線、超音波等による障害

エ高気圧障害

オ酸素欠乏症

カ振動障害
キ頚肩腕症候群、非災害性腰痛
被災者の中に外国人労働者が含まれる災害については、「災害のあらましJ入
力欄に「うち外国人O人Jと入力すること。

(3) 局・本省への報告

ア 署において入手した情報の登録を速やかに行い、局に報告すること。

なお、局の報告は、情報登録後「報告ボタンJを押下することにより、システ
ム上は自動的になされることとなるが、併せて、電話等により局への連絡を必ず

行うこと。
また、局においては、署から送付された情報を確認の後、同様の手順により本
省に報告すること。

イ 報告後の「訂正・取消J事案に係る処理
訂正を行う場合は、署において訂正情報を登録及び報告を行うこと。
なお、登録の際は、「訂正」の欄にチェックマークを必ず入力すること。

また、情報の取消を行う場合には、「災害のあらましJに取消事由を付加記入
した上で、登録及び報告を行うこと。

(4) 情報の活用

登録されている情報を検索することにより、安全衛生指導等に有効に活用するこ

とができる。

第3 特定機械等情報管理システム
1 事務処理の概要
特定機械等である移動式クレーン、ゴンドラ、ボイラー、第一種圧力容器、移動式

ボイラー、クレーン、デリック、エレベーター及び建設用リフトについて、電子化さ
れたデータベースを活用することにより、特定機械等の体系的な管理を可能とする。

2 情報の入力要領
(1) 移動式クレーン関係

ア製造許可に係る処理
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(7) 申請情報入力

製造許可申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登録Jから「移動
式クレーン」の「製造許可」を選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。

この場合において、既に当該申請に係る製造事業揚が製造事業場情報として

登録されているときは、当該製造事業場情報を用いて入力を行うこと。また、

2以上の型式のものを一つの申請書にまとめて行う一括申請については、一許

可に対して複数の型式を入力すること。

（イ） 審査結果入力

当該申請に係る審査を終えた後に、「進行中案件Jの「製造許可」において
表示される上記（7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録を行う

こと。

（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「製造許可」において
表示される上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行う

こと。

なお、決裁の結果が審査の結果と異なるときは、既に入力済である「審査結

果入力」における内容を変更すること。

（エ） 製造許可書出力

決裁結果を入力した後、製造許可書を出力すること。

なお、製造許可書については、必要に応じて適宜加工すること。

（オ） その他

「申請情報入力Jから「決裁結果入力」までまとめて行う場合については、
当該許可に係る決裁終了後、速やかに入力すること。

イ 製造検査及び使用検査に係る処理
(7) 申請情報入力

製造検査申請又は使用検査申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登

録」から「移動式クレーンjの f製造検査」又は「使用検査」を選択して申請
情報を入力し、登録を行うこと。

なお、移動式クレーン明細書が電子媒体で提出された場合は、これを読み込

み、移動式クレーン明細書情報の登録を行うとともに、検査の際にはシステム

から出力したものをもって書類等による確認を行うこと。

輸入に係る使用検査の場合は、製造許可に関する項目の入力は必要としない

こと。

輸入に係る使用検査以外の使用検査にあって、当該申請に係る情報を登録す

る際は、「特定機械選択Jによりシステムに登録された申請に係る移動式クレー
ンの情報を活用して登録し、「備考j欄には旧の検査証番号（検査証番号がない

ものについては当該情報の受付年月日）を入力すること。

なお、システムに登録された特定機械情報が廃止されていないときは、移動

式クレーン検査証の返還を求め、廃止処理を行うこと。

（イ） 検査結果入力

当該申請に係る書面審査及び実機検査を終えた後に、「進行中案件」の「検

査」において表示される上記（7）で登録された情報に検査結果を追加入力し、

登録を行うこと。

（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」の「検査Jにおいて表示
される上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。

なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、既に入力済である「検査結
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果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） 移動式クレーン検査証の交付

決裁結果を入力した後、移動式クレーン検査証を出力すること。
移動式クレーン検査証は、システムから出力されるものを申請者に交付する

こと。

（オ） その他
他局依頼の検査について、依頼先局又は依頼元局あてに連絡するべき事項が
あるときは、「備考J欄を活用すること。
なお、当該局内で所要の事務が完結する場合において、「申請情報入力」か
ら「決裁結果入力」までまとめて行うときは、当該検査に係る決裁終了後、速

やかに入力こと。

ウ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
(7) 申請情報入力

性能検査申請、変更検査申請又は使用再開検査申請を受理し、収入印紙を消
印した後に、「新規登録」から「移動式クレーンJの「性能検査」、「変更検査」
又は「使用再開検査Jを選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。
（イ） 検査結果入力
当該申請に係る実機検査を終えた後に、「進行中案件Jの「検査」において
表示される上記（7）で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録を行う

こと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」の「検査」において表示
される上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、既に入力済である「検査結

果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） 移動式クレーン検査証の裏書
移動式クレーン検査証に所要の事項を裏書し、検査官印を押印することは、

従前のとおりであること。

（オ） その他
他署依頼の検査について、依頼先署又は依頼元署あてに連絡するべき事項が

あるときは、「備考j欄を活用すること。

なお、当該署内で所要の事務が完結する場合において、「申請情報入力」か
ら「決裁結果入力Jまでまとめて行うときは、当該検査に係る決裁終了後、速
やかに入力すること。

エ設置報告に係る処理
(7) 情報入力

設置報告を受理した後に、「新規登録Jから「移動式クレーン」の「設置報
告」を選択して情報を入力し、登録を行うこと。
設置年月日には、当該報告の受理年月日を入力すること。

設置事業場情報を新規に作成する場合は、事業場基本情報と関連付けを行い、

事業場基本情報と同ーの内容で登録すること。
設置報告の報告者が事業者でなく個人の場合は、設置事業場情報には当該個

人の情報を入力することとし、事業場基本情報との関連付けは行わないこと。
（イ） その他

製造検査及び使用検査の際は「製造・使用検査時の移動式クレーン明細書情

報Jが作成されるのみであることから、設置報告に係る情報入力時には、「最
新の移動式クレーン明細書情報」を作成すること。
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オ変更屈に係る処理
(7) 届出情報入力

変更屈を受理した後に、「新規登録Jから「移動式クレーンJの「変更届」
を選択して届出情報を入力し、登録を行うこと。

（イ） 審査結果入力
当該届出に係る審査を終えた後に、「進行中案件jの「届出等」において表
示される上記 (7）で登録されたA情報に審査結果を追加入力し、登録を行うこ

と。
（ウ） 決裁結果入カ
当該届出に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jにおいて表示される上記
（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、既に入力済である「審査結

果入力」における内容を変更すること。
（エ） その他

変更する内容は「最新の移動式クレーン明細書情報Jに自動的には反映され
ないので、当該移動式クレーン明細書情報の該当箇所を変更すること。
また、「届出情報入力Jから「決裁結果入力」までまとめて行う場合につい
ては、当該届出に係る決裁終了後、速やかに入力すること。
なお、変更検査を伴うものについては、別途変更検査に係る入力を行うこと。

カ 検査証再交付申請に係る処理
(7) 申請情報入力

当該申請を受理した署において、検査証再交付申請を受理した後に、「新規登
録Jから「移動式クレーンJの「検査読再交付Jを選択して申請情報を入力し、
登録を行うこと。なお、当該申請に係る収入印紙の消印は申請書受付署におい

て行うことができる。
（イ） 決裁結果入力
検査証交付局において、決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「届出等Jにお
いて表示される上記（7）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行
うこと。この場合、決裁年月日が検査証再交付の年月日となること。
（ウ） 移動式クレーン検査証の交付

検査証交付局において決裁結果を入力後、移動式クレーン検査証を出力し、

申請を受理した暑を経由して申請者あてに当該検査誌を交付すること。
（ヱ） その他
申請書については暑における受理の都度、申請書記載の都道府県労働局長あ

てに送付すること。

キ検査証書替申請に係る処理
(7) 申請情報入力

検査証書替申請を受理した後に、当該申請を受理した署において、「新規登録J
から「移動式クレーン」の「検査証書替」を選択して申請情報を入力し、主主録

を行うこと。

また、市町村合併や住居表示の変更に伴う事業の所在地の変更については、
移動式クレーン検査証の書替申請を要しないが、事業場から要望があった場合
には書き替えること。この場合、手数料を0として入力を行うこと。
（イ） 決裁結果入カ

申請書受付署において、当該申請に係る収入印紙を消印し、決裁を終えた後

に、「進行中案件Jの「検査jにおいて表示される上記（7）で登録された情報
に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
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（ウ） 移動式クレーン検査証の書替

移動式クレーン検査証の書替については、従前のとおり行うこと。なお、当
該申請を受理した時に、申請内容に不備がなければ、システム入力前に移動式

クレーン検査証を書き替えて交付しでもよいこと。
（エ） その他

申請書については3か月ごとに整理し、申請書記載の検査証の交付を受けた
都道府県労働局長あてに送付すること。
ク 休止報告及び廃止報告に係る処理
(7) 情報入力

休止報告又は廃止報告を受理した後に、「新規登録jから「移動式クレーン」
の「休止報告」又は「廃止報告」を選択して情報を入力し、登録を行うこと。
（イ） その他

廃止報告に係る処理においては、当該情報は削除しないこと。
ケ性能検査結果報告に係る処理

登録性能検査機関から本省あて一括して報告された性能検査結果報告は、本省
で自動処理を行うが、適切に処理できなかった情報については、自動更新非適情
報として該当署に回送されるので、自動更新非適情報が回送された場合は、検査
機関の検査事務所等に確認を行って当該回送の原因を特定すること。

原因を特定した後は、「a性能検査結果報告」の「自動更新非適一覧」に表示さ
れる当該情報に対して修正等の必要な処理を行うこと。

自動更新非適情報の処理の中で「本報告を対象外とする」については、特定機
械情報検索によっても対象となる特定機械情報がない場合においてのみチェッ

クして登録すること。この場合、当該性能検査結果報告は、報告があったものの
該当する特定機械等がなかったものとして処理されること。

設置者の名称が不一致等回送される自動更新非適情報が今後も発生するおそ

れがある場合は、当該情報に係る検査機関と調整を行い、情報の統ーを図ること。

(2) ゴンドラ関係

ア製造許可に係る処理

「（1）移動式クレーン関係」の「ア 製造許可に係る処理」に準じるとと。

なお、この場合において、「移動式クレーン」とあるのは「ゴンドラJと読み
替えること。

イ 製造検査及び使用検査に係る処理

「（1）移動式クレーン関係」の「イ 製造検査及び使用検査に係る処理Jに準
じること。

なお、この場合において、「移動式クレーン」とあるのは「ゴンドラJと読み
替えること。

ウ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
「（1）移動式クレーン関係」の「ウ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に
係る処理」に準じること。

なお、この場合において、「移動式クレーン」とあるのは「ゴンドラJと読み
替えること。

エ設置届に係る処理
(7) 届出情報入力

設置屈を受理した後に、「新規登録」から「ゴンドラ」の「設置届」を選択
して届出情報を入力し、登録を行うこと。

設置年月日には、当該届出の受理年月日を入力すること。
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設置事業場情報を新規に作成する場合、事業場基本情報との関連付けを行う
ときは、原則として、事業場基本情報と同ーの内容とすること。

設置届の届出者が事業者ではなく個人の場合は、設置事業場情報には当該個
人の情報を入力することとし、事業場基本情報との関連付けは行わないこと。

（イ） 審査結果入力

当該届出に係る審査を終えた後に、「進行中案件Jの「届出等」において表
示される上記（7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録を行うこ
と。

（ウ） 決裁結果入力

当該届出に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jにおいて表示される上記
（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、既に入力済である「審査結

果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） その他

製造検査及び使用検査の際は「製造・使用検査時のゴンドラ明細書情報」が
作成されるのみであることから、設置届に係る情報入力時には、「最新のゴン
ドラ明細書情報」を作成すること。

また、「届出情報入力Jから「決裁結果入力」までまとめて行う場合につい
ては、所要の事務処理後、速やかに入力すること。

オ変更届に係る処理
「（1）移動式クレーン関係」の「オ変更屈に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「移動式クレーンJとあるのは「ゴンドラj と読み
替えること。
カ 検査証再交付申請に係る処理
「（1）移動式クレーン関係Jの「カ 検査証再交付申請に係る処理」に準じる
こと。
なお、この場合において、「移動式クレーンJとあるのは「ゴンドラJと読み
替えること。
キ検査証書替申請に係る処理
「（1）移動式クレーン関係」の「キ検査証書替申請に係る処理」に準じるこ

と。
なお、この場合において、「移動式クレーンj とあるのは「ゴンドラJと読み
替えること。
ク 休止報告及び廃止報告に係る処理

「（1）移動式クレーン関係」の「ク 休止報告及び廃止報告に係る処理」に準

じること。
ケ性能検査結果報告に係る処理

「（1）移動式クレーン関係Jの「ケ性能検査結果報告に係る処理Jに準じる
こと。

(3) ボイラ一関係

ア製造許可に係る処理

(7) 申請情報入力
製造許可申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登録Jから「ボイラ
ー」の「製造許可」を選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。

この場合において、すでに当該申請に係る製造事業場が製造事業場情報として
登録されているときは、当該製造事業場情報を用いて入力を行うこと。また、共
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同製造の場合の取り扱いは、各々の事業場の製造分担を入力すること。さらに、
2以上の型式のものを一つの申請書にまとめて行う一括申請については、一許可
に対して複数の型式を入力すること。

（イ） 審査結果入力
当該申請に係る審査を終えた後に、「進行中案件」の「製造許可」において表

示される上記 (7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録を行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件jの「製造許可」において表
示される上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。

なお、決裁の結果が審査の結果と異なるときは、すでに入力済である「審査結
果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） 製造許可書出カ
決裁結果を入力した後、製造許可書を出力すること。なお、製造許可書につい

ては、必要に応じて適宜加工すること。
（オ） その他

「申請情報入力」から「決裁結果入力」までまとめて行う場合については、当
該許可に係る決裁終了後、速やかに入力すること。

イ 構造検査及び溶接検査に係る処理
(1) 申請情報入カ

構造検査申請又は溶接検査申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登
録Jから「ボイラー」 η 「構造検査］又は「溶接検査」を選択して申請情報を入
力し、登録を行うこと。

なお、ボイラー明細書が電子媒体で提出された場合は、これを読み込み、ボイ
ラ一明細書情報の登録を行うとともに、検査の際にはシステムから出力したもの
をもって書類等による確認を行うこと。

（イ） 検査結果入力，
当該申請に係る書面審査及び実機検査を終えた後に、「進行中案件jの「検査」
において表示される上記（7)で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録を

行うこと。

（り） 決裁結果入力
当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「検査Jにおいて表示さ
れる上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「検査結
果入力」における内容を変更すること。

（エ） その他

他局依頼の検査について、依頼先局又は依頼元局あてに連絡するべき事項があ
るときは、「備考J欄を活用すること。
ウ使用検査に係る処理
(7) 申請情報入力

使用検査申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登録」から「ボイラ
ー」の「使用検査」を選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。
なお、ボイラー明細書が電子媒体で提出された場合ば、これを読み込み、ボイ

ラー明細書情報の登録を行うとともに、検査の際にはシステムから出力したもの
をもって書類等による確認を行うこと。

輸入に係る使用検査の場合は、製造許可に関する項目の入力は必要としないこ

と。
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輸入に係る使用検査以外の使用検査にあって、当該申請に係る情報を登録する

際は、「特定機械選択Jによりシステムに登録された申請に係るボイラーの情報
を活用して登録し、「備考」欄には旧の検査証番号（検査証番号がないものにつ

いては当該情報の受付年月日）を入力すること。
なお、システムに登録された特定機械情報が廃止されていないときは、ボイラ

ー検査証の返還を求め、廃止処理を行うこと。

（イ） 検査結果入力
当該申請に係る書面審査及び実機検査を終えた後に、「進行中案件」の「検査」

において表示される上記（7)で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録

を行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「検査」において表示さ
れる上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「検査結

果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） その他
他局依頼の検査について、依頼先局又は依頼元局あてに連絡するべき事項があ

るときは、「備考」欄を活用すること。
エ設置届に係る処理
(7) 情報入力

設置届を受理した後に、「新規登録」から「ボイラーJの「設置届」を選択し
て情報を入力し、登録を行うこと。

設置事業場情報を新規に作成する場合は、事業場基本情報と関連付けを行い、
事業場基本情報と同ーの内容で登録すること。
（イ） その他

構造検査、溶接検査及び使用検査の際は「構造・溶接・使用検査時のボイラー
明細書情報Jが作成されるのみであることから、設置届に係る情報入力時には、
「最新のボイラ一明細書情報Jを作成すること。

オ落成検査に係る処理
(7) 申請情報入力
落成検査申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登録jから「ボイラ

ー」の「落成検査Jを選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。

（イ） 検査結果入力
当該申請に係る書面審査及び実機検査を終えた後に、「進行中案件jの「検査J
において表示される上記（7)で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録

を行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」の「検査Jにおいて表示さ
れる上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、主主録を行うこと。

なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「検査結
果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） ボイラー検査証の交付
決裁結果を入力した後、ボイラー検査証を出力すること。

ボイラー検査証は、システムから出力されるものを申請者に交付すること。

カ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
(7) 申請情報入力

性能検査申請、変更検査申請又は使用再開検査申請を受理し、収入印紙を消印
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した後に、「新規登録」から「ボイラーJの「性能検査」、「変更検査J文は「使
用再開検査」を選択して申請情報を入力し、 1登録を行うこと。

（イ） 検査結果入カ

当該申請に係る実機検査を終えた後に、「進行中案件Jの「検査」において表
示される上記（7）で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録を行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件jの「検査」において表示さ

れる上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。

なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「検査結

果入力」における内容を変更すること。

（エ） ボイラー検査証の裏書

ボイラー検査証に所要の事項を裏書し、検査官印を押印することは、従前のと

おりであること。

（オ） その他

他署依頼の検査について、依頼先署文は依頼元署あてに連絡するべき事項があ

るときは、「備考J欄を活用すること。
キ変更届に係る処理
(7) 届出情報入力

変更届を受理した後に、「新規登録」から「ボイラー」の「変更届Jを選択し
て届出情報を入力し、登録を行うこと。

（イ） 審査結果入カ

当該届出に係る審査を終えた後に、「進行中案件jの「届出等」において表示

される上記（7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録を行うごと。
（り） 決裁結果入力

当該届出に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」において表示される上記（イ）

で登録された情報に決裁結果を追加入力し、主主録を行うこと。

なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「審査結

果入力」における内容を変更すること。

（エ） その他

変更する内容は「最新のボイラ一明細書情報」に自動的には反映されないので、

当該ボイラー明細書d情報の該当箇所を変更すること。

また、「届出情報入力」から「決裁結果入カ」までまとめて行う場合について

は、当該届出に係る決裁終了後、速やかに入力すること。

なお、変更検査を伴うものについては、別途変更検査に係る入力を行うこと。

ク 検査証再交付申請に係る処理

(7) 申請情報入力

当該申請を受理した署において、検査証再交付申請を受理した後に、「新規登

録」から「ボイラー」の「検査証再交付」を選択して申請情報を入力し、登録を
行うこと。

（イ） 決裁結果入力

検査証交付暑において、当該申請に係る収入印紙を消印し、決裁を終えた後に、

「進行中案件jの「検査」において表示される上記（7）で登録されたd情報に決

裁結果を追加入力し、登録を行うこと。この場合、決裁年月日が検査証再交付の

年月日となること。

（ウ） ボイラー検査証の交付

決裁結果を入力した後、ボイラー検査証を出力すること。

ボイラー検査証は、システムから出力されるものを当該申請者に交付すること。

-20・



ケ検査証書替申請に係る処理
(7) 申請情報入力

検査証書替申請を受理した後に、当該申請を受理した署において、「新規登録」
から「ボイラー」の「検査証書替」を選択して申請情報を入力し、登録を行うこ
と。

また、市町村合併や住居表示の変更に伴う事業の所在地の変更については、ボ

イラー検査証の書替申請を要しないが、事業場から要望があった場合には書き替
えること。この場合、手数料を0として入力を行うこと。
（イ） 決裁結果入力

検査証交付暑において、当該申請に係る収入印紙を消印し、決裁を終えた後に、
「進行中案件」の「検査」において表示される上記（7)で登録された情報に決

裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
（ウ） ボイラー検査証の書替

ボイラー検査証の書替については、従前のとおり行うこと。
なお、当該申請を受理した時に、申請内容に不備がなければ、システム入力前

にボイラー検査証を書き替えて交付しでもよいこと。
コ 休止報告及び廃止報告に係る処理
(7) 情報入力

休止報告又は廃止報告を受理した後に、「新規登録Jから「ボイラー」の「休
止報告」又は「廃止報告Jを選択して情報を入力し、登録を行うこと。
（イ） その他

廃止報告に係る処理においては、当該情報は削除しないこと。

サ 登録機関が行う製造時等検査結果報告及び性能検査結果報告に係る処理
登録製造時等検査機関・登録性能検査機関から本省あて一括して報告されたそれ
ぞれの検査結果報告は、本省で自動処理を行う。このうち性能検査結果報告におけ

る適切に処理できなかったd情報については、自動更新非適情報として該当暑に回送
されるので、自動更新非適情報が回送された場合は、検査機関の検査事務所等に確
認を行って当該回送の原因を特定すること。

原因を特定じた後は、「性能検査結果報告Jの「自動更新非適一覧Jに表示される
当該情報に対して修正等の必要な処理を行うこと。

自動更新非適情報の処理の中で「本報告を対象外とする」については、特定機械
情報検索によっても対象となる特定機械d情報がない場合においてのみチェックして

登録すること。この場合、当該性能検査結果報告は、報告があったものの該当する
特定機械等がなかったものとして処理されること。

設置者の名称が不一致等回送される自動更新非適情報が今後も発生するおそれが
ある場合は、当該情報に係る検査機関と調整を行い、情報の統ーを図ること。
シ開放検査周期認定申請について
(7) 申誇情報入力

当該申請を受理した署において、開放検査周期認定申請を受理した後に、「新

規登録Jから「ボイラーjの「開放検査周期認定」を選択して申請情報を入力し、
登録を行うこと。

（イ） 審査結果入力

当該申請に係る審査を終えた後に、「進行中案件」の「開放検査周期認定」に
おいて表示される上記（7)で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録を

行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「開放検査周期認定Jに
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おいて表示される上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を

行うこと。

なお、決裁の結果が審査の結果と異なるときは、すでに入力済である「審査結
果入力」における内容を変更すること。
（エ） 開放検査周期認定通知書出力

決裁結果を入力した後、開放検査周期認定通知書を出力すること。なお、開放

検査周期認定通知書については、必要に応じて適宜加工すること。
（オ） 開放検査周期認定審査結果通知書

上記（ウ）において、認定しない場合は、開放検査周期認定審査結果通知書を
出力すること。なお、開放検査周期認定審査結果通知書については、必要に応じ
て適宜加工すること。

ス 開放検査周期変更認定申請について
(7) 申請情報入力

当該申請を受理した署において、開放検査周期変更認定申請を受理した後に、
「新規登録」から「ボイラー」の「開放検査周期変更認定」を選択して申請情報

を入力し、登録を行うこと。
（イ） 審査結果入力

当該申請に係る審査を終えた後に、「進行中案件」の「開放検査周期変更認定」
において表示される上記（7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録
を行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」の「開放検査周期変更認定」

において表示される上記（イ）で登録された’情報に決裁結果を追加入力し、登録
を行うこと。
なお、決裁の結果が審査の結果と異なるときは、すでに入力済である「審査結

果入力jにおける内容を変更すること。
（エ） 開放検査周期認定通知書出力

決裁結果を入力した後、開放検査周期認定通知書を出力すること。なお、開放
検査周期認定通知書については、必要に応じて適宜加工すること。
（オ） 開放検査周期認定審査結果通知書

上記（ウ）において、認定しない場合は、開放検査周期認定審査結果通知書を
出力すること。なお、開放検査周期認定審査結果通知書については、必要に応じ

て適宜加工すること。
セ 開放検査周期認定更新申請について
(7) 申請情報入力

当該申請を受理した署において、開放検査周期認定更新申請を受理した後に、
「新規登録」から「ボイラーJの「開放検査周期認定更新」を選択して申請情報
を入力し、登録を行うこと。

（イ） 審査結果入力

当該申請に係る審査を終えた後に、「進行中案件jの「開放検査周期認定更新」

において表示される上記（7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録
を行うこと。

（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」の「開放検査周期認定更新J
において表示される上記（イ）で登録された’情報に決裁結果を追加入力し、登録
を行うこと。

なお、決裁の結果が審査の結果と異なるときは、すでに入力済である「審査結
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果入力」における内容を変更すること。

（エ） 開放検査周期認定通知書出力
決裁結果を入力した後、開放検査周期認定通知書を出力すること。なお、開放

検査周期認定通知書については、必要に応じて適宜加工すること。

（オ） 開放検査周期認定審査結果通知書
上記（ウ）において、認定しない場合は、開放検査周期認定審査結果通知書を
出力すること。なお、開放検査周期認定審査結果通知書については、必要に応じ

て適宜加工すること。

(4) 第一種圧力容器関係
ア製造許可に係る処理
「（3）ボイラ一関係Jの「ア 製造許可に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「ボイラーJとあるのは「第一種圧力容器Jと読み替え
ること。
イ 構造検査及び溶接検査に係る処理
「（3）ボイラー関係」の「イ 構造検査及び溶接検査に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「ボイラーj とあるのは「第一種圧力容器j と読み替え

ること。
ワ使用検査に係る処理
「（3）ボイラー関係」の「ウ 使用検査に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「ボイラー」とあるのは「第一種圧力容器Jと読み替え

ること。

エ設置届に係る処理
「（3）ボイラ一関係Jの「オ設置届に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「ボイラー」とあるのは「第一種圧力容器Jと読み替え

ること。

オ落成検査に係る処理
「（3）ボイラー関係」の「オ落成検査に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「ボイラーJとあるのは「第一種圧力容器Jと読み替え
ること。

カ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
「（3）ボイラ一関係Jの「カ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理J
に準じること。
なお、この場合において、「ボイラーJとあるのは「第一種圧力容器」と読み替え
ること。

キ変更届に係る処理
「（3）ボイラ一関係」の「キ 変更届に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「ボイラー」とあるのは「第一種圧力容器」と読み替え

ること。

ク 検査証再交付申請に係る処理
「（3）ボイラー関係Jの「ク 検査証再交付申請に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「ボイラーj とあるのは「第一種圧力容器Jと読み替え
ること。
ケ検査証書替申請に係る処理
「（3）ボイラー関係」の「ケ 検査証書替申請に係る処理」に準じること。

なお、この場合において、「ボイラーJとあるのは「第一種圧力容器」と読み替え
ること。
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コ 休止報告及び廃止報告に係る処理
「（3）ボイラ一関係」の「コ 休止報告及び廃止報告に係る処理」に準じること。

サ 登録機関が行う製造時等検査結果報告及び性能検査結果報告に係る処理
「（3）ボイラー関係」の「サ 登録機関が行う製造時等検査結果報告及び性能検

査結果報告に係る処理」に準じるとと。

(5) 移動式ボイラ一関係

ア製造許可に係る処理

「（3）ボイラー関係jの「ア 製造許可に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「ボイラーj とあるのは「移動式ボイラーj と読み替え

ること。

イ 構造検査及び溶接検査に係る処理
(7) 申請情報入力

構造検査申請又は溶接検査申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規主主録J
から「ボイラー」の「構造検査J又は「溶接検査Jを選択して申請情報を入力し、
登録を行うこと。

なお、移動式ボイラー明細書が電子媒体で提出された場合は、これを読み込み、
移動式ボイラー明細書情報の登録を行うとともに、検査の際にはシステムから出
力したものをもって書類等による確認を行うこと。

（イ） 検査結果入力
当該申請に係る書面審査及び実機検査を終えた後に、「進行中案件Jの「検査」
において表示される上記（7）で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録を
行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「検査」において表示され
る上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「検査結

果入力」における内容を変更すること。
（エ） 移動式ボイラー検査証の交付

決裁結果を入力した後、移動式ボイラー検査証を出力すること。
ボイラー検査証は、システムから出力されるものを申請者に交付すること。

（オ） その他

他局依頼の検査について、依頼先局又は依頼元局あてに連絡するべき事項があ
るときは、「備考」欄を活用すること。

ウ使用検査に係る処理

「（3）ボイラー関係」の「ウ 使用検査に係る処理」に準じること0 ' 
なお、この場合において、「ボイラーJとあるのは「移動式ボイラーj と読み替え
ること。

エ設置報告に係る処理
(7) 申請情報入力

設置報告を受理した後に、「新規登録」から「移動式ボイラー」の「設置報告」
を選択して情報を入力し、登録を行うこと。

設置年月日には、当該報告の受理年月日を入力すること。

設置事業場情報を新規に作成する場合は、事業場基本情報と関連付けを行い、
事業場基本情報と同一の内容で登録すること。

設置報告の報告者が事業者でなく個人の場合は、設置事業場情報には当該個人
の情報を入力することとし、事業場基本情報との関連付けは行わないこと。
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（イ） その他

構造検査及び溶接検査の際は「構造・溶接検査時の移動式ボイラー明細書情報」

が作成されるのみであることから、設置報告に係る情報入力時には、「最新の移
動式ボイラー明細書情報Jを作成すること。
オ性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
「（3）ボイラー関係」の「カ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理」

に準じること。
なお、この場合において、「ボイラーj とあるのは「移動式ボイラー」と読み替え
ること。

カ 変更届に係る処理

「（3 ）ボイラ一関係」の「キ 変更届に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「ボイラーj とあるのは「移動式ボイラーJと読み替え
ること。

キ 検査官正再交付申請に係る処理
(7) 申請情報入力

当該申請を受理した署において、検査証再交付申請を受理した後に、「新規登

録jから「ボイラーJの「検査証再交付Jを選択して申請情報を入力し、登録を
行うこと。なお、当該申請に係る収入印紙の消印は検査証交付署において行うこ
とができる。
（イ） 決裁結果入力

検査証交付局において、決裁を終えた後に、「進行中案件」の「届出等」にお

いて表示される上記（7)で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行
うこと。この場合、決裁年月日が検査証再交付の年月日となること。
（ウ） 移動式ボイラー検査証の交付

検査証交付局において決裁結果を入力後、移動式ボイラー検査証を出力し、申
請を受理した暑を経由して申請者あてに当該検査証を交付すること。
（エ） その他

申請書については署における受理の都度、申請書記載の都道府県労働局長あて
に送付すること。
ク 検査証書替申請に係る処理

「（3）ボイラ一関係jの「ケ検査証書替申請に係る処理Jに準じること。
この場合において、「ボイラーJとあるのは「移動式ボイラー」と読み替えること。
なお、申請書については3か月ごとに整理し、申請書記載の都道府県労働局長あて
に送付すること。

ケ休止報告及び廃止報告に係る処理

「（3）ボイラー関係jの「コ 休止報告及び廃止報告に係る処理jに準じること。
コ 性能検査結果報告に係る処理

「（3 ）ボイラ一関係」の「サ性能検査結果報告に係る処理」に準じること。

(6) クレーン関係

ア製造許可に係る処理

(7) 申請情報入力
製造許可申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登録」から「クレー

ン」の「製造許可Jを選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。
この場合において、すでに当該申請に係る製造事業場が製造事業場情報として

登録されているときは、当該製造事業場情報を用いて入力を行うこと。また、共

同製造の場合の取り扱いは、各々の事業場の製造分担を入力すること。さらに、
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2以上の型式のものを一つの申請書にまとめて行う一括申請については、一許可
に対して複数の型式を入力すること。

（イ） 審査結果入力

当該申請に係る審査を終えた後に、「進行中案件Jの「製造許可」において表
示される上記（7）で登録された情報に審査結果を追加入力し、登録を行うこと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件」の「製造許可」において表
示される上記（イ）で登録されたd情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。

なお、決裁の結果が審査の結果と具なるときは、すでに入力済である「審査結

果入力」における内容を変更すること。
（エ） 製造許可書出力決裁結果入力
決裁結果を入力した後、製造許可書を出力すること。なお、製造許可書につい

ては、必要に応じて適宜加工すること。
（オ） その他

「申請情報入力Jから「決裁結果入力Jまでまとめて行う場合については、当
該許可に係る決裁終了後、速やかに入力すること。
イ 仮荷重試験申請に係る処理
(7) 申請情報入力

仮荷重試験申請を受理し、「新規登録Jから「クレーン」の「仮荷重試験」を
選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。

（イ） 検査結果入カ
当該申請に係る書面審査及び実機試験を終えた後に、上記（7）で登録された
情報に試験結果を追加入力し、登録を行うとと。
（ウ） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、上記（イ）で登録された情報に決裁結果を
追加入力し、登録を行うこと。
（エ） 仮荷重試験成績表の交付

決裁結果を入力した後、仮荷重試験成績表を作成し、申請者に交付すること。

ウ設置屈に係る処理
（ア） 申請情報入力
設置届を受理した後に、「新規登録」から「クレーン」の「設置届」を選択し

て情報を入力し、登録を行うこと。
設置年月日には、当該報告の受理年月日を入力するニと。
設置事業場情報を新規に作成する場合は、事業場基本情報と関連付けを行い、

事業場基本情報と同ーの内容で登録すること。

（イ） その他
設置届に係る情報入力時には、「クレーン明細書情報」を作成すること。

エ落成検査に係る処理
(7) 申請情報入力

落成検査申請を受理し、収入印紙を消印した後に、「新規登録Jから「クレー
ン」の「落成検査」を選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。

（イ） 検査結果入力
当該申請に係る書面審査及び実機検査を終えた後に、「進行中案件」の「検査J
において表示される上記（7)で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録

を行うこと。
（り） 決裁結果入力

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「検査」において表示さ
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れる上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。

なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入カ済である「検査結
果入力」における内容を変更すること。

（エ） クレーン検査証の交付
決裁結果を入力した後、クレーン検査証を出力すること。

クレーン検査証は、システムから出力されるものを申請者に交付すること。
（オ） その他

他署依頼の検査について、依頼先署又は依頼元署あてに連絡するべき事項があ
るときは、「備考」欄を活用すること。

オ性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
(7) 申請情報入力

性能検査申請、変更検査申請又は使用再開検査申請を受理し、収入印紙を消
印した後に、「新規登録」から「クレーン」の「性能検査J、「変更検査J又は「使
用再開検査Jを選択して申請情報を入力し、登録を行うこと。
（イ） 検査結果入力

当該申請に係る実機検査を終えた後に、「進行中案件」の「検査Jにおいて表
示される上記（T）で登録された情報に検査結果を追加入力し、登録を行うこと。
（ウ） 決裁結果入カ

当該申請に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jの「検査Jにおいて表示さ
れる上記（イ）で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入力済である「検査

結果入力」における内容を変更すること。
（エ） クレーン検査証の裏書
クレーン検査証に所要の事項を裏書し、検査官印を押印することは、従前の

とおりであること。

（オ） その他
他署依頼の検査について、依頼先署又は依頼元署あてに連絡するべき事項が
あるときは、「備考J欄を活用するごと。
カ 変更屈に係る処理
(7) 届出情報入力

変更届を受理した後に、「新規登録Jから「クレーンjの「変更届」を選択し
て届出情報を入力し、登録を行うこと。
（イ） 審査結果入力

当該届出に係る審査を終えた後に、「進行中案件」の「届出等」において表示
される上記（7)で登録されたd情報に審査結果を追加入力し、登録を行うこと。

（ウ） 決裁結果入力

当該届出に係る決裁を終えた後に、「進行中案件Jにおいて表示される上記（イ）
で登録された情報に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。

なお、決裁の結果が検査の結果と異なるときは、すでに入カ済である「審査
結果入力Jにおける内容を変更すること。
（エ） その他

変更する内容は「最新のクレーン明細書情報」に自動的には反映されないの
で、当該クレーン明細書情報の該当箇所を変更すること。

また、「届出情報入力Jから「決裁結果入力」までまとめて行う場合について
は、当該届出に係る決裁終了後、速やかに入力すること。
なお、変更検査を伴うものについては、別途変更検査に係る入力を行うこと。

キ検査証再交付申請に係る処理
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(7) 申請情報入力

当該申請を受理した署において、検査官正再交付申請を受理した後に、「新規登
録Jから「クレーンJの「検査証再交付」を選択して申請情報を入力し、登録
を行うこと。
（イ） 決裁結果入力

検査証交付署において、当該申請に係る収入印紙を消印し、決裁を終えた後
に、「進行中案件jの「検査」において表示される上記（7）で登録された情報

に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。この場合、決裁年月日が検査証再
交付の年月日となること。

（ウ） クレーン検査証の交付

決裁結果を入力した後、クレーン検査証を出力すること。
クレーン検査証は、システムから出力されるものを申請者に交付すること。

ク 検査証書替申請に係る処理
(7) 申請情報入力

検査証書替申請を受理した後に、当該申請を受理した署において、「新規登録J
から「クレーンJの「検査証書替」を選択して申請情報を入力し、登録を行う
こと。

また、市町村合併や住居表示の変更に伴う事業の所在地の変更については、

ボイラー検査証の書替申請を要しないが、事業場から要望があった場合には書
き替えること。この場合、手数料を0として入力を行うこと。
（イ） 決裁結果入力

検査証交付署において、当該申請に係る収入印紙を消却し、決裁を終えた後
に、「進行中案件」の「検査」において表示される上記（7）で登録された’情報
に決裁結果を追加入力し、登録を行うこと。
（ウ） クレーン検査証の書替

クレーン検査証の書替については、従前のとおり行うこと。

なお、当該申請を受理した時に、申請内容に不備がなければ、システム入カ
前にクレーン検査証を書き替えて交付してもよいこと。
ケ休止報告及び廃止報告に係る処理
(7) 情報入力

休止報告又は廃止報告を受理した後に、「新規登録」から「クレーン」の「休

止報告」又は「廃止報告」を選択して情報を入力し、登録を行うこと。
（イ） その他

廃止報告に係る処理においては、当該情報は削除じないこと。
コ 性能検査結果報告に係る処理

登録性能検査機関から本省あて一括して報告された性能検査結果報告は、本省

で自動処理を行うが、適切に処理できなかった情報については、自動更新非適情
報として該当署に回送されるので、自動更新非適情報が回送された場合は、検査

機関の検査事務所等に確認を行って当該回送の原因を特定すること。
原因を特定した後は、 r,t生能検査結果報告Jの「自動更新非適一覧」に表示さ
れる当該情報に対して修正等の必要な処理を行うこと。

自動更新非適情報の処理の中で「本報告を対象外とするJについては、特定機
械情報検索によっても対象となる特定機械情報がない場合においてのみチェッ

クして登録すること。この場合、当該性能検査結果報告は、報告があったものの

該当する特定機械等がなかったものとして処理されること。
設置者の名称が不一致等回送される自動更新非適情報が今後も発生するおそ

れがある場合は、当該情報に係る検査機関と調整を行い、情報の統ーを図ること。
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(7) デリック関係

ア製造許可に係る処理

「（6）クレーン関係」の「ア製造許可に係る処理jに準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「デリックJと読み替えるこ
と。
イ 設置届に係る処理

「（6）クレーン関係」の「ウ 設置屈に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「デリック」と読み替えるこ
と。
ワ落成検査に係る処理

「（6）クレーン関係」の「エ 落成検査に係る処理Jに準じるとと。
なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「デリック」と読み替えるこ

と。
エ 性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「オ性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処
理」に準じるとと。

なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「デリックJと読み替えるこ
と。

オ変更届に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「カ 変更届に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「デリック」と読み替えるこ
と。

カ 検査証再交付申請に係る処理
「（6）クレーン関係」の「キ検査証再交付申請に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「デリックjと読み替えるこ
と。
キ検査証書替申請に係る処理
「（6）クレーン関係」の「ク 検査証書替申請に係る処理」に準じること。

なお、との場合において、「クレーンJとあるのは「デリック」と読み替えるこ
と。
ク 休止報告及び廃止報告に係る処理
「｛6）クレーン関係」の「ケ 休止報告及び廃止報告に係る処理」に準じるこ

と。
ケ性能検査結果報告に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「コ ’性能検査結果報告に係る処理Jに準じること。

(8) エレベータ一関係

ア製造許可に係る処理

「｛6）クレーン関係」の「ア 製造許可に係る処理」に準じること。

なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「エレベーターJと読み替え
ること。

イ 設置屈に係る処理

「（6）クレーン関係」の「ウ 設置屈に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「エレベーターJと読み替え
ること。

ワ 落成検査に係る処理
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「（6）クレーン関係Jの「エ落成検査に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「エレベーターJと読み替え
ること。

エ性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処理
「（6）クレーン関係」の「オ性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処
理」に準じること。

なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「エレベーターJと読み替え
ること。

オ変更届に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「カ 変更届に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「クレーンj とあるのは「エレベーター」と読み替え
ること。

カ 検査証再交付申請に係る処理
「（6）クレーン関係」の「キ検査証再交付申請に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「エレベーター」と読み替え
ること。

キ検査証書替申請に係る処理
「（6）クレーン関係」の「ク 検査証書替申請に係る処理」に準じること。

なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「エレベーターJと読み替え
ること。
ク 休止報告及び廃止報告に係る処理

「（6）クレーン関係」の「ケ 休止報告及び廃止報告に係る処理Jに準じるこ
と。
ケ性能検査結果報告に係る処理

「（6）クレーン関係」の「コ 性能検査結果報告に係る処理Jに準じること。

(9) 建設用リフト関係

ア製造許可に係る処理

「（6）クレーン関係」の「ア 製造許可に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「建設用リフトj と読み替え
ること。

イ 設置届に係る処理
「（6）クレーン関係Jの「ウ 設置届に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「建設用リフトj と読み替え
ること。

ウ落成検査に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「エ 落成検査に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「建設用リフト」と読み替え
ること。

エ 変更検査及び使用再開検査に係る処理

「（6）クレーン関係」の「オ性能検査、変更検査及び使用再開検査に係る処

理Jのうち、性能検査に係るものを除いて準じること。
なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「建設用リフト」と読み替え

ること。
オ変更屈に係る処理

「（6）クレーン関係」の「カ 変更届に係る処理Jに準じること。
なお、この場合において、「クレーンJとあるのは「建設用リフト」と読み替え
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ること。

カ 検査証再交付申請に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「キ検査証再交付申請に係る処理」に準じること。
なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「建設用リフト」と読み替え

ること。

キ検査証書替申請に係る処理

「（6）クレーン関係jの「ク 検査証書替申請に係る処理」に準じること。

なお、この場合において、「クレーン」とあるのは「建設用リフトj と読み替え

ること。

ク 廃止報告に係る処理

「（6）クレーン関係Jの「ケ休止報告及び廃止報告に係る処理」のうち休止に
係るものを除いて準じること。

(10）その他注意事項

統計等はデータベースに保存された各種情報を対象として集計することとして

いるので、入力に当たっては、同ーの特定機械等の情報を重複して入力しないこと。

決裁結果入力により当該情報をシステム上で確定させることとしているので、原

則として決裁が終了したもののみを入力すること。

「取下げ」は、収入印紙を消印した案件についてのみ使用すること。

「削除Jは、当該削除しようとする情報がデータベースから消去されることであ
るが、消去した情報を元に戻すことは不可能であることから、削除の操作を行うに

当たっては、特段の注意を払うこと。

基本的に、「処理意見」欄は当該処理を行うに当たっての担当官の意見を記載し、

「備考」欄はそれ以外の事項を記載すること。

3 情報の活用方法等
(1) 検索

登録された情報を検索し、表計算ソフトへ出力して集計等行うことにより、管内

の特定機械等の状況について系統だった把握が行うことができ、また、安全衛生指

導等に有効に活用することができること。

(2) システムから取得することができる統計の種類

ア 安衛407計画の届出審査結果報告（その二）の（1)

イ 安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告（そのー）の（1)

ウ 安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告（その一）の（2)

エ 安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告（その一）の（3)
オ安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告（そのー）の（4)

カ 安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告（その一）の（5)

キ安衛408手数料収入印紙ちょう用実績報告（そのー）の（7)

ク 特定機械等種類別製造許可数

ケ特定機械等種類別設置数

コ特定機械等能力別設置数
サ特定機械等検査数

シ特定機械等届出・報告等件数

第4 じん肺管理区分情報管理システム
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1 事務処理の概要
申請者から提出された申請書等に基づき、都道府県労働局長が決定したじん肺管理
区分等について、申請書に記載された情報を入力し、各種書類を作成、処理する。

2 情報の処理要領
(1) 申請受付時入力

申請受付時入力の際は、必須入力項目（生年月日、氏名（フリガナ、漢字）、事

業場名等）を確認し、システムへの入力を行う。システムへの入力を行うときは、

事業場・個人の検索を行った上、該当のものを選択（なければ新規登録）し、入力
を行うこと。
なお、入力に係る留意事項は次のとおりである。

ア 事業者職氏名については、各送付文書のあて名となるので、事業場の名称から
入力を行うこと。（（例） 00産業株式会社代表取締役ムムムム）
イ 該当する事業場がなかった場合は、事業場管轄署に事業場基本情報の登録依頼
を行い、事業場基本情報への登録が行われた後、再度操作を行うこと。

(2) じん肺診査
じん肺診査を行う際は、じん肺診査状況（昭和56年3月30日基発第184号通達の

別紙様式1 2）の出力帳票を印刷し、地方じん肺診査医による診査の参考情報と
して活用するとともに、診査終了後、これに診査結果を記録し、地方じん肺診査医
の署名文は記名押印を受けること。

なお、昭和56年3月30日付け基発184号通達の別紙様式2については、システム
の出力帳票に登録されていないので、留意すること。

(3) 管理区分決定時の入力

管理区分を決定した場合には、当該案件を検索し管理区分決定情報の入カを行う
こと。

(4) 決定通知に係る処理

決裁は、前述のじん肺診査状況及び関連資料を添付して行うこと。

なお、決定通知書は、システムで印刷されるじん肺法施行規則様式第4号を用い

ることとする。

(5) 検査 M 物件提出命令、作業転換指示等に係る措置

システムで印刷される検査・物件提出命令、作業転換指示等に係る書類には、再・

追加検査実施・物件提出命令書、作業転換勧奨書、作業転換実施通知書、作業転換
促進書（甲）、作業転換促進書（乙）、作業転換合意報告書、作業転換指示書、作業
転換実施報告書があり、これらの作成及び送付を行うときは、システムh の検査・

物件提出命令、作業転換指示等に係る情報の入力を行うこと。

(6) 特別加入者に対する取扱い
特別加入者に関する通知書の様式は、システムでは定めていないので、ワープロ
ソフト等で別途作成すること。

(7) 不服審査事案に係る取扱い

不服審査事案については、本省から送付される裁決書の写しを参照して、入力を

行うこと。
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なお、原決定が入力されていないときは、裁決内容を入力することができないの

で、原決定を入力した後、改めて入力すること。

(8) 特別申請に係る取扱い
システムでは、特別申請について管理していないので、じん肺法第16条申請分と

してシステムへの登録を行うこと。

(9) 健康管理手帳交付案内の送付

常時粉じん作業に従事する労働者であった者が管理2文は管理3と決定された
場合については、健康管理手帳の交付要件を満たすことから、その取得勧奨を行う

こととなるが、システムにより交付案内を印刷することが可能であるので活用する

こと。

3 情報の活用方法

(1) じん肺管理区分決定状況検索

管轄局署、出力期間を入力することにより、対象期間内の管轄局署内の事業場分

のじん肺管理区分決定状況を他局決定分も含め検索できることとなり、指導事業場

の選定等に活用することができる。

(2) じん肺発生事業場の検索

検索条件を入力することにより、事業場情報が出力される。この検索により、新

規有所見者発生事業場一覧等の出力が可能となるため、指導事業場の選定等に活用

することができる。

(3) 個人情報検索

検索条件を入力することにより、個人情報が出力される。この検索結果を地方じ
ん肺診査医に提供することにより、管理区分の変更の判断に慎重を期すことが可能

となるので、じん肺診査に際しては、必ず、出力して活用すること。また、個人で

複数の局に重複申請を行っている事案の確認が可能となるので、居住地の局に申請

を行うように指導すること。

(4) 定型統計の種類

ア 衛402じん肺健康管理実施状況報告

イ 業種別じん肺健康管理実施状況

ウ 業種別管理区分決定状況

エ年別管理区分決定状況

オ業種別粉じん作業別新規有所見者発生状況

カ 業種別年別新規有所見者発生状況

キ 粉じん作業別年別新規有所見者発生状況

ク 業種別管理区分変更状況

ケ業種別粉じん作業別管理4決定状況

コ 粉じん作業別年別管理4決定状況

第5 総合対策情報
1 総合対策情報の概要

総合対策情報は、個別事業場情報管理システムにおける危険機械・有害業務情報を
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拡充し、事業場に係る監督結果等情報、健康診断結果情報及び労働災害情報と関連付

けて管理することにより、プレス災害防止総合対策、木材加工用機械災害防止総合対

策及び粉じん障害防止総合対策に係る事業場の情報をより的確に管理し、各総合対策

のより効果的な推進に資するものである。

また、本総合対策情報は、各局署において、管内の各総合対策の対象とする事業場

の災害発生状況、災害防止の取組状況及び事業場規模等、それぞれ特殊性を有するこ

とから、各局署の総合対策の推進状況等にあわせた活用が可能となっている。

2 総合対策情報（プレス機械）の活用

総合対策情報（プレス機械）は、平成10年9月1日付け基発第519号「プレス災害
防止総合対策についてJ（以下「プレス総合対策通達Jという。）を受けて、各局にお
いて実施するプレス災害防止総合対策等の実施に当たって、事業場の情報をより的確

に管理することにより、その効果的な推進に資するものである。

なお、本総合対策情報においては、各局のプレス機械災害の発生状況等を踏まえ、

適切かつ積極的に総合対策情報の活用を図られたい。

(1) 入力契機等

総合対策情報（プレス機械）の入力については、監督・指導等により、当該情報

を把握した後、速やかに行うものとする。

(2) 管理項目の入力に当たって留意すべき事項

ア入力項目

管理項目中の必須入力項目は「監督・指導等年月日J及び「監督・指導等種別J
であり、他は全て任意入力項目である。

イ設置台数等
(7) 当該プレス機械が安全措置の種類を切り替えることができる場合については、

定常作業で使用される安全措置によって分類すること。また、複数の安全措置

を併用している場合には、以下の優先順位により分類すること。

なお、型式検定に合格することが必要である安全措置については、当該検定

に合格していない場合には、当該安全措置に分類しではならないことはいうま

でもないこと。

（イ） 使用を休止しているプレス機械については、総数に計上すること。

（ウ） 「最大能力（ t) J欄には、プレス機械の種類ごとに当該事業場に設置され

ているプレス機械の圧力能力の最大のものを入力すること。

（優先順位）

a 「131条1項プレス安全プレスJ
b 「131条l項プレス 右記以外のプレスj

c 「131条2項プレス ガード式」

d 「131条2項プレス PS DI J 
e 「131条2項プレス光線式」

f 「131条2項プレス 両手操作式J
g 「131条2項プレス 手引き式」

h 「131条2項プレス 手払い式J
i 「131条2項プレスその他J
j 「131条2項プレス安全措置なし」

ウ管理状況

(7) 「資格者の状況」の「作業者主任者（ 5台以上有する事業場）の選任の有無」
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については、安衛令第6条第7号に該当する場合であって有資格者の中から作
業主任者が選任されているとき「有j、作業主任者が選任されていないとき「無J
と入力すること。作業主任者の選任を要しない場合はこの欄の入力の必要はな
く、「作業主任者に準じる者J（プレス総合対策通達第2の1の（3)）の欄に入
力すること

（イ） 「安全装置の安全距離及び防護範囲の適否」、「特定自主検査の実施の有無J
については、事業場に複数のプレス機械がある場合管理項目ごとにすべてのプ

レス機械が「適J又は「有jであるときのみ「適」又は「有Jとすること。
（ウ） 「経営首脳者等に対する安全衛生教育」については、労働災害防止団体等が

実施する経営者安全衛生セミナ一等があること。
（エ） 「作業従事者に対する安全衛生教育Jについては、平成8年6月11日付け基
発第367号「プレス機械作業従事者に対する安全教育についてJに基づくプレ
ス機械作業従事者に対する安全教育等があること。
（オ） 「災害防止協議会Jについては、プレス総合対策通達第2の4の（3）のプレ
ス災害防止協議会等があること。

（カ） 「災害防止強化月間等Jについては、プレス災害防止協議会等が主催するプ
レス災害防止強化月間等があること。

（キ） 「災害防止大会等」については、地域におけるプレス災害防止大会、社団法

人日本金属プレス工業協会が主催するプレス安全全国大会等があること。

(3) 自由設定項目等

「参考事項・意見j、「自由分類項目」、「自由設定項目」及び「自由設定数量jに
ついては、局内の実態を踏まえ、本総合対策情報において管理するととができる項
目として定めた項目以外のものを把握し、管理することが総合対策等の推進に当た

って有効であると考えられるとき使用すること。

(4) 統計等

本総合対策情報においては、 l管内の状況を適確かつ確実に把握するため、定型統
計及び自由統計を使用することができること。

また、「プレス機械事業場監督履歴等一覧」によりプレスの設置台数、プレス災
害発生状況及び監督履歴等が把握できること。

なお、定型統計に係る各報告の入力対象期間は4月1日から翌3月末日までとし、
報告は、遅くとも対象年度の翌年度5月末日までに行うこと。

3 総合対策情報（木材加工用機械）の活用

総合対策情報（木材加工用機械）は、平成10年9月1日付け基発第520号 「木材加
工用機械災害防止総合対策の推進について」（以下「木工機械総合対策通達」という。）

を受けて、各局において実施する木材加工用機械災害防止総合対策等の推進に当たっ

て、事業場の情報をより的確に管理することにより、総合対策等の効果的な推進に資
するものである。

なお、本総合対策情報においては、各局の木材加工用機械災害の発生状況等を踏ま
え、適切かつ積極的に総合対策情報の活用を図られたい。

(1) 入力契機等

本総合対策情報の入力については、監督・指導等により当該情報を把握した後、
速やかに行うものとする。
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(2) 管理項目の入力に当たって留意すべき事項

ア入力項目

管理項目中の必須入力項目は「監督・指導等年月日j及び「監督・指導等種別j
であり、他は全て任意入力項目である。

イ設置台数等
(7) 「設置台数」欄には、木材加工用機械の種類ごとに休止しているものを含め

た設置台数を入力すること。

（イ） 「使用台数J欄には、「設置台数」から木材加工用機械の種類ごとに休止し
ていることが明らかなものを除いた台数を入力すること。

（ウ） 「安全装置等適」及び「有効保持台数」欄には、それぞれ設置台数のうち必
要な安全装置が設置されているもの及びその内有効に保持されているものの
台数を入力すること。

ウ管理状況
(7) 「安全管理体制」の「作業主任者の選任の有無Jについては、安衛令第6条
第6号に該当する場合であって，有資格者の中から作業主任者が選任されて
いるとき「有」、安衛令第6条第6号に該当する場合であって，有資格者の中
から作業主任者が選任されていないとき「無Jと入力すること。
作業主任者の選任を要しない場合、この欄への入力の必要はなく、安全確認
者（木工機械総合対策通達第2の1の（1）のロ）の欄に入力すること。
（イ） 「安全衛生教育Jについては、木工機械総合対策通達第2の1の（3）のロの
安全教育をいうものであること。

（ウ） 「定期点検等jの「定期点検」は、木工機械総合対策通達第2の（4）のロの
年次の点検をいうものであること。

（エ） 「経営首脳者等に対する安全衛生教育Jについては、労働災害防止団体が実
施する経営者安全衛生セミナ一等があること。

(3) 自由設定項目等

「参考事項・意見j、「自由分類項目」、「自由設定項目」及び「自由設定数量」に

ついては、局内の実態を踏まえ、本総合対策情報において管理することができる項
目として定めた項目以外のものを把握し、管理することが総合対策等の推進に当た
って有効であると考えられるとき使用すること。

(4) 統計等

本総合対策においては、管内の状況を適確かっ確実に把握するため、定型統計及
び自由統計を使用することができること。

また、「木材加工用機械事業場監督等履歴一覧Jにより、木材加工用機械の設置
台数、災害発生件数及び監督履歴等が把握できること。

なお、定型統計に係る各報告の入力対象期聞は4月1日から翌3月末日までとし、
報告は、遅くとも対象年度の翌年度5月末日までに行うとと。

4 総合対策情報（粉じん作業）の活用

総合対策情報（粉じん作業）は、平成15年5月29日付け基発第0529004号「第6次
粉じん障害防止総合対策の推進について」（以下「粉じん障害防止総合対策通達」と

いう。）を受けて、各局において実施する粉じん障害防止総合対策等の推進に当たっ

て、事業場の情報をより的確に管理することにより、総合対策の効果的な推進に資す
るものである。なお、本総合対策情報においては、各局の粉じん障害防止総合対策等

の推進状況等を踏まえ、適切かっ積極的に総合対策情報の活用を図られたい。
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(1) 入力契機等

総合対策情報（粉じん作業）の入力については、監督・指導等により当該情報を

把握した後、速やかに行うものとする。

(2) 管理項目の入力に当たって留意すべき事項

ア入力項目
管理項目中の必須入力項目は別添「管理できる情報（粉じん作業）Jの必須等
項目欄にOを付した項目であり、他は全て任意入力項目である。ただし、同必須
等入力項目欄に＊を付した項目は、粉じん障害防止総合対策の進捗状況等を把握
するための定型統計「業種別規模別違反条文別重点事項別管理区分別事業場数J
の基本データとなるものであり、これにより、第5次粉じん障害防止総合対策以
降においては、従来必要であった「労働衛生監督・指導（粉じん）における法令
違反等の状況」の本省報告を廃止したところであるので、監督・指導等で把握し

たものは原則として全て入力すること。
イ 管理項目の入力方法

管理項目の「要否」、「有無」、「適否Jの入力は、次の基準に従って入力するこ
と。
(7) 選択肢の「有j又は「適Jについては、必要数、必要要件等を全て満たして
いる場合に限り入力すること。
例えば、管理項目のうち、「特定粉じん発生源（局所排気装置）の有無」及

び「特定粉じん発生源（局所排気装置）の適否」については、監督・指導等を
実施した当該事業場の局所排気装置の設置が必要な粉じん発生源全てに局所

排気装置等が設置されているときにのみ「有無J欄に「有Jを入力し、また、
設置された全ての局所排気装置についてその必要な構造、性能を有していると

きにのみ「適否J欄に「適Jを入力すること。
（イ） 同ーの事項について、互いに関連する複数の管理項目がある場合、直前の管

理項目で「無」又は「否」の否定的選択肢を入力した場合には、当該管理項目

以降の関連する管理項目については未入力とすること。
例えば、「特定粉じん発生源（局所排気装置）Jに関する管理項目について、
「局所排気装置」の「要否」欄に「否Jを入力した場合には、「有無j欄及び
「適否J欄を未入力ととし、「有無J欄に「無j を入力した場合には「適否」
欄を未入力とすること。

これに関連して、「作業環境測定及びその結果に基づく適正な作業環境管理
の実施状況」に関する管理項目について、「単位作業場所の数j欄に「0」を
入力した場合には、「作業環境測定の実施の有無J欄を未入力とすること。
（ウ） 同ーの作業について、複数の特定粉じん発生源に係る措置が認められている
場合において、

a いずれかの措置が講じられているときには、当該措置に係る「要否」、「有

無J、「適否」等を入力し、当該措置以外の措置に係る項目については、「要
否J欄に「否jを入力すること。
例えば、粉じん障害防止規則第4条第5号に係る特定粉じん発生源につい
ては、「1密閉する設備を設置することJ、「2局所排気装置を設置すること」
の2とおりの措置が認められているが、この場合、局所排気装置が設置され
ているときには「局所排気装置jの「要否J欄に「要」、「有無j欄に「有J、
「適否」欄に「適Jあるいは「否Jのいずれかを入力した上で、「密閉する
設備Jの「要否」欄に「否」を入力すること。
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b いずれの措置も講じられていないときには粉じん障害防止規則第4条の
表の下欄の1の措置について「要否」欄に「要」、「有無」欄に「無」を入力
し、他の措置に係る項目については「要否」欄に「否」を入力すること。 例

えば、密閉する設備又は局所排気装置のいずれも設置されていない場合には、

粉じん障害防止規則第4条第5号に係る特定粉じん発生源について、「密閉
する設備」の「要否j欄に「要」、「有無」に「無」を入力した上で、「局所
排気装置」の「要否J欄に「否」を入力すること。

（エ） 適用除外に係る管理項目の取扱いについては、当該適用除外により措置が免

除される項目については「要否」欄に「否」を入力するとともに、適用除外に
当たっての代替措置が義務づけられているときは、当該代替措置に係る「要否」、
「有無J、「適否J等を入力すること。
例えば、粉じん障害防止規則第7条第1項が適用される場合には、「特定粉
じん発生源Jの5つの「要否J欄の全てに「否Jを入力し、「呼吸用保護具J
の「要否」欄に「要Jを入力すること。
なお、同一事業場において適用除外に該当しない粉じん作業場所と適用除外

該当の粉じん作業場所が混在する場合には、適用除外に該当しない粉じん作業
場所に係る事項を優先させて入力すること。
（オ） 廃止された粉じん作業については、「作業者」欄に「0」を入力すること。

(3) 自由設定項目等

「参考事項・意見J、「自由分類項目、「自由設定項目」及び「自由設定数量Jに
ついては、局内の実態を踏まえ、本総合対策情報において管理することができる項

目として定めた項目以外のものを把握し、管理することが総合対策等の推進に当た
って有効であると考えられるとき使用すること。

(4) 統計

本総合対策情報においては、管内の状況を的確かつ確実に把握するため、定型統
計及び自由統計を使用することができること。

また、「粉じん作業事業場監督履歴一覧」により粉じん作業の種類、管理区分決
定状況及び監督履歴等が把握できること。

なお、定型統計に係る入力対象期間は4月1日から翌3月末日までとし、遅くと
も対象年度の翌年度5月末日までに行うこと。

第6 検査業者登録状況情報管理システム
1 事務処理の概要

特定自主検査を行う検査業者名簿をシステムで管理することにより、検査業者の体
系的な管理を可能とする。

2 情報の入力要領

検査業者に関する申請・届出がなされた場合、または、検査業者に対する行政処分
等を行った場合に検査業者管理簿への登録を行う。その際、次の事項に留意すること。

(1) 「代表者の氏名Jの欄については、申請者が法人でない場合は、入力の必要はな
し、。

(2) 「住所」の欄については、登録事項ではないが入力事項となっている郵便番号及
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び電話番号の記載が申請書にない場合は、申請者に確認の上、入力を行うこと。

(3) 「機械等の種類Jの欄については、当該登録申請者が特定自主検査を行おうとす
る機械等を、平成2年9月26日付け基発第584号第2の2(1）①の区分に従って入力を

行うこと。

(4) 「労働安全衛生法第54条の4の厚生労働省令で定める資格を有する者の数Jの欄
については、複数の資格を有する検査者又は複数の機械等の検査を行うことのでき

る資格を有する検査者については、機械等の種類ごとに保有する資格の延べ数を計

算の上、在籍する検査者が保有する資格数の合計値を入力すること。

(5) 「検査事務所」の欄については、業務規程を参照の上、システムにおけるすべて

の入力事項を申請書添付資料により確認し、入力を行うこと。また、添付資料によ

り確認できない入力事項については、申請者に対し確認を行うこと。

(6) 登録証の再交付に当たっては備考欄に再交付年月日を入力すること。

(7) 「分割（その事業の全部を承継させるものに限る。）jにより、新規に法人が発生

する等の場合において、システム画面上の「承継届」欄にチェックを忘れかつ登録

を行った場合には、都道府県労働局においては訂正ができない仕様となっているた

め、本省安全課あて当該入力の訂正を依頼すること。

(8) 承継により変更、廃止等を行う場合においては、備考欄に次の事項を入力するこ

と。

ア 被承継者については、承継者の登録番号と承継を受けた理由

イ 承継者については、被承継者の登録番号と承継の理由

(9) 次の行政処分等の日付及ひ寺内容について、備考欄に入力を行うこと。

ア 行政処分により登録を取り消した場合
イ 特定自主検査の業務の全部を廃止する場合

ウ 行政処分により業務の停止を命じた場合

なお、ハの場合にあっては、名簿の備考欄に停止する業務の範囲及び期間を入力

すること。

3 情報の活用方法

検査業者管理簿、検査業者管理名簿に登録された情報を検索、表示することができ

る。

第7 安全衛生業務計画作成支援システム
安全衛生業務計画支援システムは、安全衛生業務の年度計画、月別又は四半期別計

画及び実績表をシステムに主主録・更新することで管理や、過去に登録した年度計画、

月別又は四半期計画を検索ができる。

1 情報入力
(1) 年度計画

安全衛生業務指導支援メニュー画面から、「安全衛生業務計画」欄の「来年度計

画主主録」を選択し、毎年2月1日から3月の最終開庁日までに、安全衛生年度計画
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表を入力し、登録する。
今年度の安全衛生業務年度計画、月別または四半期別計画は途中で変更すること

ができ、変更が行えるのは、翌年2月の最終開庁日までなので留意する。

(2) 月別又は四半期別計画

月別又は四半期別計画・実績表は、局で設定した安全衛生業務の入力期間単位に

従って、 2月1日から3月の最終開庁日までに登録する。
年度計画同様、月別又は四半期別計画についても変更することができ、変更が行

えるのは翌年2月の最終開庁日までである。

2 過去の各種安全衛生業務計画・実績表の検索

安全衛生業務計画作成支援メニューから、「過去計画・実績検索Jを選択すると検
索ができる。
「年度J、「検索範囲（本省・局・署／管轄局署）Jを指定して、過去の「安全衛生年
度計画表J、「安全衛生業務月別（又は四半期別）計画・実績表」、「初期計画jを検索
できる。検索可能な範囲は、本省・局・暑で異なる。

入力期閥単位が「月jの局署については、月別計画・実績表及び四半期別計画・実
績表が検索できるが、入力期間単位が「四半期Jの局署は、四半期別計画・実績表の
み検索ができる。

3 定期報告の検索

安全衛生業務計画作成支援メニューから、「定期報告」を選択すると定期報告検索

一覧画面を起動できる。

第8 計画の届出審査結果情報管理システム

1 事務処理の概要
事業場から提出され、受理した「建設物／機械等設置・移転・変更届J（労働安全

衛生規則様式第20号）及び「建設工事／土石採取計画届」（労働安全衛生規則様式21

号）に記載された’情報をシステムに入力する。

2 情報の入力要領
「労働基準局報告例規j安衛40 7 （計画の届出審査結果報告）の別紙1 「計画の

届出審査結果情報管理機能を活用した登録等J及び「システム報告要領（作成支援機
官~） J の2. 1によること。
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別表1
【安全衛生指導結果等情報】
入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

事業場基本情報の業務選択メ＝ュー画面

事業場区分 自動入力 で選択した作成単位の区分により自動的

表示される。

労働保険番号 自動入力 事業場基本情報から自動表示される。

登録区分 自動入力 事業場基本情報から自動表示される。

事業場名 自動入力 事業場基本情報から自動表示される。

所在地 自動入力 事業場基本情報から自動表示される。

業種
自動入力

事業場基本情報から自動表示される。 ム 変更可能である。
選択

指導年月日 選択
指導年月日を「日付入力ダイアログ」画 。
面で入力する。

復命者職氏名 キーボード 氏名を入力する（25字以内）。

「個別指導」「計画の届出の実地調査J「災
指導種別 選択 害調査（安全衛生）」「検査」「その他Jの 。

いずれかを選択入力する。

面接者職氏名 キーボード 面接者職氏名を入力できる（25字以内）。
データベースには保存

されないロ

署長判決 選択
「完結」、「要再指導J、「要改善報告J、「要
監督Jのいずれかを選択入力する。

「安衛配置監督官J
安衛配置監督官による安全衛生指導結果

選択 の場合、［安衛配置監督官］にチェックを
欄

入れる。

安全衛生指導重点対
選択 局で設定したコードを選択入力する。 ム 個別指導の場合は必須

象区分

特別監督等対象1及
本省で設定した特別監督等対象に該当す

コード内容は本省で設
V'Z 

選択 る事業場を指導した場合、コードを選択 ム
定している。

入力する。

電話番号
自動入力

事業場基本情報から自動表示される。 ム 変更可能である。
キーボード

店社
自動入力

事業場基本情報から自動表示される。 ム 変更可能である。
選択

代表者職氏名
自動入力

事業場基本情報から自動表示される。 ム 変更可能である。
キーボード

是正勧告書又は使用停止等命令書を交付

法、令、貝IJ 選択 する場合に違反を指摘した法律、政令、 ム
省令の名称及び条項を選択入力する。

派遣法 選択
派遣法に係る事案については派遣法の適

ム
用条項を選択入力する。

違反条項 措置内容 選択
法条項を入力した条文で措置を行った場

ム
合は、指導年月日に応じて選択入力する。

是正勧告又は使用停止等命令で指示した

是正年月日を「日付入力ダイアログJ商

是正期日 選択
面で入力又は「即時J、「是正済」、「今後J
のいずれかを選択入力する。なお、「確認

までの閑Jとした場合は、該当欄を選択
入力する。
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外国人労働 外国人労働者に係る違反がある場合に

者に係る違 選択 「外国人J、「技能実習生J、「不法就労者j
反 のうち該当するものを選択入力する。

庁外活動を伴う安全衛生業務の結果、安

指導事項 選択 全衛生指導書で指導した事項を選択入力

指導事安全衛 する。

安全衛生指導書において指吊した改善年
項生 改善期日 選択 月日を「日付入力ダイアログ」画面で入

カする。

参考事項・意見 キーボード
参考事項及び意見を入力する（14CO字以

内）。

※ 「入力契機」柵の記号について。登録時に入力が必須となる項目
ム・登録する内容により、該当する項目がある場合には必ず入力する項目

空欄．必要に応じて入力する。

一・入力が自動的に行われる項目
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る。なお、「技能実習生J、
「不法就労者」のいずれ

ム
かを選択入力した場合

には、自動的に「外国人J
も選択される。
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ム
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別表2
【下請情報】
入力項目 入力方法 入力内容 入力契機 備考

下請店社の名称をカナ

で入力する。なお、事業

事業名（カナ） キーボード 場名（漢字）を先に入力 。
すると、カナが自動表示

される（80字以内）。

事業名（漢字） キーボード
下請店社の名称を漢字 。
で入力する（80字以内）

所在地 キーボード
下請店社の所在地を入

ム 都道府県から入力する
カする

労働基準局報告例規基

業種 選択 準ま業種分類表の小分類 ム

でを選択入力する。

労働者数（企業全体） キーボード
下請店社全体の労働者

ム
監菅結果等情報、安全衛生指導結果等情

数を入力する（6桁） 報から上書きされる。

郵便番号 キーボード
下請店社の所在地の郵

ム
便番号を入力する

下請店社の代表者職氏

代表者職指名 キーボード 名を漢字で入力する（3 ム
。字以内）

下請店社が廃止された

廃止年月日
選択 場合に廃止年月日を「日

ム
キーボード 付入力ダイアログ」画面

で入力する

※ 「入力契機J欄の記号について
0 登録時に入力が必須となる項目
ム’登録する内容により、該当する項目がある場合には必ず入力する項目

ー，入力が自動的に行われる項目
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別表3
【安全衛生指導事項】

番号 指導事項 説 明

総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者及び産業医
1 安全衛生管理体制（一般） の職務等に関することその他の事業場の安全衛生管理体制について指導を行

った場合に選択する。

統括安全衛生責任者、元方安全衛生管理者、店社安全衛生管理者及び安全衛
2 安全衛生管理体制（特定事業） 生責任者の職務等に関することその他の特定事業に係る安全衛生管理体制に

ついて指導を行った場合に選択する。

3 元方事業者等
見方事業者又は注文者が行う関係請負人に対する労働災害防止のための措置

について指導を行った場合に選択する（関係請負人に対する指導を含む。）。

4 作業主任者等 作業主任者及び作業指揮者の職務等について指導を行った場合に選択する。

5 就業制限
クレーン運転士等の資格取得の促進等就業制限業務に関する指導を行った場

合に選択する。

6 安全衛生教育
管理者及び労働者に対する安全衛生教育について指導を行った場合に選択す

る。

7 自主検査等 機械等の自主検査に関する指導を行った場合に選択する。

安全委員会、衛生委員会及び安全衛生委員会の活動等について指導を行った
日 安全・衛生委員会 場合に選択する（委員会を設けていない事業者に対する関係労働者からの意

見を聴取する機会に閲する指導を含む。）。

9 
労働安全衛生マネジメントシ

労働安全衛生マネジメントシステムに関する指導を行った場合に選択する。
ステム

10 リスクアセスメント
リスクアセスメントに関する指導を行った場合に選択する（労働安全衛生マ

ネジメントシステムに関する指導を行った場合を除く。）。

11 安全衛生管理活動 その他の安全衛生管理活動に関する指導を行った場合に選択する。

12 ボイラー又は圧力容器
ボイラー又は圧力容器（ボイラー及び圧力容器安全規則適用外のもの、配管

及び付属品を含む。）に関することについて指導を行った場合に選択する。

動力による物上げ装置（クレーン等安全規則適用外のクレーン等、揚貨装置、
13 動力クレーン等 ゴンドラ等の物上げ装置及び巻上用ワイヤロープ等物上げ装置の一部になっ

た状態のものも含む。）に関する指導を行った場合に選択する。

14 食品加工用機械 食品加工用機械又は食品包装機械に関する指導を行った場合に選択する恩

15 木材加工用機械
製材機械、合板用機械又は木工機械（自動送り装置を有するもの及び携帯式

動力工具を含む。）に関する指導を行った場合に選択する。

動力により駆動されるクランクプレス、フリクションプレス、ナツタノレプレ
16 プレス機械 ス、油圧プレス等（鍛造プレス、ハンマ、射出成形機等は除く。）に関する

指導を行った場合に選択する。

17 一般動力機械
食品加工用機械、木材加工用機械、プレス機械、動力運搬機、建設機械等を

除く一般の動力機械に関する指導を行った場合に選択する。

18 動力運搬機
動力を用いて運搬する機械（動力クレーン等及び乗物を除き、軌道装置を含

む。）に関する指導を行った場合に選択する。

19 建設機械等
掘削、積込み、運搬（いわゆる自動車によるものを除く）、締固め等に用い

る機械（高所作業車を含む。）に関する指導を行った場合に選択する。

爆発、火災若しくは破裂の防止又はその危害の防止に関する指導を行った場
20 爆発・火災等 合に選択する（静電気の除去等着火原に対する指導、避難に関する指導を含

み、ボイラー及び圧力容器に関する指導を除く。）。

21 感電 感電による危険の防止に関する指導を行った場合に選択する。

22 掘削作業等
掘削作業等（明り掘削の作業、ずい道等の建設の作業等及び採石作業）にお

ける危険の防止に関する指導を行った場合に選択する。

23 荷役作業等
荷役作業等における危険の防止に関する指導を行った場合に選択する（揚貨
装置に関する指導を含む。）。
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24 伐木作業等
伐木、造材、集材、運材等における危険の防止に関する指導を行った場合に

選択する（機械集材装置及び運材索道に関する指導を含む。）。

25 墜落・転落 墜落又は転落による危険の防止に関する指導を行った場合に選択する。

物体の飛来、落下又は崩壊による危険の防止に関する指導を行った場合に選

26 飛来・崩壊 択する（掘削作業に伴わない地山の崩壊、石の落下、落盤等に関する指導を

含む。）。

27 型枠支保工 型枠支保工に関する指導を行った場合に選択する。

28 通路・足場・作業構台
通路、足場、作業構台（階段、桟橋、出入口を含む。）に関する指導を行っ

た場合に選択する。

29 交通労働災害 交通労働災害防止に関する指導を行った場合に選択する。

30 その他の産業安全 その他の産業安全に関する指導を行った場合に選択する白

31 有機溶剤 有機溶剤による健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

32 鉛 鉛による健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

33 四アノレキノレ鉛 四アノレキノレ鉛による健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

34 特定化学物質
特定化学物質（一酸化炭素及び石綿を除く。）による健康障害の防止に関す

る指導を行った場合に選択する。

35 一酸化炭素 一駿化炭素による健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

36 石綿 石綿による健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

37 ダイオキシン類 ダイオキシン類ばく露防止対策に関する指導を行った場合に選択する。

38 粉じん 粉じんによる健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

39 酸欠・硫化水素
酸素欠乏症及び第二種酸素欠乏危険作業に係る硫化水素中毒の防止に関する

指導を行った場合に選択する。

40 電離放射線 放射線の被ぼく管理対策に関する指導を行った場合に選択する。

41 暑熱文は寒冷
暑熱又は寒冷な環境で行う作業に係る健康障害の防止に関する指導を行った

場合に選択する白

42 騒音 騒音障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

43 振動 振動障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

44 高気圧
高気圧業務に係る危険及び健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択
する。

45 有害光線 有害光線による健康障害の防止に関する指導を行った場合に選択する。

46 局所排気装置等
ガス、蒸気又は粉じんの発散源を密閉する設備、局所排気装置、プッシュプ

ノレ型換気装置、全体換気装置に関する指導を行った場合に選択する。

47 保護具 保護衣、保護眼鏡、呼吸用保護具等に関する指導を行った場合に選択する。

48 事務所 事務所の衛生管理に関する指導を行った場合に選択する。

49 腰痛 職場における腰痛予防対策に関する指導を行った場合に選択する。

50 VDT VD  T作業における労働衛生管理に関する指導を行った場合に選択する。

51 作業環境測定
作業環境測定に関する指導を行った場合に選択する（測定結果の評価、事後

措置に関する指導を含む。）。

52 健康診断
健康診断に関する指導を行った場合に選択する（特殊健康診断、指導勧奨に

よる健康診断、事後措置に関する指導を含む。）。

53 過重労働 過重労働による健康障害防止対策に関する指導を行った場合に選択する。

54 メンタノレヘノレス メンタノレへノレス対策に関する指導を行った場合に選択する。

55 健康保持増進
健康保持増進に関する指導を行った場合に選択する（メンタノレへノレス対策に

係る指導を除く。）。

56 快適職場
快適な職場環境の形成のための措置に関する指導を行った場合に選択する

（職場における喫煙対策に関する指導を除く。）。

57 喫煙 職場における喫煙対策に関する指導を行った場合に選択する。

58 地域産業保健センター 地域産業保健センターの活用に関する指導を行った場合に選択する。

59 秘密の保持 健康情報の適切な取扱いに関して指導を行った場合に選択する。

60 その他の労働衛生 その他の労働衛生に関する指導を行った場合に選択する。
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第1 最低賃金減額特例許可情報管理システム（賃金関係）
最低賃金減額特例許可情報システム（以下「減額特例システム」という。）は、最低

賃金の減額の特例許可（以下「減額特例Jという。）にかかる申請から処分までの情報
を電子化・データベース化することにより、復命書作成業務、統計業務等の的確な進

行管理を行えるようにし、また、定期報告（賃403「最低賃金減額特例許可人員等調」）

の報告内容を自動で集計する等、業務の効果的かつ効率的な実施に資するものである。

1 最低賃金の減額の特例許可事務の分担（別添1参照）
平成 20年7月1日付基発第 0701002号「最低賃金法第7条の最低賃金の減額の特例
許可の事務の分担についてJ（以下「通達」という。）により本省労働基準局長から通知
された減額特例に係る都道府県労働局（以下「局Jという。）及び労働基準監督署（以下
「箸Jという。）における事務分担については、別添1のとおりとするので、減額特例シ

ステムにより局箸で情報を共有し、的確に事務処理を行う。

2 最低賃金減額の特例の申請の受理
(1)申請の受理

「最低賃金の減額の特例許可申請書J（以下「申請書Jという。）は、最低賃金法施
行規則（昭和34年労働省令第 16号。以下「良lj」という。）第4条及び第17条にお
いて、事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長（以下「署長」という。）を経由
して都道府県労働局長（以下「局長Jという。）に2部を提出しなければならないこ
ととされている。このため、事業場の所在地を管轄する署においては、申請書を2
部提出させ、書類審査を行い不備のない場合に受理した上で、署で保管する申誇書
を正本、許可書又は不許可通知書に添付して申誇者に交付するものは、副本として
取扱い、正本には「正」、副本には「副Jを押印して保管する。
なお、申請者が申請書を3部持参し、そのうち1部を受理された証拠と－して受理
印を押印して返却するよう申じ出た場合は、返却するものと受理するものとが同ー

であることを確認した上で、受理印（受付年月日入り）を押印し、返却する。

(2）受付・処理経過簿の作成、申請情報の入力

ア 受付・処理経過簿の作成
申請書害を受理した場合には、速やかに、受付・処理経過簿に受理年月日、申請類
型、新・継（新規・継続の}31J)、事業場名、業種（産業分類番号）、申請最賃（地

域・特定の別）及び減額対象労働者氏名を記入する。

イ 申請書の情報の入力
減額特例システムの「新規作成」ボタンから、「最低賃金減額特例許可情報一筆

録」画面を立ち上げ、「申請情報Jタプ画面内の各タブ画面に、申請書に記載され
た情報を各タブ内の項目に応じて入力して登録する。登録にあたっての必須項目
やキーボード入カをする欄についての入力文字数制限等については、別表1に示
すとおりである。
なお、 2回目以降の更新申請の場合は、検索画面から前回の情報を検索し、「複

写」ボタンを押すと［最低賃金減額特例許可情報一登録］画面のうち、「申請情報J
タブ画面の「申請受理年月日J及び「業種Jを除いた欄及び「許可等情報Jタブ
の「当初許可事業場情報」に元画面の内容が転記された状態で表示されるので、

変更のあった箇所のみを修正入力し、登録することも可能である。

（業種分類は、日本標準産業分類が、定期的に改定されるため、複写されない。）
登録後は、減額特例システムにおいて振り出された整理番号を受付・処理経過



簿の「受理番号j欄に記入するとともに、申請書には受理印を押印し、受理年月

日と整理番号を記入する。

ウ受理決裁

受付・処理経過簿に申請書を添付して署長までの受週決裁を受ける。署長は、

決裁時に担当者を決定し、受付・処理経過簿の担当者の欄に当該者の氏名を記入す

る。

(3）申請情報の登録に当たって留意すべき事項

ア整理番号

整理番号は、減額特例の情報を登録した順に、署ごとに年別の一連番号として

自動的に採番され、入力される（例： 20150001)。なお、減額特例許可情報の削除

処理を行った場合には、当該情報に係る整理番号は欠番となる。

イ処理状況

処理状況は、以下の「出カ条件」に応じた内容が入力されている場合に、自動

的に入力される。なお、「新規作成」で、登録画面を開いた場合は、処理状況は、
必ず「申請書受付Jになっている。I

間翻臨E騒謹藍二'.JF'II~：IS:;(i;;rn：~w;沼雄三：：；－；；＂＇.；古田；~Pj
1 申積書受付 申請書を受理し、［申請情報］タブが入カされて

いる場合
2 実地調査済 調査年月日が入力されている揚合、または実地

調套省略にチェックがされている場合
3 署長決裁済 決裁年月日が入力されている場合
4 局決裁済 ,,..., 許可／不許可年月日が入力されている場合
5 許可取消 取消年月日が入力されている場合
6 許可取下 取下年月日が入力されている場合

ウ 減鎖特例の情報の修正及び削除

減額特例の情報の修正は、「更新」を選択し、修五入力した上で登録する。

また、一事案における減額特例の情報全体を取り消す場合には、「データ」メニ

ユ｝の「削除Jを選択し、削除処理を行う。

(4) 申請情報の入力に当たって留意すべき事項（全申請区分に共通の事項）

ナ 「申請情報Jタブ画面
(Y) 「申請受理年月日」

「日付入カダイアログJ画面より、申請書を受理した年月日を入力する。
（イ） 「申請区分J
申請書の区分に基づき、 f精神文は身体の障害」、「試の使用期間（個人）J、「試
の使用期間（包括）」、「職業訓練（個人）」、「職業訓練（包括）」、「軽易な業務（個

人）J、「軽易な業務（包括）」、「断続的労働（個人）J又は「断続的労働（包括）J
を選択しL入力する。
この選択により、「申請情報」タブ画面及び「調査結果情報Jタプ画面の項
目が、申請区分に応じ切り替わる。

（ウ） 「許可申請の区分J欄
上記（イ）で「精神又は身体の障害」を選択した場合は、「法第7条第1号ー精
神」、「法第7条第1号一知的」又は「法第7条第1号一身体」を選択し、入力
する。



、J

「精神又は身体の障害」以外の場合は、申請区分に応じ、自動で入力される。

イ 「申請情報Jタブ画面の「事業場等情報Jのタブ画面
（ア）「業種J欄
日本標準産業分類による業穫を細分類まで、ぞれぞれ順次選択し、入力する。

細分類の右の欄には、選択した分類項目名が入力される。

（イ）「事業場名（カナ）」及び「事業場名（漢字）J欄

事業の名称及び事業場の名称を入力する。事業の名称と事業場の名称との間は

1＂ス空ける（例えば、（株） 00会社 00工場）。
入力は、「事業場名（漢字）』欄で行い、当該欄の入カに伴い、自動的に入力

される「事業場名（カナ）J欄に誤りがないかを確認し、必要に応じて修正する。
なお、申請のあった事業場が作業場所と判断される場合、一括してーの事業

として取り扱う直近上位の事業場の名称及び所在地を入力し、事業場の名称の

後に括弧書きで当該作業場所の名称を入力する。

（ウ）「所在地j欄

「所在地ダイアログ」函面より、事業場の所在地を入力する。

なお、申請のあった事業場が作業場所と判断される場合は、事業場の所在地の後

に括弧書きで、当該作業場所の住所を入力する。

（エ）「使用者職氏名J欄
使用者の職名及び氏名を入力する。

（オ）個人に係る申請の場合
a 「氏名」欄．

減額の特例許可を受けようとする労働者（以下「被申請者」という。）の氏

名を入力する。

b 「生年月日J欄
「日付入力ダイアログJ画面により、被申請者の生年月日を入力する。
なお、生年月日は、西暦（例： 1985/4/1）又は和暦（例：昭和 60年4月 1

日）による直接入力も可能である。
c・ f年齢」欄

被申請者の年齢は、「調査結果情報Jタブ画面の「調査年月日J欄に入力さ
れた年月日時点における年齢が自動で表示される。

d 「性別」欄

被申請者の性別について、「男」又は「女」のいずれかの項目を選択し、入

力する。

e 「被申請労働者人数」欄

上記dにより入カした性別に応じて、男女の人数欄に「1」または「OJ、
計に「1Jが入力される。
（カ） 包括申請の場合

精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者（法第7条第1号関係）

に係る申請を除き、複数の労働者に係る包括申誇がなされた場合は、「被申請

労働者人数」欄に、被申請者数を男女別にそれぞれ入力し（「言十J欄には、そ
の合計が自動で入力される。）、下記（7）の事業場情報との関連付けまで行った

後、下記（8）による包括別紙を入力する。

ワ 「業務の種類Jタブ画面
(7）「従事させようとする業務の種類j禰

申誇書の「従事させようとする業務の種類J欄に基づき、入力する。

（イ）「労働の態様J欄



申請書の「労働の態様」欄に基づき、入力する。
ヱ 「賃金額等」のタプ画面
(7）「地域別／特定最低賃金の別J欄
「地域.8!J」、「特定」又は「地域別かつ特定Jのいずれかを選択し、入力する。
（イ）「地域別最賃J、「特定最賃1」、「特定最賃2J欄
申請書の「減額の特例許可を受けようとする最低賃金J欄に基づき、地域別
最低賃金の場合は、件名（都道府県名（例：00県｝）及び賃金額、特定最低賃
金の場合は、件名、「日額／時間額」欄については「日額J又は「時間額Jのい
ずれかを選択及び賃金額を入力する。 ＼ 

なお、特定最低賃金で、件名の長いものは、入力できる範囲において入力す
る、または、各局において略称を定めて、入力すること。（15文字まで入力可能。）
（ウ）「支払おうとする賃金」欄
申請書の「支払おうとする賃金」欄に基づき、「日額／時間額」欄について
は「日額J又は「時間額Jのいずれかを選択、賃金額及び減額率を入力するゐ
「減額の特例許可を受けようとする最低賃金jが複数ある場合は、「支払おうと
する賃金額」欄の「日額／時間額Jの別が同ーの項目から、最高額のものを入
力する。
なお、「言十算減額率J欄には、「減額の特例許可を受けようとする最低賃金」
に対する「支払おうとする賃金額」の減額の割合（パーセント単位で小数点

t 以下第2位を切り捨て）が自動で計算され表示される。
計算減額率が、申請書．の減額率と一致していない場合には、申請者にその
理由を確認し、申請書の減額率を修正させる。

(5) 申請情報の入力に当たって留意すべき事項（申請区分ごとに異なる事項）
「申請区分J欄の入力内容が、「精神又は身体の障害Jの場合は「障害の態様J
タブ、「試の使用期間（個人）」又は「試の使用期間（包括）」の場合は「使用期間J
タブ、「職業訓練（個人）」又は「職業訓練（包括）Jの場合は「職業訓練jタブが、
「事業場等情報」タブの次に表示され、「断続的労働（個人）」文は「断続的労働
（包括）」の場合は「作業時間」タブが、「業務の種類Jタブの次に表示される。
ア 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者（法第7条第1号関係）に
係る「障害の態様jタブ画面
「障害の態様j、「障害の程度J榔は、申請書の「精神文は身体の障害の態様J
欄に基づき、それぞれ入力する。
イ 試の使用期間中の者（法第7条第2号関係）に係る「使用期間Jタブ画面
「減額の特例許可を受けようとする試の使用期間」欄は、申請書の「減額の特
例許可を受けようとする試の使用期間」欄に基づき、「日付入力ダイアログ」画
面により、入力する。
ワ 基礎的な技能及び知識を習得させるための職業訓練を受ける者（法第7条第3
号関係）に係る「職業訓練jタプ画面
(7) 「減額の特例許可を受けようとする割l糠期間J欄
申請書の「減額の特例許可を受けようとする訓練期間」に基づき、「日付入
カダイアログ」画面により、入力する。
（イ） 「受けさせようとする職業訓練」、「職業訓練時間数と所定労働時間数」欄
申請書の「受けさせようとする職業訓練」、「職業訓練時間数と所定労働時
間数Jの各欄に基づき、入力する。

エ断続的労働に従事する者（法第7条第4号関係）に係る f作業時間Jタブ
「実作業時間数と手待ち時間数」欄は、申請書の「実作業時間数と手待ち時間



数J欄に基づき、入力する。

(6) 情報の登録

必要な情報をすべて入力したら「登録jボタンにより、情報を登録する。

(7) 事業場基本情報との関連付け

「登録」ボタンを押すと、「事業場基本情報一一覧」の画面が表示されるため、該
当する事業場基本情報を選択するととにより、関連付けを行う。

該当する事業場基本情報が表示されない場合は、「事業場キー」、「労働保険番号J
又、は「事業場名Jから、再度検索する。
なお、事業場基本情報との関連付けを行わない場合は、「非選択登録」ボタンを

押す。関連付けを行わず登録した場合でも、後から関連付けを行うことは可能であ

る。

(8) 包括別紙の入力

包括申請の場合は、「包括Jllj紙」ボタンを押し、新たに立ち上がった入力画面に、
申請書に添付されている被申請者の名簿に基づき、被申請者l名ごとに、上記（4)
イ（がに準じ、氏名、生年月日、性別を入力し、「登録」ボタンを押し、登録する。

このとき、「包括別紙」商函は、「処理状況」が「包括別紙Jとなっている。
また、「包括Jllj紙J画面は、元の画面と連動しておらず、上記（4）イ（カ）で入力し
た人数と「包括別紙」で入カした人数が一致してなくても、問題なく登録を終了
することができる。

このため、「最低賃金減額特例許可情報ー検索J画面において、「処理状況」欄に
「包括別紙」を選択・入力し、「申請受理年月日J、「申請事業場名J等の条件を指
定し、検索することで、当該事案について被申請者ごとの一覧を表示することが
できるため、との数とよ記（4）イ（カ）で入力した人数が一致しているか確認する。
なお、元の画面において事業場基本情報と関連付けが行われていない場合は、

「事業場基本情報一一覧J画面が表示されるため、上記（7）により、事業場基本情
報との関連付けを行う。

3 調査の実施等
(1) 調査の実施等

調査を実施する場合は、次により実施すること。
受理決裁後、担当者は、速やかに実地調査等所要の調査を実施する。

調査実施後、担当者は、減額特例システムの「調査結果情報」タブ画面に必要
情報を入力し、復命書を作成する。

(2) 競査結果情報の入力

調査の実施後、減額特例システムの「調査結果情報」タブ画面の各項目に調査結果
を入力し、登録する。

(3) 調査結果情報の登録に当たって留意すべき事項

ア調査結果情報の登録

調査結果情報を入力する場合は、すでに登録している当該事業場に係る「申請
情報」を、「最低賃金減額特例許可情報ー検索」から検索し、選択する。

該当の「申請情報Jに申請の内容が入力されていることを確認した上で、「更新J
ボタンを押し、「調査結果情報」タブ画面の各項目に必要事項を入力し、登録する。



なお、「調査結果情報」タブ画面には、すべての申請区分に共通の「事業場等情
幸町、「規則5条柱書き」、「参考事項J及び「調査官意見Jタブのほか、申請区分
に応じたタブが表示される。
イ 調査結果情報の修正

登録した情報を修正する場合は、上記アと同様に、該当の「申請情報」を、「最

低賃金減額特例許可情報ー検索」から検索し、選択した上で、更新、入力、登録

する。

(4) 調査結果情報の入力に当たって留意すべき事項（全申請区分に共通の事項）
ア 「調査結果情報J画面の f事業場等情報」夕、ブ
(7) 「実地調査省略J欄
実地調査を省略した場合は、との欄にチェックする。チェックを入れた場

合は、「処理状況」が、「実地調査済」となる。
（イ） 「調査年月日J欄
「日付入力ダイアログj画面により、調査年月日を入力する。調査年月日が
2日以上にわたる場合は、調査の最終日を入力する。
なお、上記（7)の「実地調査省略j欄に入カをしない状態で、「調査年月日」欄

に日付を入力すると、「処理状況」が、「実地調査済」となる。
（ウ） 「調査官職氏名」欄

実地調査を実施した担当者の職名及び氏名を入力する。複数で対応した場
合は、スペースや句読点で区切り、連記する（30文字まで入力可能）。
（吟 「労働者人数J繍
実地調査時における申請事業場の労働者数を男女別に入力する。合計は、
自動で計算され、入力される。
（オ） 「面接者職氏名J欄
面接者の職氏名（60文字まで入力可能）を入力する。面接者が、複数いる
場合には、スペースや句点等で区切り、．連記する。画面上では、 20字までし
か表示されないが、印刷時にはすべて表示される。

（カ） 「電話番号J欄
事業場の電話番号等、申請事業場の担当者と連絡がとれる電話番号を入力

する。
（キ） f雇入年月日1欄
被申請者の雇入年月日を入力する。包括申請の対象となりうる事案につい
ては、必ずしも入力を要しない。また、包括申請の場合は、システム上入力

不可となっている。
（タ） 「決裁年月日j欄及び「許可／不許可の相当」欄

未入カの状態で、登録し、署長決裁を受ける。

署長決裁後に、それぞれの欄に、決裁年月日を入力するとともに、許可又は
不許可を選択する。

イ 「規則5条柱書き」タブー
(7) 「勘案すべき事項（精神又は身体の障害により著しく労働能カの低い者（法

第？条第1号関係）においては「労働能率以外の評価J) （規則5条柱書き）」
欄
「最低賃金法第7条の減額特例許可事務マニュアノレJ等に基づいて、調査し
た内容を入力する。

なお、勘案すべき事項が特にない場合には、「特記事項なし」等その旨を入
力する。



（イ） 「職務の内容を加味した減額率J榔
則第5条柱書を踏まえた最終的な減額率を入力する。

ウ 「参考事項」タブ画面
(7) 「減額特例許可を受けることに対する本人の意見（精神又は身体の障害によ

り著しく労働能力の低い者（法第7条第1号関係）においては、「減額特例許
可を受けることに対する本人又は家族等の意見」）J欄

被申請者の意見（精神文は身体の障害により著しく労働能力の低い者（法第

7条第1号関係）においては、被申請者又は家族等の意見）を入力する。
（イ） 「その他参考事項」欄

当該事案について、参考となるべき特記事項があれば入力する。

エ 「調査官意見」タプ

(7) 「調査官意見等J欄
申請内容及び調査結果を法令及び許可基準に照らし、許可又は不許可に関

する調査官の判断及びその理由等を入力する。

(5) 調査結果t情報の入力に当たって留意すべき事項（申請区分ごとに異なる事項）

ア 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者（法第7条第1号関係）関

係
(7) 「調査結果情報」画面の「事業場等情報Jタプ画面の「経歴等J欄
被申請者の経歴等を入力する。

（イ） 「調査結果情報」画面の「比較対象者Jタブ画面
a 「氏名J欄

比較対象労働者の氏名を入力する。
b f性別J欄
比較対象者の性別について、「男」又は f女jのいずれかの項目を選択し、

入力する。

c 「年齢J欄

比較対象者の年齢を入力する。

d 「支払賃金額j欄

比較対象者の賃金額について、「日額J又は「時間額Jのいずれかの項目
を選択し入力した上で、金額を入力する。

比較対象者の賃金額が、月額-r:定められている場合には、時間額に換算し
て入力し、下記e 「従事業務の種類及び経験年数J欄に、賃金が月額で定
められていること及びその金額を入力する。

e 「従事業務の種類及び経験年数J欄
比較対象者が従事する業務の種類、経験年数等を入力する。

f 「労働の態様・作業量等」欄

比較対象者の労働の態様、作業量等を入力する。

（ウ） 「調査結果情報j画面の「作業実績割合」タプ画面の減額対象労働者の作業

実績の比較対象労働者に対する割合の各欄

減額対象労働者の作業実績及び比較対象労働者の作業実績を数値で入力す

る。数式の下の括弧内には、必要に応じ、作業実績の説明等を入力する。

（エ） 「調査結果情報」画面の「能力向上jタブ

a 「能力向上の可能性の有無」繍

能力可能性の有無について、選択する。

b 「判断した根拠j欄
被申告育者の能力可能性の有無の判断の根拠を入力する。



c 「前回許可時からの能力向土の程度」欄
更新事案の場合、前回許可時からの被申請者の能力向上の程度を入力する。

（オ） 「調査結果情報」画面の「許可期間Jタブ

a 「許可期間」欄
許可相当と判断した場合、許可すべき期間を入力する。

b 「上記期間とする理由」欄
許可相当と判断した場合、上記aの許可期間とする理由を入力する。
なお、「許可期間」欄と「上記期間とする理由j欄の聞の欄は、特記すべき
事項があれば入力する。

（カ） 「参考事項」タコず画面の「就労継続支援A型事業の該当の有無」欄
就労継続支援A型事業の有無について、「有J文は「無」のいずれかの項
目を選択し、入力する。

イ 試の使用期間中の者（法第7条第2号関係）

(7) 「調査結果情報」タブの「試の使用期間Jタブ画面
。a 「黙の使用期間に係る就業規則等の定めの有無」欄
試の使用期間に係る就業規則等の定めの有無について、「有」又は「無J
のいずれかの項目を選択し入力の上、下欄にその具体的内容を入力する。
b 「『当該業種、職種等の実情』の有無J欄
「当該業種、職種等の実情」の有無について、「有」又は「無jのいずれ
かの項目を選択し、入力する。

c 「本採用労働者の賃金水準が最低賃金額と同程度であるか否かJ欄
本採用労働者の賃金水準が最低賃金額と同程度で、あるか否かについて、

「ある」又は「否Jのいずれかの項目を選択し、入力する。
d 「本採用労働者と比較して、試の使用期間中の労働者の賃金を著しく低

額に定める慣行の有無J榔
本採用労働者と比較して、試の使用期間中の労働者の賃金を著しく低額
に定める慣行の有無について、「有J又は「無Jのいずれかの項目を選択
し、入力する。

e 「その他の合理的理由の有無J欄
その他の合理的理由の有無について、「有J又は「無Jのいずれかの項
目を選択し入カの上、下欄にその具体的内容を入力する。
f f申請期間」欄

申請期間を入力する。
なお、右欄の「適」又は「否jの項目は、申請期間を入力した際、自動的

に、上限である6か月以内の場合は適、 6か月を趨える場合は否が選択さ
れ入力される。
g 「当該使用期間を設定した理由J.欄

上記fの申誇期間を設定した具体的な理由を入力する。
ウ基礎的技能及び知識を習得させるための職業司l臓を受ける者（法第7条3号関係）
関係
(7) 「職業訓練Jタブ商面
a 「職業訓練の種類」欄

職業訓練の種類を入力する。
b 「訓練課程J欄

訓練課程を入カする。
c 「職業訓練期聞を通じての1日平均所定労働時間数」欄、「総職業訓練
時間数J欄、「うち使用者が一定の利益を受けることとなる業務の遂行の



過程内において行う訓練時間数J欄及び「1日平均職業訓練時間数J欄
それぞれの時間数を入力する。

d 「訓練期聞が2年又は3年である場合の最終年度でないこと』欄

訓練期聞が2年又は3年である場合の最終年度でないことについて、
「適J又は「否」のいずれかの項目を選択し、入力する。

（イ） 「減額率の上限Jタブ画面の「減額率の上限の適否」欄
減額率の適否は、「申請情報」タプ画面の「減額率J欄と、「職業訓練」タブ
画面の「1日平均職業訓練時間数j欄及び「職業訓練期間を通じての1日平均
所定労働時間数1欄の入力情報に基づき自動的に計算された減額率を比較し、
「申請減額率Jが当該「減額率J未満の場合は適、「申請減額率」が当該「減
額率j以上の場合は杏が自動的に入力される。

エ軽易な業務に従事する者（法第7条第4号関係）関係
(7) 「軽易な業務1」タブ画面

a 「本来業務に属さない例外的なごく軽易な業務であること」欄
本来の業務に属さない例外的なごく軽易な業務であることについて、「適J
又は「否」のいずれかの項目を選択し入カの上、下欄にその具体的内容を

入力する。
b 「従事労働者が極めて少数であることJ欄
従事労働者が極めて少数であることについて、「適」又は「否Jのいずれ
かの項目を選択し入力の上、下欄にその具体的内容を入力する。
c 「拘束時間が9時間以内であることJ欄
拘束時間が9時間以内であるととについて、「適J又は「否Jのいずれか
の項目を選択し入カの上、下欄にその具体的内容を入力する。
d 「本来業務に専ら従事するもので、ないことj欄

本来業務に専ら従事するものではないことについて、「適J又は「否」の
いずれかの項目を選択し入カの上、下欄にその具体的内容を入力する。、

（イ） 「軽易な業務2Jタプ画面
a 「業務の内容が他の労働者に比し明らかに軽易であること」欄

業務の内容が他の労働者に比し明らかに軽易であることについて、「適J
又は「否」のいずれかの項目を選択し入力の上、下欄にその具体的内容を
入力する。

b 「業務の進行及び能率についてほとんど規制を受けないこと」欄

業務の進行及び能率についてほとんど規制を受けないことについて、「適」

又は「否Jのいずれかの項目を選択し入カの上、下欄にその具体的内容を
入力する。

c 「事業場内に他の同種の労働者がほとんどいないことJ欄

事業場内に他の同種の労働者がほとんどいないことついて、「適」又は「否」

のいずれかの項目を選択じ入カの上、下欄にその具体的内容を入力する。

（ウ） 「監視業務Jタブ画面
a 「監視業務に従事する者の該当性の適否J欄
監視業務に従事する者の該当性の適否について、「適J又は「否Jのいず
れかの項目を選択し、入力する。
b 「業務の負担の程度の軽易さの妥当性J欄
業務の負担の程度の軽易さの妥当性ついて、「適」又は「否Jのいずれか
の項目を選択レ入力の上、下欄にその具体的内容を入刀する。
c 「常態として身体文は精神の緊張の少ない業務の該当性J欄
常態として身体又は精神の緊張の少ない業務の該当性について、「適j又



は「否」のいずれかの項目を選択し入力の上、下欄にその具体的内容を入

力する。

（エ） 「比較対象者Jタブ画面
a F氏名」欄
比較対象者の氏名を入力する。

.b 「性別J榔
比較対象者の性別について、「男J文は「女jのいずれかの項目を選択し、
入力する。
c f年齢J欄
比較対象者の年齢を入力する。

d 「支払賃金額」欄
比較対象者の賃金額について、「日額J又は「時間額」のいずれかの項目
を選択し入カした上で、金額を入力する。

e 「従事業務の種類及び経験年数J欄
比較対象者が従事する業務の種類、経験年数等を入力する。

f 「労働の態様・作業量等j欄

比較対象者の労働の態様、作業量等を入力する。
（わ 「業務負担の程度Jタプ画面の「比較対象労働者の業務の負担の程度に対す
る減額対象労働者の業務負担の程度」欄
比較対象者の業務の負担の程度に対する被申請者の業務の負担の程度につ
いて、その割合（単位：パーセント）を入力の上、下欄にその理由を；入力す

る。
（カ） 「許可期間」タブ画面
a 「許可期間J欄
許可相当と判断した場合、許可すべき期間を入力する。

b 「上記期間とする理由」欄
許可棺当と判断した湯合、上記aの許可期間とする理由を入力する。
なお、「許可期間J榔と「上記期間Iとする理由J欄の間の欄は、特記すべき
事項があれば入力する。

オ 断続的労働に従事する者（法第7条第5号関係）関係
(7) 『労働の態様Jタブ画面
a 「始業」欄、「終業J欄及び「休憩J欄
被申請者の始業時刻、終業時刻、休憩時間について、それぞれ入力する。

b 「実作業時間の内訳J欄
実作業時間の内訳について、案作業の内容告どすべて列挙し、それぞれの

作業にかかる時間について、入力する。

c 「事業場の一般労働者の1日の所定労働時間」欄
特定最低賃金のうち、日額が適用される場合は、 1日の所定労働時間数

を入力する。

d 「常態として作業が間欠的であるJ欄
常態として作業が間欠的であるかどうかについて、「適」又は「否」のい

ずれかの項目を選択し入カの上、下欄にその理由を入力する。

（イ） 「減額率の上限」タブ画面の「減額率の上限の適否」欄
減額率の上限の適否は、『申請情報」タブ画面の「減額率」欄と、「実作業

時間数J欄、「労働の態様Jタブ画面の「始業j欄、「終業j欄及び「休憩」
欄の入カ情報に基づき自動的に計算された減額率を比較し、「申誇減額率」が
当該「減額率J未満の場合は適、「申請減額率」が当該「減額率」以上の場合



は否が自動的に入カされる。

4 復命書の印刷、署長への復命
(1) 復命書の印刷、決裁

「復命書Jボタンを押すと、復命書がExcelファイノレで出力される。
当該Excelファイノレの行幅等を適宜調整した上で、復命書を印刷し、署長までの決

裁を受ける。
なお、出カしたExcelファイル上で加除修正をしても、減額特例システムには反映

されないため、必要に応じ、減額特例システムにおいても、加除修正の入力を行う。

(2) 署長意見の入力

署長決裁を受けた後、「調査結果情報jタブの「署長意見」欄の入力を行う。

なお、入力方法は、上記3(4）ア（ク）による。
「署長意見」欄の「決裁年月日Jを入力すると、「処理状況」が「署長決裁済Jになる。

5 局への進達
(1) 申請書のデータファイルの作成
申請書は、必要な添付書類も含め、スキャナで読み込み、データファイルを作成す

る。

(2) 局への進達
労働基準行政情報システムの電子メ｝／レ（以下「メールJという。）にて、上記（1)
で作成したデータを添付した上で、メーノレ本文に、署長決裁が終わった事案である旨
及びその整理番号を記載し、局労働基準部賃金課室（以下「局賃金課室」という。）

に報告する。

6 処分の決定
上記5により、進遣を受けた局賃金課室は、署長意見を参考に可及的速やかに処
分を決定すること。

(1) 対象事案の検索
進達を受けたら、署名、メールに記載されている整理番号等により、減額特例シ

ステムの検索機能により、該当事案を「最低賃金減額特例許可情報ー検索」から検

索し、選択する。
この際、「調査結果等情報Jタブ画面の「署長意見」榔に必要事項が入力されてい
るととを確認する。

(2) 起案、決裁

局内決裁の起案文書は、本省から送付している電子ファイノレを活用し、作成する。

なお、許可等の決裁については、迅速処理を図る観点か台、局内専決規程を整

備し、 労働基準部長の専決とするように努める。

7 許可書等の作成

上記6により、局長決裁を受けた後、減額特例システムにより、許可書又は不許可通
知書（以下「許可書等j という。）を作成する。
(1) 許可等情報の入力に当たって留意すべき事項

ア 「許可等情報Jタブ画面
(7) 「許可／不許可のl'liJJ欄



「新規許可」、「更新許可j又は「不許可Jのいずれかの項目を選択し、入力す
る。
（イ） 「許可／不許可年月日J欄

「日付入力ダイアログ」画面により、許可又は不許可の年月日を入力する。
「許可／不許可年月日」欄に入カの上、登録すると、「処理状況J欄が「局決
裁済」となる。

（ウ） 「許可書又は不許可通知書の番号」欄
文書番号を別途入手の上、許可書等の文書番号を入力する。

（エ） 「許可の有効期間」欄

「日付入力ダイアログJ画面により、許可の有効期間を入力する。

（オ） 「許可取消］欄、「取消年月日」欄
許可後に許可を取り消す場合は、「許可取消」にチzックしたうえで、「取消

年月日j欄に、許可を取り消した日付を日付ダイアログより入力する。
（カ） 「取下年月日J欄
申請後に申請の取下があった場合、「日付入カダイアログ」画面により、取下
回付を入力する。

（キ） 「不許可／取消／取下理由」欄
不許可、取消又は取下の場合において、その理由を入力する。

(2) 許可書等の印刷聞作成

入力した内容を登録の上、「許可／不許可Jボタンを押すと、許可事案の場合は、
許可書が、不許可事案の場合は、不許可通知書が Excelファイノレで出力されるロ当
該 Excelファイルの行幅等を適宜調整した上で、許可書等を印刷し、公印を押す等
により許可書等を作成する。

(3) 許可書等の署への送付

上記（2）により作成した許可書等は、簡易書留郵便等確実な方法によって署に送付
し、許可等台帳の「署への送付年月日J欄に許可書等を送付した年月日を記入する。

8 許可書等の交付等
許可書等が送付された管轄暑は、次により申請者に当該許可書等を交付する。
(1）受付・処理経過簿の作成

局から許可書等の送付を受けた暑は、局に許可書等が到達した旨をメール等の確

実な方法で報告するとともに、受付・処理経過簿に許可書等の局からの到達年月日、

許可・不許可の別、許可・不許可の年月日、許可・不許可番号、許可減額率（許可の場

合）、許可の有効期間（許可の場合）を記入する。

(2) 許可書等と申請書の手交

ア許可書等については、許可書等と申請書劃本及びその添付書類を一つに綴じた

上、それぞれの書類聞に契印（署長印ではなく、契の印）を押印する。

イ 許可書等を申請者に手交した場合は、その年月日及び受領者職氏名を受付・処理

経過簿に記入する。

ウ 遠隔地等の理由により郵送により交付する場合、交付年月日は許可書が申請者に
到達した日となるので、配達証明付親展簡易書留にて郵送し、配達証明等により許
可書が到達したと確認できる日及び郵送による交付の旨を受付・処理経過簿に記入
する。この場合、受領者職氏名の記入は必要としない。



9 派遣労働者に係る申請について（別添2参照）
派遣労働者に係る申請であって、当該派遣労働者の派遣先事業場の所在地を管轄する

労働基準監督署（以下「派遣先管轄署」という。）が派遣元事業場の所在地を管轄する労

働基準監督署（以下「派遣元管轄署Jという。）と異なるもの（以下「派遣労働者に係る
申請」という。）については、原則として次のとおり取り扱う。

(1) 上記2の（2）イの受理印の押印も含め申請書の受理は、派遣元管轄暑で行う（則4

条）。ー
(2) 受理をした派遣元管轄暑は、次により申請書の写しを派遣先管轄署に移送する。

ア 受付・処理経過簿に所要事項を登記の上、派遣先管轄署保管分として申請書の写し
を取り、写しを派遣先管轄暑に移送する。移送後、移送した年月日を受理・処理経過

簿に登記する。
イ 申請者に対し、調査等は派遣先管轄署が実施することになることを説明の上、派

遣先事業場名、所在地、実地調査時の連絡先、担当者等を確認し、移送する際にそ f

れらの情報を移送文書に付記して派遣先管轄暑に伝える。
(3) 移送を受けた派遣管轄暑は、上記3に基づき、調査を実施のうえ、復命書を作成し、
派遣先管轄署長の決裁を受ける。ただし、減額特例システムへの入力は行わず、復命

書の作成は、本省から送付している Excelファイノレを活用する。
(4) 署長決裁の後、復命書の写し及びそのExcelファイルをメーノレで、派遣元管轄署に

送付し、あわせて、電話でもその旨を報告する。
(5) メール及ひ・電話を受けた派遣元管轄暑は、復命書の電子媒体を基に、減額特例シス

テムに情報を入力し、上記5に基づき、局へ進達する。
(6）局への進達以降については、上記6、7、8に基づき、許可書の申請者への許可書
等の交付までを行う。

10 許可取j商事務について
許可の取消に該当する事案を署が把握した場合は、速やかに局賃金課室に連絡し、局
賃金繰室が主体となって管轄暑と連携を図りながら事務処理を進める。

許可の取消しを行った場合は、該当事案を「最低賃金減額特例許可情報一検索」から
検索し、選択する。
「更新j ボタンを押し、「許可等情報」タブ画面の「許可取消」欄に入力の上、「取消

通知書の番号J欄に取消通知書の発出番号、「日付入力ダイアログ」画面により「取消年
月日」欄に許可の取消年月日、「不許可／取消／取下理由J欄に取消の具体的な理由を入
力の上、登録する。
「許可取消」ボタンを押すと、許可取消通知書がExcelファイノレで出力される。

当該Excelファイノレの行幅等を適宜調整した上で、許可取消通知書を印刷し、公印

’押す等により許可取消通知書を作成する。

11 不服審査申立書について
不服審査申立書（厚生労働大臣に対する審査請求書）については、署は処分庁ではな

いため暑を経由して厚生労働大臣が受理することはできないことから、処分庁である労
働局長（局賃金課室）へ直接提出するよう教示する（行政不服審査法第17条第1項）。

不服審査申立書を受けた局賃金課室は、書式、記載事項の内容など形式審査を行った

上、日付が記入された受理印を押印し、本省労働基準局労働条件政策課賃金時間室に正
本1部を送付する（行政不服審査法第17条第2項）。

12 最低賃金減額特例許可人員等調（賃403）の集計処理、報告
定期報告（賃 403「最低賃金減額特例許可人員等調」）については、減額特例システム



の各項目を入力し、登録することにより、定期報告時に自動で集計される。
なお、暑から局、局から本省への報告については、報告例規（定期報告）システムに
より別途行う。

13 減額特例情報の検索

減額特例許可情報に登録した以下の項目（複数選択可）を検索条件として、減額特例

情報を検索することが可能であるので、必要に応じて活用する。

－管轄局署

・処理状況
．整理番号

・申請受理年月日
．申請媒体

・iiitl達番号
－事業場名（カナ）
・事業場名（漢字）
．所在地

・許可申誇の区分
．被申請労働者名

・地域別／特定最低賃金の別
．許可／不許可の別

・許可／不許可番号
．許可／不許可年月日
．有効期間終了年月日
．減額率

条件を入カ後、「検索」ボタンを押すと、検索結果が一覧として表示される。表示され
た一覧は、索引簿等として活用するととも可能である。
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別表1

縄問＂＂の制度 民＂＇ 0 刊件Sち歓声守 • ' 小融点以下E情~＞＜ 
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最低賃金の減額の特例許可事務処理フロー

申請

申請の受理

調査

復命書の作成

審査
許可の適否

復：命書決裁
局進達文作成

許可書等案作成

局への進達

許可書等案、復命書概要、申請書写しを局
へ送付

台帳記載

許可等決裁

許可書等を署へ送付

'°7 
許可書等を申請者に交付

. r受付・処理経過簿」様式に登載

－減額特例システムの「申請情報JIこ必要事
環を入力
－受理決裁
・スキャナのない暑においては、この段階で
申請書写しを局へ郵送

減額特例システムの『調査結果情報j入力

申請書のスキャンデー告と聾理番号等を

基準システムのメールにより局へ送付

・局における決裁。

－部長専決（要専決規程｝

・減額特例システムの『許可等情報』に必
．要箇所在官官入し、許可書等を印刷、局長
印を押印して暑に郵送（簡易書留等〕
・I午可等の日は、決裁固とする．

・送付された許可書等と申積書等との問
に契印を押し、交付する許可書等を2部
作成のよ、1部を交付
・受付・処理経過簿記載



派遣労働者に係る最低賃金の減額特例事務処理フロー
（派遣元と派遣先の管轄署が異なる場合）

派遣元（申請）事業場

2.申請書写しの送付 4.調査復命書写し
の送付

〉”日

別添2
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